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大学問題に関する調査研究(中間報告）

まえがき

一昨年以来，いくつかの国立大学において紛争が生じ，その間において大学の管理運営ないし

は大学のあり方一般について種交の問題が提起された。そのうち，大学の管理運営については，

国立大学協会として昭和41年６月に「大学の管理運営に関する意見」（以下「意見」という）を

発表し，その後も大学に関する各種の調査研究をつづけてきたが，今日においては「意見」発表

当時と大学をめぐる内外の情勢は大幅に変化しており，「意見」自体についても反省を必要とす

る点や，「意見」においては十分にとりあげられていなかった問題も生じている。さらに，大学

に関するそれ以外の諸問題には，新たに提起され検討を要するものが少なくない｡

これらの問題に関連して，現在，多くの国立大学において大学改革が真剣に討議されている

が，国立大学協会としても，調査研究を試みる必要があることはいうまでもない｡しかし現在の

段階では，各大学においてそれぞれ今後の大学のあり方を模索しながら多様な形で大学改革問題

が討議されている状況にあるので,協会としてなんらかの統一的見解をまとめるのは適当ではな

く，各大学の自主的判断による改革案の推進を待つべきものと考えられる。ただ，その際にも,

現下の大学問題について，各大学が共通の理解をもつことが必要であろうと思われる○

以上の趣旨により，この報告は，現在各大学において検討中の問題に関して，各大学共通の理

解と拠りどころを求めることを目的として,大学運営協議会の研究部会において作成されたもの

である。従ってそれは同協議会の確定的な成案というべきものではなく，各大学の改革案の方向

を追いながら，現在の問題点を一応指摘するという意味での研究部会の中間報告にとどまり，今

後も各大学の意見や事態の推移によって修正補充されるべきものである。

現在各大学において討議されている改革案には，現行法令の枠を外して検討されているものが

少なくない。それは，大学のあり方に根本的な検討を試みる以上は当然のことであろう。このよ

うな状況をふまえて，この報告も必ずしも現行法令を前提としていないことをことわっておきた

い｡

なお，学生に関する諸問題については，各研究部会においてそれぞれ触れてはいるが，研究部

会共通の問題については，各研究部会長および研究部会より選ばれた委員をもって構成する合同

。
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会議（合同研究部会）に，第３常置委員会に関係する委員を加えて，この報告をとりまとめるこ

ととした。

また，大学問題については，国公私立大学および短期大学それぞれ事情は必ずしも同一ではな

い。この中間報告は，主として国立大学の立場に立って述べることとしたものである。

国立大学協会大学運営協議会 ０

＝▲入

の４０４⑨昇第１研究部会長柳川

第２研究部会長和達

第３研究部会長一中川

楕夫
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(参照）

各国立大学長宛(艤臘騨繩）

東大学逆１１ｹ協議会委員長奥田

大学問題の調査研究について

大学lIIj趣の検討については，昨年12月の総会の決定に）,§づき，各常i避委１１会のほか，大学運営

協議会の下に大学間趣研究部会を投げ群議を進めてまいりました。

その間大学側においては，紛争鰈を契期として，それぞれ個別に改革委貝会等を設けて独自の

改革案等を検討し，これを公表する向きも多くなってまいりました。よって，当協会としてはこ

れらの改革案等が各大学毎にその経緯と伝統を異にする実情を考慮して，この際これらの意見を

とりまとめて統一見解を１１'すことを避け，差し当たり大学運営協誠会が職雌して，これら各大学

の改革案等を相互に交換し汗検討することにより各大学共通の理iwl1と拠りどころが１１｝られればと

存じ，今ロまで努めて参りました。

また,肢近中教審においては．館26特別委fi会を設けて粘力的に大学''11題の審識を進めており，

米/こるl1jjには大学iljl度改善の基本聯想の試案をとり章とめ'1'''１１報告を行なう予定であると聞い

ております。なお，その過程において大学側の改革案等も参考にして検討する由であります。

ついては，この際大学運営協議会としても，！:'１教瀞その他の|則係をも考慮して，大学'111111Jにつ

いてlil急に検討し，本協議会としての心構えをしておく必要がありましたので，去る７月261二1班

謝i:会および大学迎営協議会を|)'１催し，今後における「大学１１３題の調査研究について」Ｍ１離した結

果別紙のとおり決定され，直ちにこれを実施することになりました。つきましては，本件は総会

に諮って処臆すべきでありますが，問|,Ijの{!':質｣壬総会をi附く''1j:lli]的余裕もありませんので，文iL1ド

をもってあらかじめご了承をｲﾘたく存じます。なお，このことは，次期の総会において改めて報

告しご了承を１１jLろ予定であります。（注flM411jl総会承認）

なお，別紙「大学問題の調査研究について」の１［Ｉ的の項に「111未得れば各大学共皿の〕111解と

拠りどころを求める｡」旨が述べられておりますが，そのうち「各大学共通の:E酌Ｉ!」とは，「各大

学それぞれの自主[19判断に基づくnR1if」であり，かつ，「その理解は各大学共通のものであって

場合によってはある祇皮“幅,,のある｡」ことを意味しているものでありますので，念のﾌﾟこめ申

し添えます。
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(別紙）

大学問題の調査研究について

第４４回総会承認

[霊蕊鑿美雪鑪鰄雲］ ｡

1．目的

＊（１）

別紙「検討すべき|圃題点」（Dおよび②を中心に検討し，国立大学として改革すべき点について
＊（２）

調査研究を行ない，出来得れば各大学共通の]里解と拠りどころを求める。

なお，各大学その他の改革案等については，本問題検討の際の重要参考資料とする。

難(1)別紙｢検討すべき問題点｣(1)および(2)ば，この中間報告の項目と同じであるため記載を省略した。

鐘(2)「各大学共通の理解」とは，「各大学それぞれの自主的判断に基づく理解」であり，かつ，「そ

の理解は各大学共通のものであって，場合によってはある程度“幅”のある｡」ことを意味する。

ｄｏ

＄

2．調査研究組織

の調査研究の主体

本問題の調査研究は，大学運営協議会が主体となり，次項②の各研究部会の連絡調整およ

び総括を行ない，必要ある場合は，各研究部会推せんの委員をもって構成する小委員会を置

くことができる。

ＣＯ研究部会

本問題を調査研究するため，次の研究部会をおく。

第１研究部会（管理運営）

第２研究部会（研究教育）

第３研究部会（大学と社会）

〈注）審議の過程において，各研究部会共通の学生に関する諸問題を調査研究するため，各

研究部会長および各研究部会より選ばれた委員をもって構成する合同会議（合同研究部

会)に,第３常置委員会に関係する委員を加え，この問題を調査検討することとなった。

（研究部会の構成員）

ａ）大学代表者の委員および臨時委員（うち１名部会長）

、

！
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ｂ）教員の臨時委員および専門委員３名乃至４名（うち１名主査）

ｃ）ａ）およびｂ）の委員は従来の大学運営協議会の小委員会において選考する。

(以下省略）

大学運営協議会研究部会委員名簿

○印は小委員心

第１研究部会（管理運営）

部会長○柳

委員今

小

弘前大

岐阜大

静岡大

香川大

一橋大

東京大

東京大

東京工業大

昇
司
次
夫
治
已
郎

川
６

錦
勝
忠
穣
正

西
野
川

-ユニ・

Ｉ]Iｊ
田
伊
雄
沢

○
主査

専門委員

上

藤

川

正田

第２研究部会（研究・教育）

部会長○和達

委員細谷

宮島

谷ロ

主査○松田

専門委員小野

柿内

綿貫

市原

成川

第３研究部会（大学と社会）

部会長○中川

窪
個 埼玉大※の

山形大

東京教育大

岡山大

東京大

東京大

東京大

東京教育大

一橋大

東京芸術大

夫
夫
興
夫
雄
周
信
源

恒

竜

澄
智

夕

賢
芳
昌
武

８

２ゴ

郎
夫
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康夫

郷平

稲吉

隆夫

茂二郎

微郎

武

群馬大

愛知教育大

三亜大

束京大

京都大

東北大

京都大

}秋月

伊藤

野ｌｌｌ

ｏ武凪

○１１１畑

佐を水

滴野

委員

主査

主査

専門委員 ｡

８

合同研究部会（大学における学生）※(2)

弘前大

崎玉大

金沢大

鳥収大

東京大

束京大

一橘大

東北大

東甑医lMji大

東京教育大

東京工業大

鳥取大

昇

清夫

善之助

吉之

智雄

隆夫

穣治

徹郎

孝雄

芳源

正三

良兼

委員（座長）柳川

和遠

’:Ｉ。川

井一'二

松田

武ｍ

ｌｌｌ上

専門委員佐々木

総’１１

綿貫

沢田

三島

～

､

罐(1)第２研究部会長は，Ⅱ冊和44年12月201]まで小塚iiii東京芸術大学長がｲu当゜

鑑(2)合同研究部会は，辮議の過程において，各研究部会共通の学生に関する諸

ilIj1趣を調査研究するため|)IlllIiした各研究部会の合同会識である。なお出席委

員は各研究部会長および各研究部会より選ばれた委風に，第３常瞳委員会に

｜淵係する委員が加わっている。

γ
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大学問題に関する研究部会等開催表

(注）この開催表は，研究部会が設置されてから，

この中間報告が一応決定されるまでの間に開

催された会議と日数を掲げたものである。

第１研究部会（管理・運営）

(1)８月17日（日）

(2)８月30日（±)～31日（日）

③９月９日（火）

(4)１１月８日（土）

⑤１２月27日（土）

１，
●

１日

２日間（泊りこ象）

１日

１日

１日

計延６日間

、

第２研究部会（研究・教育）

(1)８月26日（火）～28日（木）

(2)９月９日（火）

③９月16日（火）

(4)９月30日（火）

⑤１０月６日（月）

⑥１０月11日（土）

⑦１１月13日（木）

ワ
ー●

３日間（泊りこ糸）

１日

１日

１日

１日

１日

１日

計延９日間

.‘

3．第３研究部会（大学と社会）

の８月18日（月）

（２）８月25日（月）～31日（日）

③９月８日（月）

④９月９日（火）

⑤１１月10日（月）

１日

７日間（泊りこみ）

１日

１日

１日

計延１１日間

凹
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4．合同研究部会（大学における学生）

の１１月６日（木）

②１１月21日（金）

③１２月11日（木）

④１２月26日（金）

．⑤１月24日（土)～25日（日）

１ロ

１日

１日

１日

２日間（泊りこ染）

計延６日間
｡

5．その他

の７月22日（火）大学問題調査研究準備会

②７月26日（土）理事会．大学運営協議会合同会議

③８月11日（月）第１回研究部会全体会議

④８月30日（土）研究部会長会議

⑤９月９日（火）第２回研究部会全体会議

⑥１０月７日（火）研究部会長会議

の１０月17日（金）各研究部会と第３常置委員会との懇談

⑧１０月24日（金）研究部会学長委員全体会議

⑨１０月25日（土）研究部会作案委員全体会議

⑩１０月27日（月）第３回研究部会全体会議

⑪１１月21日（金）大学運営協議会

⑫１月31日（±）研究部会打合会

⑬２月15日（日）理事会．大学運営協議会．各研究部会合同会議

計延１３日

合計総延日数４５日

間この間専門委員会等を10数回開催。

3

，
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Ｉ大学の管理運営

第１研究部会中間報告
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Ｉ大学の管理運営
：:八

第１研当りY:部会中間報告

はしがき

大学の管理運営については，当協会はすでに「大学の管理運営に関する意見」および同「中間

報告」（以下「意見」・「中間報告」という｡）を公表している。その中には，現在でも基本的に

変更する必要のないものがすぐなくない｡しかし，その公表以後の事態からみていくつかの箇所

についてそれを修正し，あるいは補充しなければならない点が生じ，また新しく検討を要する問

題が提起されてきた。ここでは，これらの点に関して，主として問題の所在を明らかにし，それ

についてのいくつかの考え方を示しながら考察を加えることにした。問題によってはなお流動的

であり，今後の検討をまたねばならないが，以下において問題を人事と学内機関に大別して一応

の報告をとりまとめた。￣

なお研究と教育が，学問の自由・教育を受ける権利その他の基本権の保障によって守られてい

るのと異なり，大学の管理機構は技術的性格が強く，立法政策により左右されるものであるか

ら，第一研究部会の報告は，主として現行法の枠内で検討されていることを，お断わりする。

▲

し

事１人

１．文部大臣の権限

学長，学部長および教官の任命について，文部大臣が形式的に拒否権をもつの象ならず，事実

上任命を遷延することによって，拒否することと同じ効果をもたらすことができるかどうかとい

う問題については，「中間報告」および「意見」において，文部大臣がなんらかの実質的権限を

有すべきものでなく，大学の自主的決定が認められるべきであるという考え方を明らかにしてお

り，この考え方は現在においても堅持されるべきである。学長・学部長の選考にあたって学生・

職員がなんらかの方法で参加する制度がとられた場合でも，この原則には変りわがない。なお現

行法上は，学長・学部長の選考は大学管理機関が行なうことになっているが，この場合，学生等

がその選考に参加することがあっても，大学管理機関の自主的判断と責任において選考がなされ

ている限り,それは違法ではなく,文部大臣が任命を拒否する理由とはなり得ないと考えられる。

夕

Ｕ
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２．学長の選考

学長の選考方法として，教官による選挙がもっとも適当と考えられるものとする「中間報告」

および「意見」の根本的趣旨は，大学自治の理念に基づくものであって，今日においても変更す

る必要はないであろう｡しかしながら，今日あらたにこの学長選挙についての学生・事務職員の

参加の問題が登場し，かなりの大学において，その採用の可否，参加の態様が検討されている。

’学長は大学全体を代表し，大学を総括する地位にあるものであるから，大学という社会におい

て活動している事務職員や学生の意見を学長の選考に反映させ，ないしは学長選挙に参加させる

こと自体は不適当なことではない。このほか学外者を参加させることの問題があるが，これにつ

いては，「大学と社会」（第３研究部会中間報告「管理・運営への学外者の参加」の項）参照。

事務職員・学生の意見は，アンケートなどによって徴することしできるが，投票による方法とし

て，選挙権方式・拒否権方式などが，いくつかの大学において研究されたり，試承られたりして

いる。これらの方式を採用するかどうか，また採用するとしてそのいず>lLの方式が適切であるか

は'現在のところ，一般的に断言することはできないが,学生が大学において占める地位．役割を

充分に検討した上で，各大学の事情に応じた方式を見出すべきであろう。ただし,大学における研

究・教育についてもっとも重い責任を負うのは教官であるから，教官層の意見は十分尊重すぺき

であり，それが否定されうるような形になることはさけなければならない。また事務職員の参加

の方式については，その職階制その他一般職の特殊性に応じて検討する余地があり，またこれを

参加の方式に採り入れるかどうかも検討しなければならず，学生の参加とは区別されるべきであ
ろう。

▲

８

３．学部長の選考

「意見」は「学部長は，学部の長として，これを総括し，学部を代表する地位にある｡」とし

ている。この意味では学部における学部長は大学における学長と相似た地位にあると言えよう。

しかし’他面において，学部長は，学長と異なり，対外的，対内的に明確な法律上の権限をもっ

ているわけでなく，むしろ学部の管理には教授会が当たるのが現行法制の建前で，学部長はその

主宰者であり，また教授会の決定の執行者であるという色彩が強い。したがって学長と比べて，

学部長の選考に事務職員・学生の参加を認めるべき積極的理由は少ないと考えられる。けれども

学部長は学部学生と密接な関係にあり，学生が関係学部長の選考に参加することを要望すること

Ｑ
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があっても，その理由がないとはいえないが，学長の選考に学生の参加を認める理由が，大学の

鍛高責任者としての学長の決定に学生の参加を認めることにより，学生の意思を大学の管理運営

;に反映させるというところにあるとすれば，学部の最高責任者は制度的には学部長よりもむしろ

参学部教授会だというべきであろうし，また学部の管理運営に学生の意思を反映させる方式として

↓は，学部長の選任を通すよりも，その他の方法で実現可能なものがあり得るのだから，そのよう

な方法を工夫すべきであろう。また，他面上記のように，学部長は教授会の主宰者であり，教授

:会の櫛成員の代表者という性格をもっているのであるからその選任についてはもっぱら学部教授

`会の意思によるべきであるという考えも成立し得よう。したがって学部長の選考について，学生

'の参加の問題を考える場合には，慎重に検討すべきことはいうまでもないが，学部において学生

の参加を認めようとする場合にも，評議会において全学的な考慮の下に審議し承認を受けるべき

ものと考える。

■

｡

４．教官の人事

教授，助教授，常勤講師という種別は，任期制を教官の任用に認めることが検討されている今

泪では，昇任の機会に教官の資格審査をすることができることに徴しても，存極する理由がない

わけではない。けれども教授，助教授，講師の相互間において責任と職務の区別が明確でなく，

;資格審査も形式的に流れ，効果がないおそれがあるものとして，反対の考え方もある。

常勤講師に任期制を採用することは，その能刀の証明が充分でなく，また大学間における教官

の人事交流を容易ならしめる必要があるから，適当と思われる。けれどもこれに対し，任期制が

研究活動の長期的計画を阻害するおそれがあり，公務員の身分保障を認める現行法（人事院規則

８－１２，§15Ⅱ）との関係で問題があるとして，反対の意見も考えられる゜

助手の任期制は，常勤講師の任期制と同様に，現行法上問題があるが，助手採用の時期におい

ては，その研究能力の判定が困難であり，研究者養成の制度としてその円滑なる運用をはかる必

-要があるため，助手の任期制を認めることを必要とする考え方がある。このほか，助手が大学院

:学生の身分をもつことは，一般の大学院学生を軽視するおそれがあるが，省庁の研修機関におけ

る研修生が公務員の地位を保有するのと同様に，助手についても制度的に矛盾はないとする考え

方もある。

一般に教官の選考につき，教授会の構成員は必ずしも教官候補者の業績につき専門的知識があ

るとは限らず，また選考委員は少数の教官であるから，教官の採用，昇任のための人事が，閉鎖

〃
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的になるおそれがある。これに関連して各大学が学外に教官候補者を求めることを考える必要が

あり，また所属学部の講義を担当せず，一定期間他の大学の講義を担当することを認めることも

考える余地があり，さらに大学相互間の教官の人事交流を容易ならしめるため，情報交換，斡旋

のための機関を考える余地がある。

▲

Ⅱ学内機関

６

１．大学の自治と学部の自治

従来，一般的には，大学の自治の基礎は学部の自治にあるとされてきた。もとよりこの点につ

いては大学の沿革や伝統（たとえば学部がかつて分科大学として独立性のつよかった大学では学

部の自治がつよく，かつて単科大学であったのが分化して総合大学となった大学では学部の自治

はそれほどつよくない）あるいは種類や規模によって差があり，一律ではない。たとえば教官人

事という自治の最も重要な事項についても，完全に学部教授会の決定にゆだねるものと，さらに

評議会において表決を行なうものとがある。このようにして，大学の自治と学部の自治の関係に

ついても，その大学の自主的な運営にゆだねられるところが大きいといわねばならない。しか

し，専門の学芸の分野を基礎とした統一的組織体である学部は大学における研究と教育に直接に

責任をもつものであり，したがって研究と教育という大学の本質的任務に関するかぎり，原則と

して学部が大学の自治の主たる担い手であるとすることは根拠のある考え方といえよう。

ところが最近においてこのような考え方について反省が加えられるようになってきた。一つに

は従来の専門分野の区別に基づく学部の構成によっては今日の学問の体系のいちじるしい変化に

応ずることができず，研究についてはもとより教育についてもそれを再編成しなければならない

と主張される。このように学部の制度が硬直化して学問の発展に縊路を生ずることのないように

大学として努力しなければならないことはいうまでもない。この点は第２研究部会(研究・教育）

の検討するところであるが，学部の自治を強調することによってこのような大学全体の努力を阻

害することのないように注意すべきである。

大学の管理運営にとって重要な問題は，いま一つの点である。すなわち最近の大学紛争におい

て学部の自治が重視される結果として全学的な意思決定が妨げられたり，その処置が適切を欠い

たりすることが少なからず起こっている。このことのためlこ当初は局部的な紛争が全学的な紛争

に拡大することにもなる。しばしば承られることであるが，本来学部の研究・教育に関する事項

。
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として学部の自治にゆだねられるべきものであっても，現在それがたやすく全学的な紛争の原因

となりうるのである。このような現状に対処するためには，あらためて学部の自治と大学全体の

自治との関係について検討して･みる必要があろう。

この対策の一つとして考えられるのは，学部の自治をさらに徹底させ，むしろ学部の独立を制

度として確立する方法である。大学問題会議の「大学教育改革のための提案20条」の第６条では

「すべての学問分野を総合大学という形にまとめることは無理であり，教育．研究にとっても，

あまり意味がない｡大学の管理運営上にも支障をきたす」とし，「適当な学問分野について完全

に分離独立させる場合と，いくつかの単科大学の連合組織をつくる場合との双方が考えられる」

と勧告している。

この方法はすでに過大となった総合大学に対する提案として示唆に富むものであり,また一個

の専門分野を基礎としてまとまった組織が他の組織との調整を一応考えないで管理運営ができる

ために，時機を失せずに自主的な判断で問題を処理できる利点がある。さらに現在の総合大学の

､学部がその性格においてそれぞれ異なる場合があり，全学的な統一が必ずしも適当でない場合も

あるが，ともすれば－つの大学として共通のあり方が強制される弊も免かれうるといえよう。

しかし，他方において，総合大学を解体して現在の学部を単位とした大学を作る方法には，こ

のような方法を実際に実現することの困難は別としても，いくつかの難点がある。現在の総合大

学が所期の目的を実現するように運営されていないとしても，これがもはや意味のないものとす

るのは即断にすぎよう。学問の専門分野の相互の交流をはかり，学生もまた自己の所属する学部

.以外の部局から有用の教育をうけうることは総合大学の利点といえる。これを単科大学に分解し

‐ても，その運用によってはこのような利点を実現することも不可能ではないであろうが，その実

・現がいちじるしく困難となることは避け難い。すでに指摘したように現在の学部制すらも硬直化

するおそれがあるが，単科大学として独立すればその危険はいっそう大きくなるであろう。また

､最近の状況を糸ると紛争は一つの大学にとどまらず他の大学にたやすく波及しているのであり，

かりに大学として分化させても紛争の拡大を阻止することができるかどうか疑問である。（とく

にキャンパスを同じくしているときには，この点に関する限り,現在の制度と大きな差は生じな

いのではないかと思われる｡）しかしながら，大学全体と学部（評議会と学部教授会）との権限の

分配については，前者を必要の最少限に止め，学部の自主性，独立性を大幅に承とめることも，

一つの行き方として検討に値する問題であろう。

第２の方法は総合大学としての制度を存置しつつ，それを構成する学部の自治がゆきすぎて主

■

｡
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張されることなく大学全体の意思の形成を容易ならしめるものである。すでに「意見」において

も，「学部の自治があまりに強調される結果,大学の全体としての総合調整と意思決定が充分にお

こなわれず，大学の有機的な管理運営が妨げられることがあってはならない」とされているが，

その後の事態を見るとこれが必ずしもつねに実現されていたとはいいがたいのである。学長・評：

議会のような全学的機関が不当に学部の自治を侵すことは許されないが，たとえ学部の決定する

事項であっても，全学に関係のあるものについてはそれは学部の自治の問題であるとして責任を

回避するのではなく，学部と十分の意思疎通を計ってその意見を出すなど適切な措置をとりうる

こともあってよいし，学部の方も自治をたてにとってその意見をかたくなに拒むべきではない。

とくにその点について二つのことを指摘しておきたい。第１に学部の研究・教育に関する事項

について学部が自主的に意思を決定すべきではあるが，それが全学的あるいは他の学部に何らか

の影響を及ぼすような場合には，学部において最終の決定をなすにさきだって全学的見地からの，

総合調整を計り，全学的機関の意見をきくよう運用することが望ましい。第２に全学の総合調整

にあたる機関として主要な役割を果たすのは評議会であるが，評議会が各部局の利益の代表者の

集団となってはならないことである。もしそうであれば評議会においても学部の自主性のみが強

調され，全学としての総合の機能が営承えないことになろう。評議会の構成員はまさに全学的機：

関の一員であり，選出母体の部局の利益を主張する者ではないといわねばならない（もっとも評

議会と部局の意思が遊離することは望ましくない。その意味で学部長たる評議員はある程度はそ

の学部の意思を評議会に伝える役割を担うこととすることも考慮に値しよう｡）

■

、

２．執行機関と審議機関

従来の大学管理運営の方式にあっては，その最高の責任者である学長は研究と教育に直接かか

わりのない行財政上の事項について専決の権限をもつことはあったが，通常その職務（とくに研

究・教育に関連する職務）は評議会の議によっておこなうものとされていた。もとより学長はそ

の識見と人格を通じて指導的機能をもらえたが，その権限は通常の行政磯関の長の場合とは異な

り，合議体たる評議会の決定を尊重する慣行となっていた。そこに執行機関と審議機関との未分

化の状態があり，まさにそこに大学の管理運営の特徴があったということができる。

ところが最近の大学においては，このような慣行に欠点のあることが指摘されてきた。第１に

このような管理運営の体制は責任を不明確にするとされる。学長はその重要な権限の執行をすべ

て評議会の議に基づくために自らの責任における行動をとりにくく，評議会は多数の構成員から

１
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成る合議体であるために責任が稀薄になると主張される。第２にこの慣行によると大学の管理運

営が非能率となり，その的確な処理ができないとされる。総合大学のような大きな組織体におい

て，このように権限と責任の所在が不明瞭なままに，執行機関の行動が適切を欠くことの多いの

は望ましくないとされるのである。

そこでこれに対する改善案としてこれまでのように学長と評議会を権限の不分明なままに放置

せず，執行機関たる学長と審議機関たる評議会とを分離することが主張されている。また学部に

おける学部長と教授会の関係についてもほぼ同様なことが言われている。これによれば評議会は

大学の重要事項を審議決定する機関として管理運営の方針その他の重要な問題を審議し，大学の

意思決定を行なうけれども，その方針にのっとり管理運営を執行するのは学長であり，執行につ

いてこれまでのように評議会の議にきびしくとらわれることなく，相当に広い裁量権を与えられ

ることとなる。この方法は規模の大きい組織体の管理運営方式としてすぐれたところがあるし，

これによって責任のある能率的運営が容易になるともいえる。少なくとも学長が学内の信頼をえ

ており，運用の宜しきをえるときには効果をあげることができるであろう。

しかし他面において大学は他の組織体と異なる特質をもっている。それは，それぞれの学内機

関が法律上の権限を明確にして対立するのではなく，相互の信頼関係のうえにたって協調するこ

とによって最も望ましい管理運営が行ないうるのである。したがって学長と評議会が遊離すると

きにはかえって弊害があらわれることが予想される。執行機関と審議機関の分離からいえば，現

行の制度のように学長が評議会の議長となることは適当でなく，学長とは別に議長をおくことと

なろう。しかしそれでは学長の意見が充分仁評議会に反映しにくいうらふがある。その意味で，

現行のように学長が議長となり議案の発議権をもつことによって学長が評議会と結びつき，その

意思ｶﾐ評議会の議に充分仁反映するやり方もまた長所があるといえる｡さらに分離を徹底させて

学長が評議会の決定に拒否権をもったり，場合によって評議会を解散する権限を与えられ，逆に

評議会が学長をリコールできるとするごときは，機関の分離の理論的帰結としては考えられるけ

れども，かえって大学社会にふさわしくない対立と混乱を学内にもちこむことになり，円滑な管

理運営を阻害することも考えられる。

このように考えると従来の制度にも長所が認められるのであって，もしそれを存続させるとす

ればさきにあげた欠陥を生じないよう配慮する必要があろう。たとえば細かな事項までも評議会

が審議決定するのでなく，全学に関係する基本的事項の象をそれが審議決定することとして，執

行の任にある学長の行動に幅をもたせるように権限を委ねることが望まれる。もちろんこの場合

‐

ロ

「

､．

－１９－



も学長は独断的に処理するのでなく，必要な場合に評議会の意見を聞きあるいは了解を求めるな

ど評議会と遊離しないようにしなければならないことは当然である。

３．学長の権限

最近の大学紛争の処理にあたって大学当局の措置が的確でなく時機を失することがあったとい

う反省から，大学の最高責任者たる学長の権限を明確にするとともに，これを強化してはどうか

という主張が承られる。前節でのべた執行機関と審議機関の分離の主張もこの学長の権限強化に

つながるものである。従前の制度と慣行によれば学長は研究・教育に関連する事項についてはも

とより,他の事項についても評議会や教授会の意思に拘束されることが多かったし,その権限が明

確ではなかった。このことはむしろ大学という社会の特殊性からゑて望ましい面をもっており，

そこに信頼関係にもとづく適正な管理運営が期待されていたのである。しかし他面において大学

の管理運営が混乱したときに，それに対応できる指導力を欠き，紛争の収拾や解決をおくらせる

危険のあることもたしかである。また，大学の組織が拡大し複雑になってきたときには，たとえ

常態においても学長の権限を現在のままにしておいてよいかという疑問は残るであろう。したが

って学長を評議会から独立させるような制度の変更をしないとしても，この点を大学において考

えてふることは必要であろう。

この点についてさしあたって次の２つの方法が指摘されよう。第１に各大学がその慣行や実情

に応じて必らず評議会の議を経なければならない事項を明確にしておくことである。「国立大学

の評議会に関する暫定措置を定める規則」第６条は一応評議会の審議事項を定めているが，各大

学がそれぞれ評議会の権限をいっそう明確にしておくことは，逆に学長の権限を明確化すること

になるであろう。第２に評議会が自主的な判断においてそれぞれの場合の必要に応じて学長に一

定の権限を委任することも考えてよい。これは永続的な権限の強化ではないが，必要に応じて評

議会の議にもとづいて学長の権限の行使のわくを広げるものであり，有効な働きをすることも考

えられる。ただいずれにせよ，学長の権限の強化の問題は学内において信頼関係が存在し，学長

が学内の支持をうけていることが前提となるであろう。それが存在しないときにはいたずらに権

限を強化してゑても決して望ましい結果をもたらさないと思われる。この意味で大学の運営は識

見と信頼にもとづく人格的関係を基調とするという「意見」の立場に変更を加える必要はないで

あろう。

､
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４．学長の補佐機関

学長の権限が強化された場合はもとより，現状においても学長の職務が複雑多岐になり，いち

じるしく繁'比になっているから，学長を補佐する機関が必要とされる。

従前の方式によれば，総合大学にあっては学長を補佐したのは，事務局以外には（学長と事務

局との密接な関係の保持が必要であることはいうまでもない。また大学の管理運営についての事

務局の地位と役割に関しては，６で考察する)，非公式の機関である学部長会議あるいは部局長

会議であったといえる（なお，別に特別の委員会を設けることもしばしばあった)。この方式は，

学長の職務執行にあたって部局の意思形成機関との間に緊密な連絡が保たれ，相互の意思疎通が

図られるという利点がある。大学としてその実`情に応じてこのような機関を学長の補佐機関とす

ることが望ましい場合も多いであろう。しかしこの方式は，学部長がその地位からみて学部の意

思にとらわれて全学の見地から学長を補佐することが困難な場合があり，また学部の利害の対立

する問題について学部長相互の意見が一致せず，補佐機関として適切に機能しえないことが生じ

やすい。さらに学部長は学部の責任者としての職務に忙殺され，充分に学長の補佐としての役割

をはたすことのできないことも少なくないという欠陥も承のがしえない。

ｒｌｒそこでそれに代わる案として専任の補佐機関をおくことが考えられる。このような機関は部局

の意思にとらわれずに全学的機能をいとなふうるもので，学長の指揮のもとで学長を補佐するも

のとして有効であることが少なくない。しかし他面においてこの方法では大学の本部が部局と遊

離する危険があり，学長が独善的に走るおそれがあることに注意しなければならず，この補佐機

関は学部長会議ならびに全学的機関との意思疎通や協調を確保することが重要になってくる。

この補佐機関としては１つには学長のいわばスタッフとして文書の処理などの業務を行なうも

のがある。これが教官から任用されるとき，その役割と事務局の業務との調整などの問題はある

が，比較的難点は少ないと思われる（補佐となった教官の教官としての負担軽減などの問題は残

るが)。いま１つのものは，ときには学長の職務を分担することもありうる補佐機関であるがこ

れには考えるべき点が少なくない。

藤第１にこの補佐の任用方法の問題がある。学長と同様に選挙によるとすれば学長と補佐の意思

が遊離するおそれが大きいから学長の任命によることになろう（もちろん評議会の承認をうける

などのチェックの方法は考えられる)。この場合選挙を通じて成立する信頼関係が存在しない者

が学長の職務を分担することに問題が生じよう。

第２に補佐を教官にかぎるか，事務職員さらに外部の適格者をも任用できるかも，その職務と

ひ

●

Ｐ
）

ｑ

－２１－



からんで検討を要する点である。

第３にこのような補佐を設けることによってかえって大学の運営が統一性を欠き，研究・教育

の機能が阻害されるおそれがたいかどうかも考慮しなければならない。

第４に学長と補佐の職務の分担，複数の補佐をおくときはそれぞれの職務の分担をどうするか

も問題になる。

第５に責任の所在が不明確にならないかどうかも考えるべきである。「意見」は「将来あらた

めて副学長の制度を検討する必要がおこるかもしれない」としつつも，それを採用することに消

極的であったのは以上のような難点にもとづく。しかし，現在の大学がますます複雑な組織とな

り，学長の職務がいっそう加重されており，将来この傾向がつよまると予想されるから，以上の

ような難点を考慮してその弊害を防止する対策を講じた上で，大学によってはこのような補佐機

関の制度を採用することも考えられてよい方法の１つと思われる。

＄

５．教授会の構成

従来は大学の自治は学部の自治を基礎とし，その学部の自治は教授会の自治と考えられてき

た。現在この点についての反省が加えられているが，いずれにせよ教授会が大学の管理運営にお

いて今後も重要な役割をになうものといってよい。教授会についても，その権限をどうするかが

問題になるが，ここではその構成について検討しておこう。現在教授会の構成についてはこれを

教授の承とするもの，助教授さらに常勤講師を加えるもの，最も広くは助手を加えるものに分か

れている。「意見」は「構成員の範囲は，教授のほか，各大学の実情に応じて，自主的に決定す

るところに委ねられて差し支えないが，この場合においても，教授・助教授および常勤講師に限

らるべきである」とする「中間報告」の立場を妥当としている。したがってここでは助手を教授

会に加えることの可否が問題になる。（助手のうちでも事務を担当する助手はここでの考察から

除く)。

教授会は学部における研究と教育の管理運営にあたる中枢的機関であるからこの管理運営に直

接の寅任をおうものを構成員とすべきであり，助手は本来研究・教育の機能に直接に責任を負う

地位にない以上，その構成員から除外さなるという考え方にも充分に理由があるといえよう。し

かし助手制度の運用は大学によって，また同じ大学においても学部によって相当の差異のあるの

が現状である。ある学部にあっては，助手は教育には全く関与せずに，研究者の養成の制度とし

て利用され，実際には大学院学生とくに博士課程の学生とは身分のちがいがあるほかほとんど相

０
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運がないよう運用されている。他方で助手が学部における研究の重要な部分を占めるの承ならず

学生の研究の指導にあたり，さらに教育上の負担を負っている部局もある。このように助手制度

の運用に差異がある以上これを一律に論ずることは不適当とも考えられる。したがって部局によ

っては，助手が常勤講師以上の教官の職務に近似した機能をはたしている場合には，これを教授

会に構成員として加えることも考えられてよいと思われる。もっともこの場合には教授会のあつ

かう事項によって助手が関与できないこともありうるであろう。

助手が教授会に加わらない場合においても，その意思が学部の管理運営に反映するような方式

（たとえば助手を加えた教官会議の設置，教授会構成員と助手組織との協議会の設置）を学部の

判断によって講ずることは差し支えないし，望ましい場合もある。

■

｡

６．事務局

大学の事務局（学生部・部局事務部を含む）は，大学の研究・教育・学生の厚生補導などの面Ｊ

で教官を補佐して大学の任務の達成につとめるとともに，とくに，学長・部局長の専決に委ねら

れている行財政上の事項の処理について，きわめて重要な役割を果たしている。このように，事

務局は大学本来の使命たる研究と教育については直接の責任を負うものではないとしても，その

管理運営の全体について重い任務を有するのであり，大学の管理運営のあり方を考える場合に，

事務局の問題を糸のがすことはできない。

事務機構についていくつかの改善すべき点があることは，すでに「意見」において指摘したと

おりであるが，これらの諸点について，現在までなお改善されたとはいえない。そこであげられ

たのはさしあたり問題となる点であって，少なくともそれらの点がすゑやかに改善されることが

望ましい。ここでは，具体的な問題点は「意見」の記述にゆずり，現在とくに考慮しなければな

らない点を指摘しておこう。

第１にすでに記したように，大学の管理運営について学長と事務局が密接な関係を保持する必

要のあることである。管理運営について学長は事務局の機能を活用し，その十分の補佐をうける

態勢をとらねばならない。このことは部局長その他の学内機関についても同様である。学長以下

の教官を主体とする学内機関と事務局との意思の疎通が十分でなく，その協力が円滑を欠くとき

には，その大学の適正な管理運営を望むことができず，ひいては研究と教育という大学本来の任

務が阻害されることになるのは当然といえよう。その意味で事務局の役割の重要性が明確に認識

されることが必要である。もし教官さらには学生の間にこのような事務局の重要性についての十

ａ
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分の理解が欠けている場合があるとすれば，それが大学の管理運営の大きな障害になることは，

あらためて説くまでもない。なお，紛争の過程において，ときに事務局の担当すべき事項を教官

が処理する例もみられた。これは緊急の事態での異例の措置と考えられ，正常な状態においては

避けるべきことであろう。

第２に事務局は自治をもつ大学の事務組織であることが強調されねばならない。もとより大学

の事務であっても，そのかなりの部分が一般行政事務と共通性をもっており，事務系職員は，国

立大学の場合には行政職公務員である。そのかぎりで事務局については，教官の組織する学内機

関とは異なり，一方的に大学の自主的運用を主張できない点がある。しかし，事務局が，このよ

うな一般の行政機関としての側面を重視してその業務を行なうとすれば決してその機能を適切に

遂行することができない。事務局もまた大学の自治の一部を担っているのであり，したがって大

学の管理運営が大学によって自主的に運用されるという基本的なたてまえを十分に認識しなけれ

ばならない。もしそうでなければ，事務局は大学内部における信頼にそうことができず，学長そ

の他の学内機関との間の関係が疎遠となり，その結果として事務局の役割を適切に果たすことが

．できなくなるといわねばならない。その意味で事務系職員もまた大学の自治の重要性について十

分の認識をもつことが要求されるのである。

事務職員には，国家公務員法により給与を受ける権利，地位の保障が認められるほか，大学の

自治に基づき，管理機関の人事に参加することを認むくきかどうかの問題がある。これについて

は，「人事」の項（１，２）を参照。

｡
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Ⅱ大学の研究と教育

第２研究部会中間報告

●

はしがき

本部会は，国立大学の研究教育について，改革すべき点を調査研究するとともに，最近公表さ

れている各大学の改革案に整理を加えて，主要な問題点および考え方を参考として，その方向性

を概括し，できうれば各大学共通の理解なり拠りどころなりを探求することを試糸だ。その結果

求められた主要な論点は次のとおりであった。

なお，中間報告はＡ案とＢ案およびＣ案に分けて，これらの改革案を類型的に整理することを

試みた。これはけっしてその他に様々な改革意見がないというのではなく，それらは大体におい

てこのＡ，Ｂ二案の考え方のなかの何処かに含まれていると考えられるからである。Ａ案の内容

は，Ｉ国立大学のあり方についての前提と原則，Ⅱ国立大学の研究教育組織，Ⅲカリキュラムの

編成の三部分から構成されている。Ｂ案の内容は，専門大学の構想である。Ｃ案の内容は，現行

制度下の大学改革案となっている。

＋

ト

「

▲総合大学における研究と教育

Ｉ国立大学のあり方についての前提と原則

１．大学における研究と教育とは，必ずしも容易に両立しうるものではないことは現状の示す

とおりであるが，しかも研究と教育とは原則的に均衡を保った不可分の関係を保たなければなら

ない◎

２．大学教員は，もとより研究者でなければならない。その研究は，たんに大学が備えうる研

究設備に拠るばかりでなく，更に強力な共同研究施設を基礎として遂行されなければならない。

その理由は，第一に，特定の大学に研究設備が不均衡に集中することは大学の研究能力の格差を

助長するので不可であり，第二に，一大学に備えられる研究設備の規模には限界があるばかりで

なく，現代の学問領域は発達と細分化を遂げ，ことにある部門では巨大な設備を必要不可欠とし

ず

、
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ている現状から，一大学にとってこれを備えることはその能力をこえているからである。

３．教育は，もとより専門人を育成する技術教育，専門教育を遂行することを意味するのはい

うまでもないが，その究極的な目的は人間的な教養としてのHumanit数をふく承，これらを両

立したかたちで充実させるものでなければならない。大学は，専門人を育成する役割を果たすも

のであるが，たんに完成した専門家なり研究者なりを養成すれば足りるのではない。この点につ

いて，各大学は共通の理解をもちうるであろう。

４．大学は，この意味での研究と教育とを二つながら全うすることを理想とする。したがって

大学の教員は，研究者であるとともに，教育者であることを欠いてはならず，研究者的能力と教

育者的資質および熱意を備えるものでなければならないのである。たんに研究者ではあっても，

教育者的資質を欠く場合には，大学教員とはなりえないであろう。

５．大学は，・世界およびわが国の状勢において，新たな理念をもち，その役割を果たすため

に，現行制度と組織とを根本的に検討し，新たな研究・教育の組織を備えなければならない。そ

の結果は多かれ少なかれ，現行法令，例えば学校教育法，同施行令，同施行規則ならびに大学設

置基準等を修正することは避けられないであろう。新たな組織は，自立的であり，かつ弾力的で

流動性に富む構想に立たなければならず，また開放的であることを要する。

６．従来の大学制度は，この際十分にその意義が確認された上で，新しい構想に従って再検討

を加えられ，これに基づいて改革を目指し，最も理想的な形をとるための努力が払われなければ

ならない。大学の研究と教育とが，新たな理念と役割とを担うべきであるとすれば，その目的を

達成するために，現実の事態にも十分に深く根ざし，それとともに，現在考えうる最善の方向を

とって改革を企てるべきであろう。

７．以上のような諸前提に留意しつつ，次に，新たな大学の拠って立つべき原則についてその

要点を挙げたい。

の大学における研究と教育とは不可分でなければならないが，研究・教育課程の全面にわた

って未分離のままに結合していなければならない，ということを意味しない。むしろ，大学にお

ける教員の研究組織と教員および学生の教育・学習組織とはある段階では分離されていることも

必要であろう。その見地から，従来の大学制度は全体として再検討され，分離すべきものは分離

して，研究組織と教育（学習）組織に二分した上で，その総合として再構成すべきであろう。

②ここでのべている新しい織想によれば，その教育課程のなかに，専門的な学問領域にある

程度の傾斜が含まれていることはいうまでもないが，その目的が上述のような意味での教養教育
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を含むことを忘れてはならない。しかし，従来の大学院に相当する教育は，大学の教育機能から

一応離して，研究者養成ならびに研究課程として別個の組織とすることがのぞましいであろう。

いわゆる一般教育がめざす教養教育は，この構想においては，大学の教育・学習課程の全面にわ

たって施行され，学習しうるように配分されなければならない。

③大学は本来上述の意味での教養教育を目的とし，教育・学習期間は三年ないし四年間（六

ないし八学期間）程度を基準とするが，学年制は採用しない。社会の要請に基づいて必要欠くべ

からざる場合には，特定の専門に重点をおいた専門大学を設けることは許さるべきであろう。ま

た，技術者あるいは国家公務員試験のために必要な場合には，大学に専修課程を設けることもで

きる。他方，学生の能力においては，専門的研究者として成長しうる見込が大きいときには，学

習期間に捉われない早期教育を開始することも，資格認定試験などの方法を前提とすれば認めて

よいであろう。

④入学試験については，高校側の進学適性認定をある程度認め，大学と高校とがともに関与

するやり方が望ましいであろう。

⑤大学における教員の研究・教育の単位組織は新講座制であり，一講座は教授一名からなる

人員と，適正な予算および研究室，教育設備を含んでいる。講座を担当する教授は，学問領域を

共通にする範囲で，数にして10ないし20程度の教員組織として教授団(Faculty）を構成し，教授

の人事，身分に関する最下部組織とする。しかし，教授の身分についての最終的保障は，専攻に

付属する会議体にあることが適当であろうと考えられる。

⑥教員の研究組織としては，学問領域のまとまりの上に「部」を形成し，次いで，さらに部

を統合する「専攻」に所属し，その上には「系列」があり，それらが大学全体を構成する。これ

らの組織は，従来の学部，学科などの制度と全く無縁ではないが，一応それらを離れて，新たに

弾力性，流動性を備える組織として構想されるものである。したがって，大学間において，研究

者相互間の交流なり，学生の単位履修についての互換制度なども考慮さるべきであろう。

⑦教員と学生の教育・学習組織は，専攻を基礎とし，系列によってとりまとめられ，大学に

よって統合される。

⑧理念としては，教員の身分制度を廃止し，大学の教員はすべて教授とし，一人一講座制の

上に立つこととし，助教授乃至助手は消滅するという榊想も可能であろう。ただし講師（授業補

助担当者）および研究員は，部に直接に所属する。なお，講座のうち若干は部に保留されて，自

由講座として境界領域あるいは新分野に属する研究・教育者のために利用されてもよい。
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（９）従来の大学院および各附置研究所は，一括して，研究機関，アカデミー（研究院）に統合

される。アカデミーは，全国の大学の連合体によって運営され，従来大学院が果たしてきたよう

な研究者養成のいZAでの教育を行なうことを含んではいるが，本質的には研究機関であり，総合

的であり強力でなければならない。しかも，それは公開されており，共同利用の原則に立つべき

であろう。ただし，これに属する研究者であっても，教育者的資質を欠く者は，たとえ研究者と

しての資質があっても，大学教員となることは不適当であろう。

⑩大学教員については，その研究と教育の能力について，何らかの方法による定期的審査を

要する。ただし，その際，教員は自主性をそこなわれてはならず，主として自身の申告が尊重さ

れて然るべきであろう。

⑪学生組織は，原則的に全学一本であり，大学の全学的本部がこれに対応する。その下部単

位としては，せいぜい系列迄が役員組織選出の母胎として組織される程度であろう。このような

学生組織に応じて，学生問題を処理するそれぞれの機関が設けられるべきであろう。なお，本部

には，一般的な学生へのカウンセリングを担当する機関をおくのが適当であろう。

⑫以上の諸点の他には，次の如き問題点があることを列挙しておきたい。

ａ）学生福祉制度は，大巾に改善され，充実されるべきであり，奨学金，学生保険，勤労学

生援護，保健体育，学生寮，学生食堂など，その全面的改革は切迫した必要となってい

る。

ｂ）語学教育と体育は，社会の要請に適合し，より科学的な基礎の上に能率的な方法を識ず

るべきであろう。

ｃ）学生の教育は，自発的な学習と研究への意欲をめざ主させるために，学生用の学習設

備，図書館などを充実させなければならない。

ｄ）学生の自発的な学習を支えるためには，大学の各教育組織，系列，専攻などにおいて，

ガイダンスに常時留意されなければならない。

ｅ）ここに研究・教育組織として椛想されている各組織は，弾力的・流動的であるが，学生

の教育組織への所属関係も，同じく弾力的・流動的であってさしつかえないであろう。

ｆ）大学の管理・運営にかんする唯一の最高機関は，評議会であることが望ましいであろう

し，系列と専攻などにはそれぞれこれに下属する合議体が設けられるが，従来の教授会に

あたる合議体は大学の内部事情に従って専攻または系列に置くか，場合によっては必ずし

もこれを存置する必要はないであろう。ただし，この点は，本研究部会の固有の課題では
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ない。

ｇ）カリキュラムの編成は，各教育組織が分担する。教員選任についても，同様な原則に従

うのが適当であろう。ただし，学生の要求は，カリキュラムに関する場合には，その編成

に参加するための合目的的な方法により許容さるべきであろう。

の

Ⅱ国立大学の研究・教育組織

上述のように教員の研究組織と，学生にたし､する教育組織ないしは学生の学習組織とは適当な

かたちで分離されつつ，全体として統一された機能を果たすことがのぞましい。従来の大学の学

部が教員組織であると同時に研究組織でもありまた教育組織でもあるという形態は学問の急速な

進歩に適応しがたい面をもっていて，研究と教育における協力態勢を流動的なものとするために

はむしろこれらを分離して，教員組織としてやや･恒常的な集団を考え，教員はこれに所属し，で

きるだけ自由なかたちで研究および教育計画に参加するかたちをとることがのぞましいと考えら

れる。

し

1．教貝組識

教員組織は教員の身分制度に関連して検討されなければならない。教員の選考がその専門とす

る学問領域における研究および教育上の必要にもとづいて行なわれるべきことはいうまでもない

が,セクショナリズムをさけるためには,教員の身分の最終的保障は大学それ自体にあるとすべき

であって，その下部組織に独立してあまりつよい権限を委ねることは適当でないであろう。それ

と同時に教員の集団が互いにじゅうぶんな意思の疎通をもちうるためには組織の最小単位はあま

り大きすぎないことが必要であって，教授数にして10ないし20程度にとどめるのが適当と考えら

れる。これをかりに教授団(Faculty）とよぶこととする。教授団は関連する学問領域にしたがっ

て構成されるのが自然である。教員は教授を中核とし，教授はその責任とする研究および教育の

領域をおおう「講座」を代表する。従来の講座制の欠陥はひとつの講座に教授・助教授・助手・

雇Iili員等の人員と，これに対応する研究施設が固定され，その運用が閉鎖的であったことにあ

る。これをのぞくために，教授・助教授の差別をなくしひとつの講座はひとりの教授によって代

表される「新講座」を設け，助手を廃止して講師および研究員によっておきかえるものとする。

このさい識師および研究員は識座の所属の定員とせず，それぞれの研究もしくは教育組織に配当

される定員をもって講座の機能を遂行する。また教授団の構成はできるだけ柔軟であることがの
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ぞまし<，学内の他の専門領域もしくは学外の研究・教育者を受けいれることなどの便宜のため

に，いわば無任所の自由講座として適当な数の講座が用意されていることがのぞましい。

2．研究組職

大学における研究はできるだけ自由な立場で行なわれるべきであって，その独創性においてき

わめて個性的な側面をもつと同時に，きわめて流動的な協力態勢をとりうることが必要である。

またこれに要する施設や設備ないしは研究員は十分にととのえられなければならないが，その反

面ますますぼう大となりつつある設備にたいする要求は，これらを大学の特定部局の所有，さら

には特定の大学の所有の限度をこえるものを数多く生み出す傾向をもっている。これらの問題を

解決するためには研究者が自由に利用できる一定限度の設備や経費をもっとも有効なかたちで保

障すると同時に，集約的に設けられるセンターないしは研究所がますます重要な役割を果たすよ

うになるであろう。ただしこの場合に研究者が設備を自由に利用し，研究計画に参加できる態勢

が必要であると同時に，研究センター，研究所の運営が閉鎖的なビューロクラシーに陥ることの

ないよう配慮しなければならない。これらの構想を背景としてつぎのような組織を考えることが

できよう。

（１）教員の研究組織としては，Ｉに述べたように学問領域のまとまりの上に「部」を形成し，

ついでさらに部を統合する「専攻」に所属し，その上には「系列」があり，それらが大学全体を

構成すると考える。これらの組織は従来の学部，学科などの制度と全く無縁ではないが，それら

を離れて新たに弾力性流動性を備える組織として構想されるものである。

の各部にはその担当する学問領域の研究に必要な研究設備をそなえ，単数もしくは複数の教

授および研究員，技術員を擁する研究組織としての研究室（インステイテュート）を設ける。こ

れらの研究設備はさしつかえないかぎり学内の他の部の研究者にたいしても開放することを原則

とする。部所属の研究室のほか，工作センター，文献センター，計算センターなど学内共同サー

ビス・センターを全学的運営によって開設することなどが必要となろう。これらの研究室の組織

は流動性を欠くことのないよう考慮されなければならない。

③さらに大規模の研究施設は大学共同で運営される必要があり，便宜上特定の大学または複

数の大学に運営を委託することはさしつかえないが，その管理は全国の大学によって組織される

研究院（アカデミー）によって統轄されることがのぞまれる。

④大学に属するすべての教員は原則として研究院のいずれかの研究所にぞくして研究を行な
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い，研究者としての努力を続けなければならず，これを容易にするためには人事の交流を促進す

るほか四年に一回一年間程度の研究専念の機会，すなわちサバティカル・イヤーの制度を考慮す

べきであろう。

⑤以上のような趣旨にそって設けられる研究所はいくつかの異なる場所に分散して設けられ

ることとなろうが，研究の便宜のためにはそれらの研究所相互もしくは研究所と大学の研究室と

の距離はたとえば交通時間１時間のはんい内にあることがのぞましい。その意味からそれぞれの

地区ごとに研究の地域センターを設けることが必要である。ただしこれらの構想には，日常的業

務にかんするもの，企業的開発にかんするものならびに行政目的に直接にかかわるものなどの研

究をのぞくすべての基礎研究は原則として大学の共同によって運営される研究院に所属する研究

所において行なわれることを前提としている。

⑥大学の研究機能は，教育機能からいちおう分離したかたちで行なわれ，教員は研究および

教育の組織に同時に参加することを原則とするが，この場合大学における研究がすべて強力なか

たちで組織され，プロジェクトにしたがって集団的に行なわれることを意味しない。きわめて独

創的な研究はむしろ個性的なものであって，その意味から教授はゑずからの研究計画を遂行する

のに必要な最低限度の財政的保障をうることが必要である。したがって研究費の一部が，講座研

究費として支出されることがのぞましいであろう。従来の難点は大学における研究費が実質的に

はほとんど講座研究費の形態にかぎられており，多くの設備をその枠のなかから支出されなけれ

ばならなかったところにあり，上述の考えの基礎には研究施設設備については，講座当研究経費

とは別途に支出されることを前提としている。

⑦研究室（インスティテュート）は大学所管の研究施設として運営され，その費用は大学の

経費より支出されるのが適当であるが，そこで行なわれる研究の費用ならびに参加研究員の給与

はこれを研究院か統轄する研究予算より支出する方法を考えることがのぞましい。そのため従来

の科学研究助成金に，研究員・技術員に対する給与支出をあわせて大幅な財政支出を行ない，た

とえばフランスのＣＮＲＳ（国立科学院）のような機能を研究院に付与することがのぞましい。

研究院にそくする研究所は場合により特定の単数または複数の大学にその運営を委託することが

できるが，その場合にも予算は大学のそれと分離して研究院が統轄することがたいせつである。

⑧大学の教授は研究所の研究員としてその施設を利用し，研究に参加するが，その場合には

研究所の研究計画の立案にかんする会議に加わるものとする。ただし研究所の行政は大学と完全

に独立して行なわれ，研究所長はたとえば大学より休職のかたちで就任し，専任とすることがの
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ぞましい。

３．教育・学習組織

の教育・学習組織は教員と学生とが共同して学生の学習を助けるために構成されるものであ

って，学生の学習活動は主としてひとつの専攻分野を中心として展開されるが，各自の希望によ

り，あわせて他の専攻分野での学習をも可能にするような配慮が必要である。このため主専攻に

加えて副専攻をえらび，これらにふさわしいカリキュラムを選定しうるように計画されなければ

ならない。このように固定した学科の壁をなくし，履習に柔軟性をもたせることにより，学生の

専攻決定に伴う多くの実際的困難をとりのぞくことが可能となるであろう。このような目的にし

たがい，教員と学生との共同によって組織される教育・学習組織は「専攻」をもってひとつのま

とまりとし，さらにこれを包括する「系」によってまとめられ，大学によって統合される。教育

学習にかんする事務組織は，「専攻」を末端として主として「系列」に部局をおき，全学の本部

によって統轄される。カリキュラムは専攻を中心として立案され，系列において調節をはかるこ

ととする（カリキュラムについてはⅢを参照のこと)。

②学生の教育にあたっては講義はもとよりとしてセミナー・実習を充実させ，自発的な学習

と研究への意欲をわきおこすために，学生用の学習設備（実験室，ランゲージラポ等)，図書館

などの拡大増設を要するであろう。これらの学内教育施設は学習の便宜にかんが象互いに近接し

た場所にあることがのぞましい。

③学生の自発的な学習を支えるためには，大学の各教育組織（系列，専攻など）においてそ

れぞれガイダンスに留意しなければならない。そのためには全学的レベルでガイダソスを担当す

る組織を設けることがのぞましい。教官の研究・教育組織への配属がきわめて流動的，弾力的で

あると同様に，学生の教育組織への所属関係も流動的，弾力的であることがのぞましい。なお学

習にかんするガイダンスとは別に，学生の相談役としてカウンセリングの専門家による組織的な

助言を与えうるよう積極的な努力がはらわれなければならない。

③系列・専攻・部の構成と機能の分掌

つぎに上述の系列・専攻・部の概念を明らかにするために事例をあげて参考とする｡たとえ

ば，

ａ）人文系列

哲学専攻

●

、

丁

イ
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史学専攻

文学専攻

心理専攻

教育専攻

ｂ）社会科学系列

社会専攻

法学専攻

政治専攻

経済専攻

経営・会計専攻

ｃ）自然科学系列

数学専攻

物理科学専攻

生物科学専攻

計数・計測専攻

物理工学専攻

機械専攻

電気専攻

などとし，部はこれを研究』

■

■

工業化学専攻

土木建築専攻

航船・航空専攻

資源冶金専攻

都市工学専攻

原子力工学専攻

宇宙工学専攻

獣医畜産専攻

水産専攻

林業専攻

農芸化学専攻

基礎医学専攻

臨床医学専攻

薬学専攻

などとし，部はこれを研究組織の最小単位ないしは教授団に対応する区分と象なす。
物理科学専攻物理部

化学部

地学部

経済専攻経済部

応用経済部

のごとくである。

専攻・系列は，研究ならびに教育の組織と承なすことができ，それぞれ適当に機樹

ことによって能率を高めうるものと考えられる。

たとえば，

℃

それぞれ適当に機能を分掌する
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部専攻系列全学段階

学生処分

教官弾劾

カリキュラムの編
成

試験ガイダンス

ガイダンス・カリ
キュラムの調整

入学試験

カウンセリング

奨学金・保険制度

学寮・厚生施設

教育機能

｡

研究計画立案

セミナー計画立案

＄教官選考

セミナー計画と研
究計画の調整

研究計画の決定研究機能 インター・ユニバ

ーシティの研究計
画・共同施設の運
営・研究費受入

開発研究への協力

⑤大学院について

上述のように研究者養成としての大学院の機能は，研究院における研究員として大学卒業者を

受入れることによってじゅうぶんその機能を果たしうると考えられる。この際各地に分散する研

究機関に分属する研究者の資格判定および学位の認定に関しては研究院の各研究機関相互および

各大学との間の連絡調整機関によって行なうこととなろう。

また大学院修士課程における高度のスクーリングが必要であるとする考えもあるが，これらは

大学課程のカリキュラムを改善することによってその目的の一部をはたすほか，特定の職業のた

めのコースは別記の専修課程を設けることによって解決しうるであろう。高度のスクーリングを

目的とする大学院大学の構想はいおおう魅力あるもののようであるが，教育の期間をいたずらに

延長することは問題であり，研究院と専修課程との有効な活用をはかることが積極的に試承られ

るべきものと考える。

イ

Ⅲカリキュラムの編成

大学課程は原則として３年ないし４年とする。学年制をとらず単位制とし，学生は適当なガイ

ダンスのもとに自由に履修科目を選択できるものとする。研究者の養成はアカデミーにおいて行

なわれるが，かならずしも修業年限にこだわらず大学課程の科目を学習し，一定の規準にしたが

う検定に合格することによってアカデミーの研究員の資格を得ることができるようにする。各専
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攻ごとにカリキュラムが編成されるが，学科課程は講義，演習（実習)，セミナーからなるもの

とする。講義は全体的に知識体系をもうらするよりは各分野の基礎的な方法をとらえることに重

点をおき，学生の自発的学習を助けるよう演習・セミナー等が活用されることが望ましい。講義

はたとえばＡ，Ｂ，Ｃの三段階とし，

Ａ当該専攻分野の初等的，かつ基本的な問題をえらび，できるだけひろい視野からとらえる

ことを主眼とし，学問の歴史的発展，方法的側面ならびにその社会的意義などの解説を通じて学

問への展望を与える入門的なもの

Ｂ専攻分野のやや分化した領域における基本問題の組織的解説

ｃさらに分化した領域のやや高度の内容，あるいは境界領域に関するものに分けられる。ひ

とつの学問領域への学習をめざす学生が，それと関連する他の専門領域に対する理解をふかめ，

あるいは専攻する学問とヒューマニティとのかかわりをさらに掘りさげてはあくするなどの目的

に他の専攻にぞくすろＡ科目を活用できるような配慮が望ましい。また学習がひとつの専攻領域

にかたよりすぎて，境界領域の自由な学習をさまたげることのないよう，主専攻，副専攻の制度

を活用する。すなわち学生は所要単位の主力をひとつの専攻におく場合にも，他の専攻を副専攻

にえらび，たとえば単位のうち主専攻50％，副専攻30％，自由単位20％のような構成によって単

位を取得するものとするなどの方法が検討されるべきであろう。

カリキュラムの内容についてひとつの注目すべき点は，高等学校のそれとの関連であり，他の

ひとつは教養課程と専門課程との過度の形式的分離のためにカリキュラムの一貫性を欠く場合の

問題であり，これらについての組織的な研究が必要とされるであろう。

また従来の大学課程の講義がややもすれば固定した知識の体系を教授することに終始して，柔

軟な理解と方法の会得が軽視されがちであった点は改善されるべきであり，大学院修士課程につ

いて述べられた「学問分野のあたらしいフロンティアに接し研究活動に欠くことのできない直観

の養成と，あたらしい研究方法の修得にたいし努力する」ことはこんごの大学課程のあり方とし

ても十分検討されるべきであり，そのような配慮は大学課程と専修課程との関連をなめらかなも

のとする点においても重要であると考えられる｡'）

1）国立大学協会第１常置委員会「大学院制度の改善について（第一次中間報告）昭和44年11月」

参照。

ヨ

い
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ユカリキユラムの構成例

カリキュラムの編成は今後の研究にまたねばならないところが多く，とくに境界領域において

.そうであるが，考察のよりどころとしてつぎのような事例を示すこととする。たとえば自然科学

系列においてそれは

数学入門

物理科学入門

生物科学入門

科学と歴史

科学と哲学

科学と社会

科学と技術

技術と経済

Ｂ力学

Ｂ電磁気学

Ｂ統計力学

Ｂ量子物理

Ｂ量子力学

Ｂ相対論

Ｃ素粒子

Ｃ原子核宇宙線

Ｃ分子物理

（物理科学専攻例）

Ｃ固体物理

Ｂ無機化学

Ｂ有機化学

Ｂ物理化学

Ｂ量子化学

Ｃ分析化学

Ｃ核化学

Ｃ地球化学

Ｃ界面化学

C′その他の特殊
題目

〃
〃
〃
〃
Ｊ

Ａ
Ａ
Ａ
ｃ
ｃ
ｃ
ｃ
Ｃ

●

$

(各専攻共通）

のようになるであろう。なお，一例をあげれば科学政策，科学行政担当の行政職などは将来相当

の需要がある分野のひとつと考えられるが，かりに物理科学を主専攻とする学生が科学政策を副

-専攻とする場合には，法学，経済学，社会学，史学，国際政治などの社会科学関係の講義とあわ

せて上記のＣ'にかかげる項目を履修することが役立つであろう。同様に例えば政治学を主専攻

とする学生が科学政策や軍縮科学などを副専攻とする場合も同様である。これらはしばしば一般

教育科目のくさび型として高学年次に適当と考えられているものと共通した内容をもっていると

いってさしつかえない。またこれらの科目をさらに有効なものにするために，これに加えて２～

３回の総合講義を設けてちがった分野の講師がひとつのテーマを中心としてこれをいろいろな角

度から講義することは望ましいであろう。

Ｕ

イ

２．語学および体育について

語学教育は現状に適合し，さらに合理的で能率的な方法を講ずるべきであり，場合によって現

行のそれよりもいっそう強行されることも考えられるであろう。体育は科学的基礎の上に，学生

にひろく関心を呼びさまし，合理的な訓育を施すべきである。

従来の外国語のうち，それを通して文学や歴史，思想ないしは地域研究を行なうことを目的と
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する課程と，読象書きならびに会話を中心とする実際的な側面に関する訓練とを明確に分離し，

とくに後者に関しては単位に拘泥せず，学生の選択に応じてランゲージ・ラボラトリーなども利

用して自由に学習しうるようにすべきであろう。

3．専修課程について

専修課程の主な目標は，医師，薬剤師，教員，行政官等の資格試験を必要とする分野に進む者

のためないしは高級技術者に対し必要な課程として，大学の普通課程につづいて１～２年の期間

を目安として課程を設けることであって，たんなる年限延長の代償として考えられているもので

はない。また普通課程よりもさらに高度の学問的教養をそなえた社会人は今後ますます要求が高『

まると予想されるが，それは研究院で若干の年数の研究歴をへたのちに実務に入ることによって

みたされるであろう。履習に柔軟性をもたせる趣旨からいって普通課程３年を修めたのちに専修．

課程に入る可能性はじゅうぶん検討に値すると思われる。

▲

上

4．他大学聴講の制度ならびに大学開放について

大学の講義は事情が許すかぎり広い範囲の希望者に開放されるべきであり，専攻を異にする学

生の聴講をできるだけ自由にすることはきわめてたいせつである。それにとどまらず他大学の聴

講を自由にするため単位の互換制度を研究することが望ましい。また大学の講義を万人に開放す

るための大学開放（エキステンション）の制度あるいは社会人としての経験を経たのちに聴講を

つずけるためのサンドイッチ・＝－スなどのこころ承はきわめてのぞましい。大学によって開設

する講義，課程に特色があることはのぞましいことであり，大学間にカリキュラムの一部を交互

に利用しあって補いあうようなこころ糸は積極的に支持されるべきものと考えられる。

▽

〔補説〕カリキュラムの編成と学生との関係について

大学運営への学生参加の一つとして，カリキュラムの作成に関する学生参加の問題がとり上げ、

られている。学生からも，大学のカリキュラムの作成に関して参加させてほしいとの要求も出さ

れている。また一般に学生参加の問題の中でカリキュラム作成への参加を認めてもよいという意

見も少なくない。

このような大学の教育計画の策定・カリキュラム作成への参加については上のように参加の要

求があるということを離れて次の点で非常に有用であるという考えもある。まず第一に，教育の，

Ｐ
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実施した結果を教官組織へフィード・バックし，これによって，種含の改良を行なうことができ

る。また実際に，このようなことにより，講義の間で無駄に重複したものを除くことができたと

いう例も知られている。また，学生にとっても，自分達の知らないところで計画されているとい

うことに関する不信を取り除くのにも役立つという見方もある。

しかし，大学全体の教育計画に関して，学生の参加を積極的に期待することは無理で，学生に

計画の一部の作成をさせるなどということは困難である。大学院学生などの場合には，これらの

計画立案への参加が可能であるとも考えられるが，学部学生については，経験に乏しく，単に不

満を述べる程度にとどまり，積極的な立案は非常に困難ではないかともいわれる。これに対し，

各学科のカリキュラムの編成の場合については，学部学生の参加は実際的であると考えられる。

このような学生参加に関して問題になるのは，学生代表がどのようにして選ばれるかというこ

とである。カリキュラムに関することは，学生全体に影響を持つので，特に学生全体の意見を代

表するかどうかということは重大な問題である。しかし，学科別にカリキュラムの編成をする場

合などには，学生全体の意見を正しく反映させることはかならずしも困難ではない。アメリカの

大学などで，カリキュラム編成に学生が協力して効果をあげているのは主としてこのような場合

である。

このようなカリキュラム編成に関して学生が参加するのに二つの方法が考えられる。一つは，

協議会方式ともよぶもので，教官と学生から代表を出した協議会をつくり，そこで，カリキュラ

ムの編成と実施計画の作成をする。この方式を取る場合には，教授会がこの計画の実施について

の最終的責任を負うことが必要になる。

次の方式は，いわば自主カリキュラム方式ともいうべきものである。これは，一定のわくの時

間を学生側にまかせて，学生側に自主的にカリキュラムを編成させる方式である。この場合にも

その枠の中で一応学生がカリキュラムを作成することになるが，教授会がその実施の最終的責任

をもつことになる。またその実施にあたっては，予算，その他の面からの制約で学生の作成した

計画通りには実施できないこともおこり得るので，最終的には，学生との間で意見調整をする必

要が生じてくる。このさい学生の学年に応じてカリキュラムにたいする希望や要求にいろいろ質

的なちがいもあることが考えられる。上述の二つの方式の選択にあってはこのことを'慎重に検討

｡

１

０

。

することが望ましい。
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Ｂ特定の専門に重点をおいた大学の構想

1．改革の理由と基本的方向

現在の新制大学が直面している根本問題の一つは大学の理念の重要な一環であるべき一般教育

が形骸化し，かつ専門教育を阻害している点に見出される。

このような現実を打開する改革の基本的方向として，専門教育を中心とする教育組織の再編成

およびその基礎となる研究組織の改革が必要と考えられる。

この改革方向は専門教育もまた人間形成において重要な役割を果たすものであり，また，大学

教員はすべて教育者であると共に専門的研究者であるという見地に基どくものである。

６

■

2．改革案の目標

以下の改革案は諸大学の改革案を初めとして関係諸方面の意見の中で，単科大学，単科大学に

近い大学（学部数の少ない大学）および芸術大学等の特殊な大学について妥当と考えられる見解

を概括したものであり，大学が特定の専門領域において中枢的研究機能を果たすとともに，その

領域における高度の職業的専門家および研究者を養成することを意図するものである。したがっ

て，即効的知識・技術の修得にとどまらず，長期的視野において有用な基礎的知識・技術・思考

法の修得と研鍵を指向するものである。

3．教育・学習組織

の専門教育部（学部）課程修業年限４～６年

ａ）教育．学習組織を研究組織から分離するＡ案の構想は，専門大学においても妥当すると
（注）

考えられる。専門大学における教育・学習組織lま現行の学部一学科（専攻）組織を基礎と

するが，現行の学部においては，教育組織と研究組織が未分離のままに結合しているの

で，これを分ける必要がある。分けた場合の教育課程は，学部課程に当たる。学生の専攻

決定は弾力的になされるように配慮すべきである。例えば入学時に一応専攻を決めること

は必要であるが，同時に一つもしくは複数の副専攻を履修し，三年次に正式に専攻を決定

する方法が考えられる。

（注）専門大学という名称は，特定の専門に重点をおいた大学の意味で用いている。

い
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ｂ）専門大学のカリキュラムにおいては，専門分野以外の諸学科の授業科目が不足している

ので．他大学のカリキュラムを利用することがとりわけ必要であり，単位の互換制度の実

現が期待される。

ｃ）研究組織から分離された教育・学習組織においては責任ある教育体制を確立することが

重要であり，カリキュラムの立案，ガイダンス，担当教員の選定，教育予算の審議，教育

の長中期計画等を行なうために，学部一学科を基礎にした強力な運営機関を設けることが

不可欠であろう(注)。

（注）東工大クロニクルＡｕ９．３０－３学部教育制度改革草案参照

②専修課程

Ａ案における大学普通課程が総合カレッジ的，教養大学的性格をもつに対して，専門大学

の学部（専門教育部）課程は，特定の専門分野を中心に密度の高い系統的教育を行なうもの

であるが，修業年限の弾力的設定，高校教育制度の改革等により，専門教育の充実を図るな

らば必ずしもＡ案における専修課程を必要としないであろう。しかし専門分野によっては専

修課程（１～２年）を設置することも考えられる(注)。

（注）学術審議会「大学における学術研究体制の整備についての基本的考え方(中間報告)」におけ

る「実学大学院」は，ほぼ専修課程に相当するものと考えられるが，大学の無益な格付けを招

来する恐れのある大学院という名称は適当ではない。

③研究者の養成

研究者養成の制度としては次の三方式が考えられる。

の大学院制度（修士および博士課程）

②大学院（修士課程）および研究員制度

③研究員制度

現行制度は第一方式であり，東大改革案(画は第二方式であり，Ａ案は第三方式である。

Ｂ案は原則としてＡ案に従うものであり，研究員の資格は専門教育部課程（学部課程）終

了者に対し，適当な詮衡によって与えられるが，専門分野によっては，専修課程終了者に対

して与えることも考えられる。

（注）東大「大学改革準備調査会第一次報告書」（第Ⅱ編第10章大学院の改革)において，博士課程

のみを研究員制度に吸収し，高度の系統的なスクーリングを行なう修士課程を存続させる改革

方向を打出しているが，研究者となるために，修士課程におけるスクーリングは必ずしも必要

ではないであろう。この点については，専門分野ごとに尚検討する余地がある。

●

■

１

可

イ
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4．研究組織

新講座制，教育・学習組織と研究組織の分離，「大学一系列一専攻一部」の研究組織，科学院

の設置等，Ａ案の構想は，専門大学においても基本的に妥当すると考えられる。ただし，専門大

学における系列は，学部課程（教育組織）に対応して編成されることになるであろう。

の研究組織と教員組織

大学教員は原則として，授業を担当するとともに，研究者として部に所属する研究室（イ

ンスティテュート）に所属し,固有の研究に従事しなければならないが,実際問題としては，

適性により,主として研究に従事する教員グループと,主として教育を担当する教員グループ

に分かれることが必要となるであろう。しかし，大学における教育と研究は不可分であると

いう原則から,適宜両グループ間の交流を可能にする弾力的教員組織を構想すべきであろう。

教育担当者の負担過重に対しては，手当の支給，サバティカル・イヤーの制度によって調

整することも考えられる。

②研究所について

専門大学においては一般に学問の諸分野を包括する総合的研究所を学内に設置することは

困難である。したがって，教員は研究室の他に，学外の共同研究所，地域センター等に所属

することによって専門の研究に従事することが必要であり，Ａ案の研究院制度の確立が期待

０

０

される。

5．カリキュラムの改革

（１）改革の根本方針

ａ）専門大学における教養教育は専門教育における人間形成を方向づけ，助長することに主

眼をおくべきであり，この目標に向って現行のいわゆる一般教育の内容・方法を根本的に

改革することが必要である(注)。

ｂ）基礎教育の内容，方法を検討し，専門教育との有機的統一化を推進する。

ｃ）学問的関心を早くから喚起するために，専門科目を低学年において履修できるようにす

るｏ

（注）いわゆる一般教育とはいうまでもなく，人文科学，社会科学，自然科学の三糸列にわたり開

設される教養課程授業科目の履修をさす（大学設極基準第２０条）のであるが，周知のように

一般教育の現状は全般的に見て，形式的なものとなり，その本来の目的である人間形成（教養

、
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●

、

月

(例）工業化学専攻の専門科目カリキュラムの一試案

履修時期

専 門

無機化学特論

反応エ学

化学エ業分析

４年次
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工場安全管理

門基礎

化学機械総論

有機化学

高分子化学

工業化学総論

専

2年次後半～３年次

０

▽

工学基礎

エネルギー論

システムエ学

移動速度

測定論

設計論

1年次後半～３年次

礎科学

力学

電磁気学

微分積分学

初等物理化学

基

1年次～２年次後半

一般に専門科目（狭義）は高学年において履修するのが，順序であるが，専門分野によ

っては，学生の問題意識を喚起するために，低学年のカリキュラムに，ある程度，専問的

科目（専門の序論的なしの）を組糸込むことが有効であろう。また，これに対応して低学

年における基礎科目を高学年において履修する方式も考えられてよいであろう(注)。

（注）東工大クロニクルJunel3-2q・学部のカリキュラムの改革について）参照。

Ｂ教養科目のカリキュラムについて

①履修の時期

専門大学における教義教育は，専門教育による人間形成を方向づけ，助長することを

主眼とすべきであるが，この見地からいわゆる横割りの教養科目編成は，縦割り，もし

－４７－



<は，くさび型方式に改めることが必要である。専門教育と教養教育の相補的な関係を

つくり出すためには,両者の平行的履修を可能にするカリキュラムを構成すべきである。

の教養科目の内容

一般教育授業科目の内容上の問題点の一つは，人文・社会・自然科学の三系列にわた

って，概論式講義が多い点に見出されるが，概論式講義は元来，専門への入門的講義で

あり，基礎科目（fundamentalsubjects）に属すべきものであって，教養科目としては

適当ではない。専門大学の教養科目としては，専攻する学問とhumanity及び現実と

の関連を掘り下げる総合科目や専門分野と専門からへだたった学問分野とを関連づける

総合科目を設定することが望ましい。例えば，理工系の専攻の場合は人文・社会系との

総合が，また人文・社会系専攻の場合は自然系との総合が有効であろう。

（例）エ学専攻の場合の総合科目テーマ

○現代科学と社会の進歩

○科学と哲学

○技術と人間

その他具体的テーマについて，人文・社会・自然の三系列に属する諸学の立場から解

明するいわゆる総合コースは，高学年向きの教養科目として研究開拓すべきであろう。

（例）○現代都市論

○原子力時代

○創造性の開発

③授業方法について

大教室における授業は，一概に否定はできないが，一般に小教室での密度の高い講義

方法や，演習（ゼミナール・コロキウム）もしくはプロ・ゼミ（project-seminar）の

拡充が必要である。

その他学期制の採用，単位制度の改善などを検討する必要がある駐)。

（注）広島大学教養部改革委員会「大学改革試案（第二次)」（第４部第１章）参照。

ワ

､

０

』

Ｃ外国語科目について

外国語の学習には，次の二極が考えられる。

の手段としての外国語（読承，書き，話す力）の修得

－４８－



②教養的外国書の講読

第一の外国語の修得は，特殊の専攻分野を除き，必要不可欠であるが，大学の正規のカ

リキュラムにおいて，必修科目として課すべき性質のものではなく，外国語センターのご

とき施設において学習する方法も考えられてよいであろう(注)。第二の意味の外国語は，

教養科目のカリキュラムの一環として組糸込むことが適当である（greatbookmethod）

が，文学の講読は第一の外国語に準ずるものとして，外国語センターにおいて学習するこ

とも考えられる。

（注）東大「大学改革準備調査会第一次報告書」（第Ⅱ編第８章大学一般課程）参照。

（授業科目の履修時期と時間配分の一例）

Ｉ
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１
１
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3年次

エ

も
し
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は
教
養 ■

学

2年次

基

基
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礎
科
学

菱

礎

1年次

Ｃ現行制度下の大学改革案

現行制度の大学の特質は，教育にかんしては学部制度に基づいて，その計画と運営が決定さ

れ，研究については，講座制〔の上に学部制が築きあげられる〕によりその条件が整えられ，ま

たその指導と遂行に必要な人員が備えられる。この意味で教育と研究とが，学部制度と講座制の

枠の中に組織されていることが，特徴的である，といえよう。講座制を欠く場合には学科目制も

問題とされなければならない。
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１）学部制度の内部にあっては，学科目の全面的再検討

２）学科制度についても，これを再検討し，その整理なり，または逆に細分化を考慮

３）学科目の近接性に基づく学科グループの如き屯のを編成する。

４）学部または学科の定員制の再検討

５）学生の履習科目についての自由選択制を拡大する。

６）学科制と学期制の再検討

７）学部間の単位互換性を考慮

８）学習と研究のための学生用施設の増大と強化

９）学生の厚生福利制度の整備と創設

10）その他検討さるべき問題点

ａ）入試制度

ｂ）卒業論文制度

ｃ）カリキュラム決定への学生の協力

ｄ）成績の表示方法

ｅ）学部と附置研究所との間の問題（例えば共同利用の方向）

ｆ）教養教育の全学年次にわたる実施

、

､

むすぴ

以上の三案は，それぞれ現在各大学から公表されつつある諸改革案に整理を加え，三つの類型

にとりまとめたものである。従って，本部会としては，何等一つの改革の方向性をうちだしてい

るのではない。しかし，改革さるべき－実際にはどのように処理されるにしても－問題点と

可能性・方向性については，もらすことなく挙げてあるつもりである。従って公表された諸政草

案の整理という意味を含んでいるものであることを附言しておきたい。

Ｐ
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エ総 説
Ｉ

1．現代社会と大学

戦後わが国においては教育制度全般の改革が行なわれ，いわゆる新制大学が大量に増設された

が，新制度発足後20余年を経た今日，ざまざ蚕な面でその矛盾が指摘せられ，改革の必要が論議

されるに至っている。

大学制度の改革がこのように論議されるに至った原因は，かならずしも一様ではない。たとえ

ば，新制大学が当時の情勢におされて十分な検討を経ずにあわただしく発足し，そのため，教養

課程や新しい大学院制度が設けられながらも，その中間に位する専門課程においては，依然とし

て旧制大学の理念が根強く残されているといった，制度自体に内在する矛盾も，その一つの原因

としてあげられるであろう。

しかし，今日大学改革がとくに問題とされ，大学のあり方が新しく問われるに至っている根本

の原因は，最近における社会の急激な発展と，それに対応する大学の姿勢にある，といってよい

であろう。つまり，社会の急激な発展を自主的に受けとめてこれに十分即応する体制をとること

を怠ってきたために,今日の大学は,管］里・運営,研究・教育などさまざまな面で,いわばこの発

展に押し流されつつあるのであり，それが改革の主張される根本原因だということができよう。

（Ｄ大学の「大衆化」

大学にたいする社会の影響の現われの一つとして,まず注目されるのは,いわゆる大学の「大衆

化」の現象である。わが国における大学への進学率は，戦後はげしい勢いで伸びており，当該年

令人口に占める高等教育機関在籍者の割合を，戦前と比較すると，たとえば，1935年にはわずか

2.45％であったものが1969年には21.4％と９倍ちかくになっており，学生の数は71,607人から

1,555,100人と20倍以上にもふくれあがってきている。

このように大学進学率が急速に上昇してきたことは，戦後義務教育年限が引き上げられたこと

にも一つの原因があるが，基本的には民主主義の浸透による国民の知識欲の増大，経済成長にと

もなう国民の生活水準の向上によるものということができるであろう。そして，それ自体は従来

◆
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エリートに独占されていた高等教育をひろく一般に開放するものであって，教育の機会均等とい

う点から承て好ましい現象ではあるが，しかし，それが大学にたいしてさまざまの問題を提起し

てきていることは否定できない。

ａ）大学の「大衆化」とマスプロ教育

大学の「大衆化」の結果としてまずなによりも間題なのは，「大衆化」の現実の中で，いかに

して密度の高い教育を行なうかということである。

現在のように，人的・物的施設が大学の「大衆化」に十分即応しえない状況のもとでは，大学

の教育は必然的にいわゆるマス・プロ教育になり，教官と学生との教育・研究を通じての「人間

的触れ合い」の機会はきわめて乏しくなるおそれがある。このような状況が学生の大学への期待

を裏切り，大学にたいする強い不満の原因になっていることは否定できない。さらに，後に承る

ような今日の「情報化社会」のもとにおける学生の疎外感をいっそう強め，それが「孤独な」学

生群を生糸，多くの学生を学生運動という集団行動に走らせる一因となっていることも認めなけ

ればならない。

大学が「大衆化」し，学生数が増大すれば，学生間の能力差がいちじるしくなることはさけら

れない。また，それぞれ適・性や将来の志望の異った多数の学生を大量に受け入れる結果となる。

そうした学生にたいして一律の教育制度を適用することが適当であるかどうか゜カリキュラムや

教育方式iこついて新しい工夫がなされる必要がありはしないかどうか，この点も検討される必要

があるであろう。

ｂ）入学試験と就職

大学の「大衆化」現象は，反面，大学進学希望者のいちじるしい増大を前提しており，それに

ともなう入学試験の問題は大学にとっても無視しえない重要なものになっている。わが国におい

て入学試験が厳しいものになっているのは，大学進学希望者の増加に見合うだけの大学施設が整

っていないことにもよるが，さらに社会が学歴を人材選別の基準として重視するため，志望者が

特定の大学に集中する傾向があることに，より根本的な原因があるといってよいであろう。

このように，大学の入学試験が厳しいため，大学に進学するまでの学校教育課程は大学進学の

ための準備課程であるかのような観を呈し，高等学校以下の学校教育制度がいちじるしく乱され

る結果をまねいているが，入学試験はさらに，大学の側にとっても好ましからざる影響をもたら

している。つまり，大学の入学試験が厳しくなるにつれて，入試に合格することそれ自体があた

かも自己目的のように糸なされ，大学進学について十分な目的意識をもたないまま大学に入学し

、
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てくる学生が少なくない。また逆に，大学への期待が大きく，入試の反動として虚脱感におちい

る学生が生じる可能性も大きい。その意味において，入学者選抜方法の改善は大学教育の上から

も，今日緊要な課題になっているといわなければならない。

入学試験の問題とともに，今日の大学教育に大きな影響を与えているものに就職の問題があ

る。大学はいうまでもなく，就職のためにある屯のではないが，学生の多くが大学を卒業した

後，社会の各方面に就職することを希望している事実は否定しえない。したがって大学としても

教育上それをまったく無視することはできない。

ところが，この場合においても，入試についてふられる現象を裏がえしたような現象がみられ

るのである。すなわち，社会とくに経済界においては，学歴を人材選別の基準として重視するこ

とから，特定の大学に在学しているということを判定の基礎とし，いわゆる「青田買い」を行な

う傾向が年念強まってきている。それが大学における教育計画をいちじるしく歪める結果になっ

ているのは否定しえない事実であって，大学における教育をいかに生かすかという観点から，就

職問題を正常なかたちのものにすることは，大学にとっても重要な問題になっているといわなけ

ればならない。

の「情報化社会」と大学

今日における大学のあり方について重要な影響をあたえている社会的要因として，いま一つ注

目されるのは，現代社会における科学のめざましい進歩とそれに基づく技術革新の急速な進展で

ある。

技術革新の飛躍的な進展にともない，現代の社会は「工業化以後の社会」あるいは「情報化社

会」に発展したといわれ，それによって社会構造・産業構造はますます複雑化し，これが今日の

大学にさまざまな影響をもたらしているということができる。

ａ）「備報化社会」と大学紛争

まず注目されるのは，それが学生の社会認識にたいしてきわめて微妙な影響をあたえていると

いうことである。技術革新が進展し社会が急テンポに発展していく現代社会においては，個人と

しての人間は，いわば一種の「歯車」となり，しかもその位置づけさえ不明確な存在になりつつ

あるが，そうした状況のなかでの疎外感が，彼と社会との断絶をいよいよ深める傾向がみられ

る。それが学生に敏感に投影し，学生の体制批判となり，さらにそれが体制内存在と学生がみな

す大学にたいする批判へと発展する可能･性がある。今日大学紛争が各国共通の現象として糸られ

るのは，こうした今日の社会状況を背景にしているからであるということができる。

＋
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ｂ）「情報化社会」と「産学協同」

「情報化社会」は，さらに別の面でも，今日の大学のあり方に強い影響をおよぼしている。そ

れによって産業構造がますます複雑になるにつれ，社会は，大学において高度の専門的知識をえ

プt二人材を求めたり，大学における研究開発の結果を摂取しようとしたりし，大学もまた，研究・

教育上大学外の情報に依存する面が多くなってきている。そのため大学と社会，ことに産業界と

の接触は，次第に深まる傾向にあるといえる。いわゆる「産学協同」の問題が最近大きく取上げ

られ，論議されるにいたったのはそうした事･清によるものであって，この問題にどのように対処

するかは，大学にとってきわめて重要な問題になっているといわなければならない。

ｃ）学部，講座制の再検討

科学の発達は，大学の旧来の学部，講座等の制度にも重要な影響をもたらしつつあるといえる

であろう。この点でまず注目されるのは，いわゆる巨大科学の登場である。これまでのものとは

比較を絶した大規模な研究施設と研究組織，さらに巨額な研究資金を必要とする研究分野がかな

り象られるようになっている。それとともに，これまでの研究分野の領域をこえた境界領域の研

・究が重要なしのになってきている。

こうした状況の下で，旧来の学部，講座等の制度をそのまま維持することが適当かどうか，ま

-た，個別大学をこえた大学相互あるいは大学と大学外の研究機関との研究協力をどのようにすす

めるかという問題も，重要な問題として論議せられる必要があるであろう。

●

■

塾．社会的存在としての大学

以上染たように，大学には，現代社会の急速な発展にともない，さまざまな問題が提起されて

腱いる。大学はいうまでもなく，社会を基盤として存立する存在であって，それぞれの時代が提起

-する社会的要請に応えるべき責任を負うている。しかし，今日ほど，社会の大学にたいずろ要請

駒:強く，それに対応する大学の姿勢が問題とされたことばないといってよいであろう。

それでは，どのようなかたちで，大学の社会に対する姿勢が問題とされているか。

の「開かれた大学」

この点でまず注目されるのは，いわゆる「開かれた大学」の主張である。つまり，今日の大学

鷹は閉鎖的・独善的であり，かつ，社会の発展に適応しうる柔軟性を欠いているという批判であっ

て，大学はその管理・運営・研究・教育の面において，社会の要請に応えうるように，社会にた

山して開かれなければならないというのである。

プ
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たとえば，中央教育審議会が1969年４月に行なった「当面する大学教育の課題に対応するため

の方策について」の答申も，そうした考え方を基調にしたものであって,大学は，「個人と社会

､の教育に対する要請に即応できる大学であり，社会からの批判とその建設的な協力に道を開いた

大学であり，公費の大幅な支援を受けるとともに学問研究を通じて社会に奉仕する大学であると

いう点において，いわば「開かれた大学」とも称すべきものであろう」というように，大学の存

在性格を規定している。日本経営者団体連盟（日経連）が1969年２月に発表した「直面する大学

問題に関する基本的見解」も，「開かれた大学」という用語はもちいていないがやはり同様の考

え方に基づくものであって，「大学は……国家社会の要請に応え，その使命を果たすかぎりにお

いて存在が認められるものにほかならない」ことを強調するとともに，今日における大学紛争の

「直接の原因」は「大学自体の体質が古く，変貌する産業社会に適応する柔軟な姿勢を失っ」て

いることにあるとのべている。経済同友会が1969年７月に発表した「高次福祉社会のための高等

教育制度」に関する見解でも，いわゆる「産学協同」を正当づける根拠として，この考え方がも

ちだされており，「産学協同」は，象牙の塔に閉ざされた「学問のための学問」から「社会に開

かれた学問研究」へという近代教育思想の理想に合致するとしている。

ａ）「開かれた大学」の二側面

このように，大学は社会にたいして「開かれた大学」でなければならないといわれるのである

が，それでは，それに応える大学の姿勢として具体的にどのようなことが要求せられているか。

この場合，大きく分けて次の二つを区別することができるであろう。

一つは，大学の管理．運営が社会の声を十分反映するような仕方で行なわれなければならない

とするものであって卵そのための具体的な榊想としては，たとえば，大学の管理・運営に当た

る理事会を設け，これに学外者を参加させるべきであるという提案（たとえば民社党の大学法要

綱）や学外者の参加する学内監査機関を設けようという提案（たとえば，前記中央教育審議会の

答申),あるいは大学の執行責任者と学外者との間の協議機関を設けようという提案（たとえば’

18人の学者で組織された大学問題会議が1969年２月に発表した「大学教育改革のための提案．２０

条」の提案第15条）などさまざまな提案がなされている。

さらに，大学が社会にたいして開かれなければならないといわれる場合，大学における研究．

教育そのものが社会の要請に応えるかたちでなされなければならないという意味で，主張される

ことがある。前にあげた経団連や経済同友会の見解は，むしろそうした主張を前提しているとい

ってよいであろう。

●
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ｂ）大学の管理,運営と「大学の自治」

前にも糸たように，大学が，社会を基盤として存在しており，社会の要請に応えるべき責任を

負うていることは否定できない。ことに今日においては，現代社会の急速な発展にともない，社

会の大学にたいずろ期待は大きく，また大学自身も社会からの強い影響をうけることはさけられ

なくなっており，大学は，もはや，社会からまったく隔絶した「象牙の塔」にとどまることは許

されなくなっている。

したがって，大学の管理・運営についても，社会からの批判をまったく受けいれない閉鎖的，

独善的な態度はとるべきではなく，大学が自ら進んで社会との間になんらかのかたちのコミュニ

ケーション・チャンネルを設け，社会の声を聞くことは必要である。その意味においては，大学

は社会にたいして「開かれた大学」でなければならないといってよいであろう。しかし，この場

合においても，大学における研究・教育の自由を保障するものとしての「大学の自治」はあくま

でも堅持せられなければならない。大学がどのような仕方で社会的要請に応えるかは，大学の本

質に照し，大学自らの責任と判断によって決定せられる必要がある。大学と社会との間に＝ミュ

ニケーショソ・チャネルを設けるだけにとどまらず，大学の管理・運営の機構に直接学外者が参

加する場合には，大学外の政治的その他の力関係が大学の管理・運営に影響をおよぼすおそれが

ないとはいえない。また，その時含の利害関係にもとづくさまざまな要求が，社会的要請の名の

もとにもちだされ，自由潤達な研究・教育の雰囲気が害されるおそれもないとはいえない。した

がって，大学の管理・運営が社会にたいして開かれなければならないといっても，そのための方

式をどのようにするかについては，十分'慎重な検討を加えることが必要である。

ｃ）大学の研究・教育と「大学の自治」

次に注意しなければならないことは，大学が研究・教育を通じて社会の要請に応えるべき社会

的責任があるとしても，社会の要請に応えるということは，かならずしも，社会の必要に直接適

応するような単なる実用的な研究・教育を行なうということではないということである。

大学が応えなければならない社会の要請とは，前に国立大学協会が「大学の管理運営に関する

意見」の中でのべたように，「長期的な視野をもち，人類の永遠の福祉までを見通した｣，いわば

「歴史の要求」ともいうべきものであって，そうした長期的な視野に立った「歴史の要求」に応

えることによって，はじめて大学は社会・国家に対して負う責任を果すことになるのである。

したがって「開かれた大学」の名のもとに，社会のその時灸の要求に直接即応するような単な

る実用的な研究教育が大学にたし､し求められるとするならば，それは大学の社会的使命を十分に
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理解しないものであって，長期的にゑるならば，社会・国家にとっても大きな損失になるといわ

なければならないであろう。

ｄ）「大学の自治」と警察

最後に，「開かれた大学」との関連において，大学と警察との関係についてふれておく必要が

ある。大学が警察とくに機動隊が学内に入ることにたいして消極的なことをもって，閉鎖的な

「大学の自治」に固執するとする批判がしばしばなされることがあるからである。

「大学の自治」は，大学における研究・教育の自由を制度的に保障するものとして主張され容

認されてきたものであって，「大学の自治」を主張する大学を警察力のまったくおよばない治外

法権地域たらしめるものでないことはいうまでもない。実際に大学が自らを治外法権地域と主張

したことはかつてなかったといってよい。

しかし，大学が警察の学内への立入りについて警戒的であるのは，警察が，単なる刑事警察と

してでなく，治安警備警察として行動し，犯罪予防のために．情報収集活動がなされる可能性があ

り（1952年２月２０日の東大ポポロ事件の例など)，それが大学における思想・言論の自由を制約

するおそれがあることにもとづいている。これまで，大学内に警察が入る場合には，原則として

大学の要請によることとし，例外的に，現行犯の逮捕のため緊急の必要があるとか，令状による

犯罪捜査のために，大学の要請なしに大学内に入る場合にも，大学に事前に連絡するという建前

が，一般に認められていたのは，以上のような事情によるものであった。

警察が大学の要請をまたずその独自の判断で自由に大学内に入ることが認められるならば，そ

の当然の前提として警察による独自の情報収集活動が行なわれることになり，大学の研究・教育

の自由が脅やかされるおそれがある。したがって，大学が警察の学内立入りにたいして警戒的，

消極的になるのは理由のあることであって，それをもって閉鎖的な「大学の自治」に固執すると

する批判は当をえていないというべきであろう。

②大学の社会的活動

今日の大学は，社会の発展にともない，その内部の管理・運営，研究・教育のさまざまな面に

ついて再検討を求められていることは上述のとおりであるが，対外的な面においても種を検討し

なければならない問題をかかえている。

ａ）「大学の開放」

その一つは，いわゆる「大学開放」の問題である。大学の窓をひろく一般市民に開放し，大学

における教育をひろく国民一般に拡げようというユニバーシティ・ニクステＹシ璽ンは，国民の

０

ｑ

Ｐ

「

、

勺

－６１－



教育水準の向上や大衆民主主義のもとにおける国民の知識欲の増大という一般的な事情を背景と

して，これまでも公開講座などの形式である程度行なわれてきている。しかし，最近の急速な技

術革新にともない，この問題はいっそう重要な問題として関心が寄せられている。技術革新の急

速な進展にともない，従来の知識や技術はまたたく間に陳腐化する傾向があり，大学進学の機会

のなかった一般市民だけでなく，大学を卒業した者にとっても，新しい知識や技能の獲得がたえ

ず必要になってきているからである。

したがって，大学教育は，大学在学期間中だけのものではなく，いわば生涯の問題になってき

ているともいえるのであって，そうした社会の要求に応えるためには，ユニバーシティ・ニクス

テンシ圏ソを計画的組織的に行ない，大学での新しい研究の成果を大学外の一般市民がたえず摂

取しうる体制を作ることが必要である。

ｂ）研究・教育上の交流

今日の大学の対外的な活動の面で，いま一つ重要な問題は，国の内外における大学間あるいは

大学と研究所間における研究あるいは教育の交流である。

国内の大学相互間においても，国公私立の区別を問わず,教官の交流,施設の共同利用,共同プ

ロジェクトの実施，あるいは学生の取得単位の互換性の承認等が，大学間の格差をなくしたり，

大規模な研究計画を推進したりする上からしだいに必要となってきている。さらに，国際関係が

緊密となるにつれて，国境を越えた外国との研究・教育上の協力の機会がしだいに多くなってお

り，それをどのようにすすめていくかが重要な問題になっている。たとえば外国の学者や研究員

の受入れ体制，情報の相互交換，施設の相互利用，大学院生の単位の相互認定など，国際交流を

円滑に行なうために検討しなければならない点は少なくない。また，外国から研究資金の援助を

うけたり，外国の研究機関と共同研究を行なう場合などについて，大学としてどのような基本方

針でのぞむべきであるかといった点も問題であって，国際交流についての基本原則ともいうべき

ものを明確にする必要があるであろう。

以上，急激に発展しつつある社会のなかにある大学として，反省，検討し，改善をはかるべき

だとされている諸点を概観してきたのであるが，以下においては，便宜上，制度，研究，教育の

３節に分けて，これらの諸点にやや立入った考察を加えることにしよう。

●

５

兀制 度

大学はもともと社会的存在であるが，「I総論」でも述べたように，大学と社会との関係は，
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今日ではますます緊密化しつつある。そういう状況のもとで，大学が，その制度について検討・

改革を要すると思われる幾つかの点を拾い出し，それについての各方面の意見・提案を整理．紹

介するとともに，そこに含まれていると思われる問題点を指摘すること，これがここでの課題で

ある。

1．大学の多様化・多元化

の多様化の要請

大学に課された任務ないし社会的機能は，いうまでもなく学問の研究と教育とであるが，今日

のように学問が高度化．専門化するとともに大学教育を受けることを希望する者が激増し，いわ

ば大学教育が大衆化するにつれて，この任務や機能の重要性はますます高まりつつある○

しかし，こうした変化は，同時にまた，研究と教育の一体化という大学として望ましい本来の

姿の維持を困難にし，現状のままで強いてこの一体性を維持しようとすれば，大学が研究．教育

それぞれの面において，本来期待されているような成果をあげることが，かえって妨げられるお

それも予想される。

こうした事態に即応して，大学の多様化ないし多元化をはかり，異なった目的に応じる別個の

大学を設けるべきであるという主張●構想がみられる。

②多様化についての諸提案

この種の主張．構想の起源は古く，すでに「大学教育の改善について」の諮問にたいする中央

教育審議会の答申「大学教育の改善について」（1963年１月）では，高等教育機関を分って，①

大学院大学，②大学，③短期大学，④高等専門学校，⑤芸術大学とすべきことが述べられてい

る。特に最近の大学紛争の過程で発表された大学論においては，区別の仕方や根拠等については

異なりながらも，大学､を幾つかの類型に分つくしという主張は，ますます有力となりつつある。

いま，若干の例をあげれば次のようなものがある。

（a）自民党政務調査会文教制度調査会の「大学問題に関する中間報告」（1968年11月）では，

大学を分って，①高い教養と高度の職業教育をめざす大学，②学問研究の水準を高度に維持

発展するための大学，③美術，音楽を中心とした芸術の大学，④小・中．高校の教員養成の

大学としている。

（１）社会党の「大学改革試案」（1969年２月）では，現行大学を分離．再編して，①「修士大

学｣，②「博士大学（大学院大学)，③「教養短大」とすぺきことが主張されている｡

且
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（c）民社党の「大学法要綱」（1969年５月）では，①「旧来の大学の理念を放てきし，ひろく

社会に開かれ，同一年令層の大部分に高等教育を授ける大衆大学」のほかに②大学院大学を

設けるべきことがうたわれている。

（｡）日本経営者団体連盟の「直面する大学問題に関する基本的見解」（1969年２月）では，

「大学そのものを目的や性格に応じて多様化すべきである｡……その際①高度な学術．研究

に主体をおくもの（大学院大学)，②職業専門教育に重点を置くもの（大学学部，単科大学

一就学年数は専攻学部によって長短があってよい)，③一般教養の修得に主眼のあるも鯵の

（短期大学)，④教員養成，芸術その他の特殊教育を行なう屯の等，その目的や性格に応じ

て就学年数，カリキュラム等を多様化していくことが必要である」と述べられている。

（e）大学問題会議の「大学教育改革のための提案．20条」（1969年２月）では，大学に，①教

養大学，②専門大学，③研究大学の３つの類型を区別する必要があり，さらに，「研究大学

よりも一層高度の学術研究のための研究機関」を設立すべきことが主張されている。

（f）学術審議会学術研究体制特別委員会の「大学における学術研究体制の整備についての基本

的考え方」（1969年６月）では，「大学制度の改革にあたっては……特に画一主義を避け，

むしろ進んでさまざまの特色を備えた大学が育つように配慮すべきである」としている。

③多様化にともなう問題点

しかし，このような大学の多様化ないし目的別・類型別区分の主張・構想は，本来一体である

ことが望ましい研究と教育が分離されるということのほかに，①「学問の自由」「大学の自治｣，

および②「大学間の格差」という２つの点で，問題をはらんでいるように思われる。

すなわち，まず①についていえば，このような主張．構想の背後に，研究を主とする大学につ

いてはＴ学問の自由」「大学の自治」が尊重されなければならないにしても，教育を主とする大

学については，「旧来の大学の理念を放てき」したものとして，これらを必要とせず，他の諸学．

枝と同様の規制がなされるべきだという考え方がもしあるとすれば，それは，かつて本協会が,

「大学の管理運営に関する意見」でも述べたように大学教育の本質を理解しないものといわざる

をえない。

また，②についていえば，大学を目的別・類型別に区分した場合，それぞれの大学がその目的．

とするところを達成するに足るだけの設備，待遇，社会的評価をもつことができず，これらが，

ある類型の，たとえば研究を主とする大学に偏してあたえられ，「大学間の格差」が増大するよ

うなことがもしあるとすれば，それは，大学にとっても社会にとってもけっして好ましいことで

で

ロ
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はないであろう。この点では，共産党が「当面する大学問題の解決方向について」で，大学の目

的別・類型別区分を批判して，「これは大学間の格差をつよめ，大学における教育・研究を政府，

財界の要求にいっそう直接にこたえるものにしようとする反動的構想」であるとしていることが

注目される。

そこで，「大学教育の大衆化」という不可避的事態に即応して，大学がその任務・機能たる研

究と教育とをできるだけ効果的に果たすための現実的方策として，大学の目的別・類型別区分の

主張・構想を認めるにしても，少なくとも次に述べる３つの条件が満たされて，大学の多様化・

多元化が，とりもなおさず大学の個性的発展であるといえるようにすることが肝要であろう。す

なわち，

（a）各種類型の大学相互間の協調・連絡が十分円滑に行なわれて，教官の交流や一定の資格を

もった学生の移動等が可能であり，研究と教育の分離からくるマイナスを最小限に止めるよ

うな措置が講じられること，また，場合によっては，各種類型の大学を幾つかふくんだ集合

大学の存在も認められること。

（b）各種類型の大学について，「学問の自由」「大学の自治」が，同程度かつ最大限に尊重さ

れること。

（c）各種類型の大学について，設備・教官・学生経費等いずれの面においても，当該大学の目

的とする任務・機能を達成するに足るだけの資金的援助があたえられ，「大学間の格差」を

もたらさないような配慮がなされること。

が，それである。

●

6

2．管理・運営への学外者の参加

（１）大学の自治と大学の閉鎖性にたいする批判

大学，ことに国・公立大学は社会によって維持され，社会のために存在する機関である。した

がって大学がその任務・機能とする研究と教育を行なうにあたり，社会の要求と批判とに耳をか

たむけるとともに，研究と教育をつうじて社会に寄与・奉仕することに心がけるべきことはいう

までもない。

しかしながら，大学にたいする社会の要求や批判は，しばしば，その時Arの種登な利害関係を

背景とした個念具体的なしのとして現われる。この場合，そうした要求や批判に，大学がそのつ

ど，短絡的に答えることは，真に社会に寄与・奉仕することにならないばかりでなく，大学にお
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ける研究，教育の在り方をゆがめ，長い眼でみて，社会にとってかえってマイナスの結果をもた

らすことにもなりかねない。

そこで，極点錯綜した具体的な要求・批判のなかで，長期的な視野から，何がいわば「歴史の

要求」「歴史の批判」とでもいうべきものであるかを判別するとともに，それにたいして，研究・

教育のもついわば「固有の論理」とでもいうべきものにしたがって答えていくことが必要となっ

てくる。この必要に応じて，社会と大学とのあいだの抗争と妥協の結果生じてきたものが，「大

学の自治」であり，研究と教育における「大学の自主性」であると解せられよう。

ところが，「I総説」でも承たように，社会のいわゆる「高度産業社会」化さらには「情報化

社会」化にともなって，科学技術の推進，人材の養成などの点で社会の大学にたし､する期待が高

まり，両者の関係ははなはだ密接化してきた。他方，最近の大学紛争の過程で，「大学の自治」

は必ずしも理想的に機能せず，「大学の自治」のもついわば閉鎖的，防衛的とでもいうべき側面

とそこからくる管理・運営のまずさが社会から批判されるにいたった。

このような状況のなかで，「開かれた大学」の名のもとに，社会の要求・批判を大学にたいし

てよりいっそう反映させることをねらいとして，一方では政府＝文部大臣の大学にたし､する権限

の強化がはかられるとともに，他方では大学の管理・運営へ大学外の者を種々の方式で直接参加

させるべきことが，各方面から構想・提案されている。．

②管理・運営への参加についての諸提案

政府＝文部大臣の大学にたいする権限を強化しようとする動きは，すでに1963年，中央教育審

議会の答申「大学教育の改善について」と，それにもとづく「国立大学運営法案」における文部

大臣の学長任命についての「拒否権」という形であらわれている。これは，大学を中心とする各

方面の反対にあって，当時は実現しなかったが，動きそのものが消えたわけではなく，前記のよ

うな状況のなかで再び，しかもより強い形であらわれようとし，さしあたり，「大学の運営に関

する臨時措置法」が制定されるにいたったことは，周知のとおりである。．

なお，政府外でも，日本経営者団体連盟が「国は設置者としての責任を充分にはたすために，

従来不備であった行政上の監督，指導，助言の権限を強化することが必要」とするなど，政府の

上記のような動きを支持する空気がかなり強い。

大学の管理・運営への学外者の参加についても，1948年に発表された「大学法試案要綱」にお

ける「中央審議会」「管理委員会」の構想以来，幾つかの案が染られるが，最近の提案としては

次のようなものがある。

～

Ｐ
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ａ）全国的レベルでの参加を考えているものとしては，社会党の「大学行政委員会」案，公明

党の「中央教育問題委員会」案などがある。

ｂ）個別大学レベルでの参加を考えているものとしては，民社党の「理事会」案，大学問題会

議の「卒業生代表，名誉教授代表らとのあいだの協議機関」案などがあり，大学自体の側か

らも，東京教育大学ＭＰ委員会の「理事会」案，東京大学大学改革準備調査会の「大学監察

機関」案などが出されている。

③管理・運営への参加にともなう諸問題

大学の自治と大学が社会的要求・批判に答えるべき責任との緊張関係を，大学の管理・運営の

面でどう打開するかは，大学のもつ古典的ともいえる課題である。しかしこれに対処するために

は，この課題のもつ原理的側面とならんで，大学と政府と社会の歴史と現状とに即した現実的側

面を十分考慮することが必要である。

こうした考慮をした場合，大学の管理・運営に政府が「指導と助言」の域をこえて介入するこ

とには，依然として問題があるといわなければならない。これについては，本協会は，かつて，

既述の「国立大学運営法」制定の動きに関連して「大学の管理運営に関する意見」を公表したが

そこで述べたことは，基本的には今日でも正しいと考える。

他方，大学の管理・運営への学外者の参加のほうは，かなり複雑な問題をふくんでいる。とい

うのは，このことが，中央レベルで考えられる場合についていえば，社会党の「大学行政委員

会」案のように，「大学行政の文部行政よりの分離」をねらいとするものもあれば，逆に文部行

政のいわばかくれ承のに利用されるものもありうるし，個別大学レベルで考えられる場合につい

て承ても，民社党の「理事会」案のように，全面的に管理・運営にあたるものもあれば，その他

の多くの案のように，協議，助言，勧告にとどまるものもあり，また中央レベルの場合であれ，

個別大学レベルの場合であれ，参加者を選定する方式の如何によって，大学，社会双方の意思の

尊重される度合いが異なってくるであろうからである。

このような意味において，管理・運営への学外者参加の構想・提案にたいして，一がいに賛否

をいうことはむずかしい。しかし，それは，①「大学の自治」を基本的におびやかすものである

かいなか，②大学の管理・運営の閉鎖性とそこからくる独善性の打開にどこまで役だつか，③大

学の研究と教育を実質上補強するうえで有効であるかどうか等の点を基準として，なお検討に値

するものと思われる。

なお，こうした大学の管理・運営への学外者の参加は，上記のような諸案のほかに，財政とか

己
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大学開放とかの，個念の問題ごとに，中央レベルなり，個別大学レベルなりで，一定のそれにふ

さわしい機関をつくるという方式でもなされうるであろう。

３．大学経費の負担（大学財政）

の大学財政の貧困

大学がその任務・機能とする研究と教育を行なうためには多額の経饗を必要とするが，国．公

立大学の場合，その経費はほとんど大部分が，あるいは財政をつうじて間接に，あるいは寄付な

どの形で直接に，社会によって負担されている。前節で述べた国・公立大学の管理・運営への政

府の介入や学外者の参加の問題も，この大学経費の社会による負担という事実を背景として生じ

ているものだといってよい。

しかし，この社会によって負担される大学経費は，同じ社会が大学にたいして要求，期待して

いることの大きさに比すれば，はなはだ不十分だといわざるをえない。このため，学生数の増加

や研究の高度化にもかかわらず，教育・研究条件や教官・研究者の待遇は改善されず，いわゆる

マスプロ教育による学力の低下と疎外感の増大，教育・研究者のアルバイトへの従事，学外ない

し外国への流出などが承られる。まことに，日本学術会議大学問題特別委員会の「報告」がいう

ように，「現在の大学紛争を検討すると，すべての紛争について大学財政が一つの重要な原因と

なっている」といっても過言ではないほどである。

②大学財政充実の急務と世論

このような大学財政の貧困状態は，日本学術会議や国立大学協会ないし国・公立各大学によっ

て以前から指摘され，その改善がさけばれてきたが，今次大学紛争の過程で，大学外においても

かなり認識されてきたように思われる。たとえば，さきに引用した諸文書においても，

ａ）政党側では，自民党が「マス講義の是正には，教官の充実，設備の改善を必要とし，その

ための思いきった予算措置がとられなければならない」とし，また「教官の待遇改割をうたっ

ており，民社党は「国家および社会は……大学の使命達成のため財政的……協力をなす義務があ

る」とし，共産党は，「大学予算の大幅増額と教育研究条件の抜本的改善」について数項にわた

って述べている。

ｂ）経済団体側でも，日本経済団体連盟が「大学の教官，教員の俸給については，せめて現在

の裁判官の俸給程度に増額し，学問研究および教育に専念できる態勢をつくっていくべきで

あろう」とし，経済同友会も「良い教育は金がかかるという自明の原理が見失われつつある

ｐ
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……が，とくに教育者，研究者の大幅な待遇改善が必要である」としている。

大学財政の貧困状態を打開していくためには，国.公立大学の場合，公費の増加によるの

がオーソドックな方法であることはいうまでもない○

しかし，公費を補うものとして，寄付などにより大学経費を社会が直接負担することも，

それによって研究・教育における大学の自主性がゆがめられないかぎり，いま以上に考えら

れてもよいと思われる。この点に関連して，いず》Lも大学における国．公．私立の区別を廃

止してこれを特殊法人とするという前提のもとにおいてではあるが，大学問題会議が，「政

府予算のほか卒業生の採用などによって利益を得る企業の寄付金など」の出資による「『高

等教育振興財団』のごときものの設立」を提案し,また経済同友会が大学にたし、する「法人，

個人の寄付金に対する免税措置の拡充，新設」を述べていることは，注目される｡

③大学財政における自主性強化の必要

大学財政については，以上象た貧困の問題のほかに，もう一つの問題がある。それは,大学財

政の運営方法ないし経理方式を，大学が任務・機能とする研究と教育を効果的ならしめるように

改め，大学財政における大学の自主性を高めていくという問題である。

これについては,本協会は，昭和39年度に国立学校特別会計制度が発足するにさいし,「国立

学校特別会計制度についての意見」を当局に提出し，また「大学の管理運営に関する意見」の第

９章でも問題の重要性を指摘しておいた。

最近のものでは，広島大学大学問題検討委員会準備委員会が，その「答申」（1969年５月）に

おいて，「国立学校特別会計法は，文部大臣の相対的自主権を保証したのみで，大学には財政上

の自主権をいっさい認めていない」と述べているのが注目される。

なお，大学財･政にかんしては，大学内部におけるその運営，たとえば概算要求の審議，経費の

配分等をいかなる方法・手続で行なうかという問題があるが，これは大学の管理．運営の問題と

して論じられるべきものであろう。

■

凸

４．大学問の協力

（１）大学間の協力の必要

さきに大学の多様化・多元化について述べたさいに，目的別・類型別大学をもうける場合に，

その間に格差を生ずるのをさげるためには，教員の交流，学生の移動を可能にすることが必要で

あることを指摘した。しかし，この点をはなれても，教員の交流をはじめとして，設備・図書.
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資料の共同利用し研究テーマの相互調整，共同プロジェクトの実施,･学生の取得単位の互換性の

承認などをふくんだ広汎な協力関係を,,大学相互間につくり出していくことは，大学の閉鎖性か

らくる研究．教育の沈滞を打開するという意味においても，また社会によって負担されている大

学経費をより効果的に使用するという意味においても，検討すべき重要な問題と思われる。

②大学間の協力についての諸提案

この大学間の協力について，これまで引用した諸文書では，つぎのような形でふれられてい

る。すなわち，

ａ）中央教育審議会は，「人事の閉鎖性による社会からの遊離と沈滞を防ぐため，教員の人事

交流を活発にする」としており，

ｂ）大学問題会議は「大学教官の流動性と学問交流とを促進するため，現在の制度の改善と新

しい方策を工夫する必要がある。また，大学院生については，他大学における課目の修得を

認めてよい」とし，

ｃ）東京大学大学改革準備調査会は，「現代の大学をとりまく社会的諸条件の変化と，学問研

究の質的な変化に対処して，大学がその使命を果たし，大学における学問の自由を真に意義

あらしめてゆくためには，大学の自治はたんに個念の大学，個食の学部．､研究所の自治にと

どまることはできず，学問の研究・教育にたずさわるものが個々の大学の枠を超えて協力す

る必要がある」とし，

。）広島大学大学問題検討委員会準備委員会は「今日の国立大学は，個性をもたないうえに，

連帯性や流動性をも欠いでいるといえる。それは，人事の交流，入試のやり方，教育研究体

制，施設の利用など多くの面で指摘されるであろう。国立大学は，国立という点からしても

私立にくらべてその面での改善を容易に行ないうるはずである。大学の近代化に，大学の連

合は不可欠の条件であると思われる」とし，

ｅ）自民党は，「社会がダイナミックな科学技術の発展をとげている今日，各大学および大学

と民間研究機関の共同研究と共同の研究施設利用は，今後ますます活発に行なわれなければ

ならない時点に来ている。それは国・公・私立の区別を問わず，大学相互また大学と民間の

自由で開放的な人事交流が不断に行われて，始めて達成されるものである」と述べている。

③大学と大学外研究機関の協力

以上みた大学相互間の．協力については，具体的にどう進めていくかはともかくとして，原理的

には特に問題はないように思われる。ただし，自民党のいうように，この協力を，それぞれ理念

＞
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を異にする大学と民間ないし大学外の研究機関とのあいだにまで広げて考えることになると，

「Ⅲ、研究」で述ぺるようないわゆる「産学共同」ないし「軍学共同」とからんで，原理的にも

複雑な問題をふくむことになろう。

５．入学試験

（１）入学試験制度改善の急務

「大学の大衆化」とよばれるように，今日，大学生数は同年令人口の２０％以上に達し，大学教

育を受けることを希望する者の数は，さらにそれを上廻っている。しかし，この大学教育にたし、

する社会の需要にくらべて，私立大学をもふくめた大学全体の量は不足し，しかもそれらのあい

だには研究・教育条件や卒業後の就職などの条件にさまざまの格差があり，また国・公立大学と

私立大学とでは，大学経費を社会と大学に在籍する学生個人とが負担する程度が著しく異なって

いる。

こうした事態のもとで生じてきているのが，入学試験にかんする問題であるが，それは，高等

学校以下の教育をゆがめ，それらを，実質上,大学受験のための予備校化しているばかりでなく，

受験技術に長ずろだけで基礎学力を欠いた学生や入学試験に合格したことで「やれやれ」と思う

ような学生をつくり，受け入れることを通じて，実は大学教育をもゆがめているのである。

このような意味において，入学試験制度の改善は，日本の教育全体にとっても，大学自体にと

っても急務であるといわなければならない。また，当面の問題として見ても，大学入試は，大学

財政とならんで，すべての大学紛争の基底に横たわる問題だといってもよいほどである。

の入学試験制度改善についての諸提案

入学試験制度の改善については，古くから,極左の機会にさまざまな意見が述べられてきたが，

これまで引用した諸文書では，これに言及したしのは比較的少い゜それは，入試問題が大学改革

プロパーの問題ではないと思われていることによるのかもしれない。また，国立大学がこの問題

にあまりふれていないのは，本協会第二常置委員会で別個に検討されているためかもしれない。

しかし，入試問題は，前述のような意味で，今日の大学紛争と大学改革を考えるうえで看過する

ことのできない問題である。

さて，この問題についての意見としてはつぎのようなものがある。

ａ）自民党は，「また人間教育の不在については，大学の問題だけでなく，現行の入試制度に

その問題が多いという声も強い」として，一流枝への受験者の殺到，高等教育の受験子術校

◆

●
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化の傾向を述べたあと，「しかしこの点は大学側の入試についての考え方も是正してゆく必

要があり，高等学校側の成績表，あるいは高校３カ年間の総合的成絞評価と，本人の能力と

可能性と適性の評価を重視することで解決への評価を探るべきである」とし，

ｂ）経済同友会は，「今日の大学が持つ諸なの欠陥のうちで，現行入試制度ほど，その弊害が

社会的に広く，かつ深いものはない」とし，その是正のためには，「入学さえできればほぼ

自動的に卒業できるという，現行の進級制度」を改めるとともに，「当面は，入学者の半数

を内申書によって選抜し，入試による選抜者との入学後の成績比較を追跡調査するなどの措

置を1年でも早くとるべきであろうし,そのような資料を持ち寄って，大学全体が入試制度

の改善に取り組むべきである」とし，

ｃ）東大大学改革準備調査会は「現在の大学入試の制度は，大学教育の象ならず，高校，ひい

てはそれ以下の学校教育を箸るしく歪める－つの原因となっているように思われる……大学

入試の悪影響のために，自由で向学心と創造性に溢れるべきはずの大学教育が歪められてい

る」ことを指摘している。

③入学試験制度改善における諸問題

入学試験の問題は，①学歴偏重や進学一辺倒の社会的風潮が改められ，大学教育にたいする需

要が合理的規模に落ち着くとともに，②その需要に量的にも質的にも見合うだけの，かつ学生の

自己負担の程度に差のない大学が設けられるならば，おのずから解消するであろう。しかし，そ

うなるためには，社会は莫大な大学経費を負担し，かつ，かなりの年月を要するであろう。した

がって，社会がその経費を負担した大学に入学させる者を一定の能力をもった者にかぎることは

本来必要だという意味でも，また事実の問題としても，入学試験は容易になくならないであろ

う。そういう前提のもとで入試制度を考えた場合，次のようなことが問題となると思われる。

ａ）入学試験なるものの性格を，①それぞれの大学が自己にとって望ましいと考える能力をも

った学生を選択するためのものとみるか，それとも，②高等学校までの課程を十分こなして

いて大学教育を受けるに足る基礎的学力をもっているかどうかを判定するためのものとみる

か，

ｂ）入学試験の性格をａ）－②のように考える場合，その判定のために高校のいわゆる内申書

に依存する方法があるが，かりに内申書重視が公表されたとした場合，今日の社会情勢から

染て，はたしてそれがどの程度まで信頼しうるかどうか，

ｃ）入学試験の性格をａ）－②のように考える場合，むしろその判定を，ある年齢に達しJたす

０
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べての者が受けることができる一定の資格試験によって行なう方法のほうがよいのではない

か，そのさい，高校以下の教育がふたたび，この試験のための予価教育化すること，および

この試験によって高校以下の教育内容が統制されることを防ぐにはどうすればよいか，

｡）入学試験の性格をａ）－①のようにみる場合でも，ｃ）で述べたような資格試験と各大学

ごとに行なう選抜方法(必ずしも試験でなくてもよい）とを併用することは考えられないか，

ｅ）各大学の入学試験施行日（国立大学の場合は，いわゆる一期枝，二期校の区分）を，各大

学の利害をはなれて，ここで述べたような入試制度改善の見地からみた場合，どう調整すれ

●

勺

ぱよいか｡

6．就職間題

の就職問願の意義と実情

大学がその教育によって果すべき社会的任務は，知識（技術をふくむ－以下同じ）の伝達と，

それを通じて行なわれる学生の精神的諸能力の開発とにあり，ホワイト・カラーの養成にあるの

ではない。このことは，かりに大学の多様化を認めた場合でも変りはない。

しかし，他面，大学をおえた学生は，なんらかの職業につかなければ生活していくことができ

ないし，しかもその職業が適当なものでなければ，彼が大学で得た知識を社会のために生かし役

だてていくことはできない。

この意味で，大学卒業者の就職の問題が，学生にとっても社会にとっても重要な問題であるこ

とは否定できないし，大学としてもこれに関心をもたざるをえない。すなわち，大学も社会も学

生も，就職問題を考える場合には，大学における教育を真に生かすという視角から考えるべきも

のと思われる。

ところが，今日の実情は，学歴偏重の社会的風潮と経済の高度成長とを背景として，学生の多

くは，ただ単に卒業証書ないし一定の資格を得てこれを就職に利用するために，大学に入り，ま

た社会，ことに経済界のほうも，これらの学生を，それぞれの大学の入学試験に合格したという

意味で，ある水準の知識と能力をもっているホワイト・カラーの供給源としてしか扱わず，必要

とあれば，いわゆる「青田買い」を行ない，その時期がしだいに繰上ることも辞せず，その間に

あって大学は実質上ホワイトカラーの養成所たる色彩を濃くしつつあるという有様である。こ

うして，今日，就職問題は，入試問題とならんで，大学の教育のあり方をゆがめ，ひいては，大

学紛争の一原因ともなっているといってよい。

●
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の就職問題改善についての諸提案

就職問題におけるこうした現状を改めて，それを本来の姿にかえすことは，大学にとってはも

ちろん，すこし長い目でみれば，学生や社会にとっても必要なことだといわなければならない。

しかし，この問題についても，これまで引用してきた諸文書においては入試問題と同様，あま

り言及されていない。主な意見としては，つぎのようなものがある。

ａ）経済同友会は，学歴偏重は「教育と社会における人間疎外の主要因となっている」という

観点から，この学歴偏重につながる学卒者の「青田買い」に言及し，「産業界かまた……教

育の場を労働力の供給源との糸見る傾向の強かったことを反省しなければならない」と述べ

ている。

ｂ）広島大学大学問題検討委員会準備委員会は，「現在は何らかの形で，教官が就職の世話を

している。……しかし，就職の世話を教官がすることは時として種台の弊害を生むことがあ

る」とし，「｢就職対策部」（仮称）とでもいうような全学的組識を通じて……行なわれるこ

とが望ましいのではなかろうか」といっている。

③就職についての問題点

就職の問題も，入試の問題と同様，その根本的解決のためには，①学歴偏重の風潮が改められ

学生も社会も，大学を，就職に有利なパスポートを入手する場と象たり，ホワイト．カラーの供

給源とふたりする現状が根本的に変り，②そのうえで，大学卒業者が量的にも質的にも社会の需

要に応じうるように，､大学数や大学・学部・学科の種別が調整され，またいわゆる再教育の制度

が整備されることが必要である。しかし，それはなかなか容易なことではなく，また達成までに

は一定の時日を要するであろう。ここでは，そのために，またそこに至る過程で検討すべきだと

思われる幾つかの問題点をあげておこう。

ａ）学歴偏重の風潮を打破するため，東大．大学改革準備調査会「第一次報告書」（172頁）の

いうように，大学が卒業証書＝学位ないし一定の資格を授与することをやめて，単に在学年

数と取得単位についての証明をするに止めることはどうか？

ｂ）ａ）の措置をとっても，大学間に「格差」のあるかぎり，卒業証書一学位に代って，特定

大学の在学証明書が屯のをいうようになると思われるが，この「格差」解消のためにはどう

すればよいか？

ｃ）ａ）の措置をとっても，一定期間大学に学ばなければ得られないような水準の知識をもっ

た者（以下「高級知識習得老」という）についての需給が，量的にも質的にも合致しなけれ

■
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ぽ，就職の問題は解決しないが，このために必要な「高級知識習得者」にたいする需給見透

しをたてるにはどうしたらよいか？

また，それに対応して大学の趣と種別との調整をどう進め，再教育制度をどう整備してい

くか？

。）大学内部における就職あっせんの機構をどう組織し，事務をどう進めていくか？

ｅ）就職あっせんを，一定地域の大学が連合して共同に行なうことはどうか？さらに進め

て，これを，もともと就職あっせん，職業需給調整のために設けられた公共職業安定所に移

すことはどうか？

●

勺

●

m研究

大学において行なわれる学術研究は，教育をとおして社会に還元されるほか，極点の形で社会

と直接,間接に交渉をもっている。これは,大学が社会機構の一つとして機能するかぎり当然の現

象である。特に「I総論」でも述べたように，「高度産業社会」ないし「情報化社会」にあっ

ては，研究面において社会の大学に寄せる期待はますます大きくなり，また研究規模の巨大化に

ともない，単に大学間の協力の承ならず，他の機関との結びつきが促進される傾向がふられる。

このことは，一方において，「大学の自治｣，「学問の自由」という基本問題とも関連して，大

学において行なわれるべき研究の性格についての論議をひき起すとともに，研究者の姿勢や研究

組織の運営についての批判をよぶ結果となって現れている。いわゆる「産学協同」は，その代表

的な例と承ることができるであろう。

ここでは主として，研究を介しての大学と社会との交渉にともなう諸問題について，各界の見

解を整理・紹介し，二三の問題点を指摘したいと思う。

６

1．「産学協同」

「産学協同」が問題としてとりあげられたのは，それにともなういくつかの弊害が指摘され，

社会の批判を受けたことが，直接の動機であった。しかし，より基本的には，これが大学の「開

かれた大学」としての社会にたし､する責任，大学における研究の性格，学問の自主性などと深い

かかわりをもっているからである。まずこれについての各界の意見を整理すれば，およそつぎの

ようになる。

①各界の意見

、
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学界以外の各界の意見は，研究成果の社会への還元が，「開かれた大学」の使命であることに

重点を置いているものが多い。たとえば，

ａ）経済同友会の「高次福祉社会のための高等教育制度」（1969年７月）は，

①産学協同は「社会に開かれた学問研究」という教育思想に合致し,･世界的傾向でもある。

②大学が「産業界の下請け」となり，研究の自由を歪めるとの理由で，産学協同を否定す

る動きは，「アイディアと研究資金の交換」という一面のみに着目している。

③企業における研究開発の進展，大学以外の調査研究機関の高度化，ビッグサイエンスの

登場等にともない，産学協同にたいする社会的要請が高まりつつある。

等の理由を挙げて産学協同の必要性を強調し，今後の方策としては，

④応用研究と基礎研究の相互の刺戟を重視し，新しい制度を確立すること，ならびに，

⑤実用的（技術的）部門と基礎的部門との間の研究資金の配分方法，たとえば，多目的な

大型財団の設立などを考慮すること，

を挙げている。

ｂ）日本経営者団体連盟の「直面する大学問題に関する基本的見解」（1969年２月）も，

①産業の発達が大学の研究・教育に影響をあたえ，逆に大学の研究・教育が産業界に影響

し，両者は相互依存の関係にある，

との認識から，産学協力関係をうち建てるべきであるとし，その方策としては，

②産業界・企業と大学院ないし大学研究所との間の結びつきについて，新しい工夫を行な

う，

ことを提案し，さらに，

③産学協同をとおして，大学と産業界との人的交流を促進し，また，

④企業，官庁等の人材の再教育に，大学院や大学研究所を活用する，

等の意見を述べている。

ｃ）政界でこの問題をとりあげているのは，自民党の「大学問題に関する中間報告」（1968年

１１月）だけであるが，これも，

①大学は研究業績を社会に還元することを使命の一つとすべきであり，そのためには国民

に開放される必要がある，

との認識に立って，

②社会は大学を私益のために奉仕させるべきではないが，大学は基礎研究とともに，応用

Ｐ
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研究，試作・開発研究等を行ない，政府，民間の研究活動に活力をあたえ，

③委託研究所員の再教育等を積極的に推進させること，

を要望し，さらに大学院体制にもふれて，

④民間教育機関の協力を得て，ビッグサイエンスのための共同研究所を設置する，

⑤大学，直轄研究所，民間研究所等の役割を考慮して，学問の進展に即応した研究体制を

確立する，

⑥共同利用研究や民間産業等からの受託研究，産学協同研究のあり方等について検討す

る，ことを提案している。

。）中央教育審議会の「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」（1969年５

月）は，新しい大学のあり方の基本課題の一つとして，

①研究の自由を確保しながら時代の変化に応ずる社会的要請を進んで取り入れ，自治にと

もなう責任を自ら負担して教育・研究活動の効率化を自律的に行なうことができるような

大学の新しい形態を検討すること，

を挙げているが，この段階では，具体的な提案はなされていない。

ｅ）学術審議会は，「大学における学術研究体制の整備についての基本的考え方」（1969年６

月）のなかで，背景となる諸事情として，

①専門分化の度合いが箸るしくなったこと，

②境界領域の重要性が増したこと，

③ビッグサイエンスの分野が生じていること，

④科学者が実業の分野に引き入れられやすくなったこと，

⑤大学の大衆化が箸るしく進んだこと，

を挙げているが，特に④については，科学と技術の境界が不明瞭になり，一方において企業

が大研究所をもち，かなり基礎的な研究を行なうようになった結果，研究者が報酬，研究施

設，成果確認などの点で，実業界に魅力を感ずるようになったこと，これによって，①とと

もに，教育の場からの分極化傾向が承られることを指摘している。

これは，いわゆる「産学協同」の問題とは異質なものを含んでいるが，大学における研究

と産業界における研究とについて，その内容や諸条件の変化とそれに関連する研究者の反応

という一つの社会的な問題を提示した点で注目すべきであろう。

②学界の意見

勺
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産学協同にたし、する各大学の見解のなかにも，この問題を大学の社会的機能としてとらえてい

るものがある。しかし，そこでは，当然のことながら，学問研究自体にたいする利害という視点

がより強くうち出されており，特に研究の自主性の維持ということが「産学協同」を肯定する場

合にも，その条件として明示されているのが通例である。

ａ）日本学術会議の「見解」（1969年４月）は，こうした大学全体の考え方を反映して，大学ａノロ本字術会議のｌ見解」（１３６９年４月）は，こうした大学全体の考え方を反映して，大学

の研究・教育における特殊問題の一つとして，

①従来のいわゆる「産学協同」には，接触の仕方に関して，大学における学問の自由の観

点から遺憾と認められるものがあったこと，を指摘する反面，

②実社会に関連をもつ学問分野の研究には大学が社会と緊密な接触を保ちつつこれを遂行

するのがきわめて当然であり．

③社会の進展と絶縁された大学の成長は考えられない，

④大学が必要に応じ，政府機関，地方自治体，産業界等，社会の諸階層と大学の内外にお

いて協力することは，学問の発展上有効かつ必要な手段であること，

を認め，ただし，

⑤これらの協力があくまで大学側の自主的な判断によって選択され，民主的に運営される

べきこと，またそれには，

⑥協力の目的や成果の公開等により，研究教育の自由と，社会全体への奉仕が保証される

こと，

を要望している。

個々の大学あるいは学部から出された見解や改革案のいくつかは，直接あるいは間接にこ

の問題にふれているが，それらは必ずしも公式のものばかりではなく，提案者の立場や性格

もまちまちである。したがって，そこに承られる意見をどのように整理するかについては若

干の問題もあるが，ここでは，なるべく広く種盈の考え方をさぐる意味で，非公式な見解や

特定のグループの意見をも紹介することにした。

ｂ）東京大学の「確認書」（1969年１月）および「確認書の審議を終えて」（1969年２月）は

大学紛争に関連して「産学協同」をとり上げた箸るしい例であるが，後者の一項目には，

①われわれは，大学における研究が自主性を失って資本の利益に奉仕することがあれば，

そのような意味での「産学協同」を否定すべきであると考える，

と述べられている。

仏
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c）他方，内田忠夫ほか８教授による「東大改革再議」（1969年６月）には，大学において行

なわれるべき研究の性格について，

①大学における研究は，基礎研究を中心とする。しかし，

②応用研究や実用的開発の結果が基礎研究にあたえる刺戟を重視する意味で何らかの形で

応用研究につながる活動やルートを「残してもよい｣，

という立場が示されている。

これは，知識の獲得（研究)，伝達（教育)，社会への還流という，大学のもつ社会的機能

とは別に，学問そのものの性格ないしは研究遂行の過程における実際面からのフィードバッ

クの効果に関連して，産学協同のもつ積極的な意味を認めている点で注目すべきであろう。

d）広島大学の｢大学問題検討委員会答申」（1969年５月)では｡大学の理念に関する一つの

問題点として，特に「学外との研究・教育上の協力体制の整備」をとりあげ，研究面ではビ

ッグサイエンスの問題があることを指摘している。また，地域社会との関係については，

①瀬戸内海工業地帯における産業との協力関係の必要性，

を積極的に認め，これに関連して，

②個人を中心とした産業との結びつきをどのように抑制するか，

という問題を提起している。さらに，「開かれた大学」が一般に学外に求める姿勢として，

③学外からの盲点の指摘を受け，新しい生命の吹き込承を受け入れ，

④学外施設の共同利用などを要求する，

ことを提案している。

これにたいし，同大学の教養部改革委員会の「大学改革第二次試案」（1969年４月）は，

「産学・官学協同」の否定的な面をとりあげ，

①不正への加担ないし容認による外部資金の受容，

②公害発生を結果する地域開発の研究，

等が，研究成果の果たす社会的機能にたいする反省を欠いて推進されている場合のあること

を批判しているが，反面

③大学は本来，超社会的存在ではなく，

④研究自体が現実的適用を経た検証に支えられるべきであり，

⑤一部の「産学・官学協同」は，部分的には社会改革に連なるものである，

ｑ

ことも認めている。
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e）神戸商船大学の「大学改革への総括的提案」（1969年６月）は，同大学の特殊性にふれた

のち，

①自主研究によって産業界の将来あるべき姿を見出し，直接研究面において，産業界を指

導する。

②現状の行きずまりを打破し，指導性を発揮できる人材を産業界に進出させること，

を「今後あるべき健全な産学協同」の精神としている。これは商船大学という特殊な技術教

育的色彩の強い大学と社会との関係を論じたものであるが，研究面における大学の指導的機

能を強調している点に注意すべきであろう。

f）最後に，「産学協同」についての国立教育研究所の調査「学長の意見」（1969年６月）によ

れば，回答を寄せた40大学（国公私立を含む）のうち，２１が積極的賛成，１３が条件つき賛成

ないし条件つき反対，４が積極的反対となっている。賛成の理由としては，

①「産学協同」は現実であり，産業界を無視した教育計画はあり得ない。

②産業界の希望や意見をたえず大学に反映すべきである。

③地域産業への適合は地方大学の存在意義である。

のように，むしろ，教育面（人材の養成）での協力（適合）に重点が置かれているようであ

るが,

④大学（基礎研究と教育）と産業界（応用研究，実用研究）との相互依存と交流の必要，

に着目した意見もある。

条件つき賛成および反対の意見としては，

①大学は産業界の「下請け」になってはならない，しかし，

②大学の自主性の上に，科学者の良心をもってする協調は「やむをえない」また，

③人材養成の面で大学は産業界にたいする潜在的機能を果たしている，

との現実論が多く，具体的な方策としては，

④社会人の大学運営参加を通しての協力関係，

⑤学会等の公的機関を通しての学術交流，

⑥無償の投資と援助による結合，

⑦教官の個人的関係，

などが示されているが，個点の大学の置かれている環境や条件（特に国公私立の別）に強く

依存していることも忘れてはならないであろう。
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なお少数ながら積極的反対意見もあり，それらは主として，

①社会の批判者としての大学の責任，

②産業界の「御用機関化」の危険，

など，大学の理念にかかわるものである。

③「産学協同」における問題点

上に染たとおり，「産学協同」がなんらかの意味で必要であるという点に関しては，各界の意

見はほとんど一致しているようである。しかしながら，その論拠や態度にはかなり微妙な差異が

みられることも事実である。すなわち，

①「産学協同」は（ｉ）大学の社会にたし､する責任を果たし，（ii）学問の発達を促進する

ために，積極的に取り入れるべきであるのか，

あるいは，

②「産学協同」は（ｉ）現実であり，（ii）やむをえないから，これを行なってもよいとい

う性質のものであるのか，

については，さらに深く検討すべきであるし，それには，

③大学における研究の性格一基礎研究，応用研究，開発研究，試作研究，実用化研究一ある

いは「実学」と「虚学」の問題をどのように考えるか，

④大学における適切な，あるいは不適切な研究課題とは何か－軍学協同の問題，公害の問題

までさかのぼる必要もあるであろう。

また，反対の論拠であり，賛成の条件ともなっている問題点として，

⑤研究における大学の自主性を維持する方策は何か，それは制度の問題なのか，あるいは運

営の問題であるのか，

⑥研究計画や研究の遂行の過程における民主的運営を保証するにはどのようにすればよい

か，

⑦研究成果の公表の自由はどのようにして保証されるべきか，発表の形式について問題はな

いか，

などを挙げることができるであろう。

さらに具体的には，

⑧産業界との接触は，研究者個人のレベルで行なうべきなのか，特定の学内機関あるいは，

公的な学外組織がそれを規制すべきものなのか，

ｂ
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⑨研究資金の受容と配分はどのように考えるべきか（後述)，

などについて，制度的にも検討を要するであろう。

なおこれらの基本的な問題のほかに，

⑩ビッグサイエンスに関連する協力体制，

⑪再教育における大学院および大学研究所の活用，

⑫「産学協同」をとおしての人的交流の促進，

などに関する社会的要請にたし､し，大学はどのように対応すべきかという問題も，

学」の課題として考慮すべきであろう。

｢開かれた大
▲

2．地域社会への奉仕

の地域社会における大学

この問題は，前述の産学協同と密接に関係している。各界の意見も両者を明確には分離してい

ないものが多いが，特に地域社会との連繋を，大学のもつ一般の社会的機能とは区別して論じて

いるものもある。

ａ）中央教育審議会の「大学の管理運営について」（1963年１月）は，

①大学は積極的にその関連する社会との連繋を深め，特に地域社会のために寄与することが

望ましい，

とし，これを「学外者を加えた機関の設腫」の必要性にたいする根拠とするとともに，この機関

には，

②産業経済界と大学との連繋に関する意見の交換，

という機能をあたえようとしている。

このように，大学と地域社会との関係は，研究に関しての協力と無関係ではないが，大学の管

理・運営にもつながる性格をおびている点に注意すべきであろう。

ｂ）これにたいして，広島大学のように，その地理的な特殊性から，瀬戸内海工業地帯における

産業との協力の必要性を指摘している場合もある（1.-(2吟ｄ参照)。

ｃ）また東京教育大学は，その「新大学ビジョン（案)」（1969年７月）のなかで，

①知的生産の社会への還元の意味で，新しい「頭脳の町」の建設に積極的に参加し，

②社会的責任感に目覚め，他の大学や隣接する関連諸研究所との連繋を進めること，

を明確に打ち出している。

口
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ｄ）さらに教育研究所調査「学長の意見」（前出）によれば，大学が地域社会と関係をもつこと

にたし､する反対論はなく，積極的な賛成の理由としては，

①大学は地域社会と密着してその進歩に貢献し，地域の文化・教育センターの機能を果たす

べきである。

②地域社会への適合は，地方大学の性格として当然であり，それが大学の定型化を防止し，

個性ある大学を育てる上にも効果がある。

などがあり，さらに，大都市の大学が地域に密着し得ないことを，大学の地方分散の必要性にた

いする根拠とする意見もみられる。

いずれにしても，研究の面での地域社会との結合は，むしろ「産学協同」の一形態としてとり

あげられており，地域社会への奉仕の実例も，入学，就職，継続教育などが中心となっている。

なおこの場合にも，

③あまり局地的な利害と結びつかぬよう配慮すべきである，

との意見があるのは，「産学協同」におけると同様の理由があるからであろう｡

②地域社会との関係における問題点

大学が本来の教育的ならびに研究的機能とならんで，その属する地域社会への奉仕という任務

をもつことについては，ほとんど抵抗なく受け入れられているようである。特に，

①地方大学と地域社会との結合は，大学の個性の発展を助長し，ある意味での大学の多様化

に通ずる点で注目すべきであり，

②地方産業の振興に貢献するという効果も考えられる。

しかしながら，その反面

③あまりに地域社会との接触にこだわることは，大学本来の機能をそこなうおそれはない

か，また，狭い地域のZAに目を向けることは，大学の健全な発展を阻害するおそれはないか，

についても，一応の考慮を払うべきであろう。

もとより，地方の各種勢力との不健全な結合は論外であるとしても，大学の自主性の維持につ

いては，「産学協同」の場合と同様の配慮がなされるべきであると思われる。

このほかに，大学と地域社会との関係における特殊な場面として，公害の問題を挙げることが

できるであろう。特に地方大学においては，地域産業の急速な発展にたいし，大学が積極的に協

力すべきであるとする意見がある反面，これにともなう公害の問題をどのようにとらえるかにつ

いては，異なった立場が考えられる。たとえば広島大学教養部改革委員会の意見にもみられるよ

▽
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うに，公害発生の危険のある地域開発への参加を否定する立場もあるが，公害対策への協力とい

う形での地域社会への奉仕も考慮されてよいであろう。

3．特許権

大学における研究の成果が，社会との結びつきにおいて提起する特殊の問題として工業所有権

の問題がある。これは，上述のような各種の協同研究の場合にもみられるが，また大学独自の研

究過程においても発生しうる。

研究の成果として，あるいは研究過程における副産物として，発明が完成された場合に，

①工業所有権の帰属は必ずしも常に明確であるとはいえないこと，

またその特許が実施された場合に，

②特許料の使途についても，問題が残されていること，

は，以前から指摘され，審議会その他においても検討されることになってはいるが，今日なお解

決をゑていないのが実情である。

「開かれた大学」と高度に発展した社会との協力の緊密化は，おそらくこの問題を再び前面に

押し出すことになるものと想像される。しかもこの問題は，大学の，特に国立大学の研究にかか

わるという点で，一般企業における特許の問題とは異なった要素を含むものとして考慮されるべ

きであろう。しかしながら，これについては具体的な提案がみられないので，問題の指摘の承に

とどめておく。

白

４．研究資金

の資金源

大学が社会から直接受入れる研究資金は，多くの場合，産学協同に附随する問題の一つとして

取り扱われている。

しかし大学外からの資金の受入れは，種だの形式で行なわれており，せまい意味の「産学協

同」に糸られるように，特定企業から特定研究室に導入されるのは，その一例にすぎないので，

ここで改めてこの問題について検討を加えてふることにしよう。

研究資金受入れの問題は，大別して，理念的な面と制度ないしは運営の面とにわけられるであ

ろうが，前者については，「産学協同」の場合と同様に考えてよい。

この資金受入れに関する理念的な問題を要約して，たとえば，東北大学管理運営検討委員会第

三専門委員会の「大学自治と学生の問題に関する報告」（1968年10月）においては，つぎのよう

｡
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に述べられている。すなわち，

①大学の教育が,研究成果に基づくものでなければ，学問の創造的継承という意味を失い，

文化の発展にたし､する貢献を期待できない，

しかしながら，学問の進歩とともに，たとえば，

②軍事研究への傾斜のような，社会的にも無視できない否定的側面を生ずる危険がある。

そのほかの場合にも，

③学問の巨大科学化につれて，「研究費第一主義」におちいり，「資金源」の問題性が看過

される。

これは,大学のもつ研究と教育という二つの機能の調和に関してしばしば批判の対象となる研究

偏重（｢研究第一主義｣）と，研究費の不足を補うために安易に外部からの援助を仰ごうとする

「研究費第一主義」とに，警告をあたえたものとして注目すべきであろう。

なお，この資金源の問題は，研究面における国際協力が今後ますます盛んになるにつれて，国

際的な性格をもつことになるものと予想される。

これとは別に,各種学会の諸行事に要する経費は，産業．経済界からの援助によってまかなわ

れている場合が多い。もとより学会は大学とは別の機構であるから，ここで議論すべき性質のも

のではないが，国際学会の集会などに当たっては，大学の教官が，組織はもとより，資金の面で

も苦労しなければならないという実情は一考を要する問題であるかも知れない。

②資金の導入と配分

大学が産業・経済界から研究資金を受入れることを是認する立場をとるとしても，その具体的

な制度ないし運営については，必ずしも現状が肯定されているわけではない。

たとえば,経済同友会の意見（,.＿(Ｄ－ａ参照)。には，「多目的大型財団」の設立によって，

実用的部門と基礎的部門との間の研究資金の配分を適正に行なう配慮が必要であることが示され

ているし，「東大改革再議」（1.-②－ｃ参照)。の「研究の項」では，

①大学外からの資金援助は,（大学）研究所の自主性をそこなわないかぎり，研究所間の競

争を促進する意味で考慮に値する，

と述べ，これに関連した議論のなかで，

②特定の個人や研究室ではなく，大学として研究の委託を受け，実学と虚学のバランスを考

える，

という方法も示唆されており，また，大学と社会との関係を深める活動を実施するに当たって，

●

◆
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③学術振興会のようなクッションを置き，積極的な活動の拠点とする，

という提案もなされている。

このように，資金の導入と配分については，いくつかの改革案が示されてはいるが，実際に

は，制度化の面でも運営の面でも多くの問題が残されているものと考えられる。

５．施設の開放

現在，国立大学に置かれている共同利用研究所や共同利用施設（大型計算機センターなど）は

かなりの数にのぼっているが，これらは大学間の共同利用のためのものであって，大学以外の研

究者に開かれるのは例外的な場合にかぎられている。

しかしながら，一方において，研究の大規模化にともない，大型の設備や大量の資料が，共同

利用センターの形で運営管理される傾向はますます箸るし<なり，同時に，研究組織も開かれた

形をとる場合が増加するであろう。したがって，大学の設備ならびにそれに附随するサービス

を，一般の研究者に開放する必要が生ずるものと予想される。

たとえば，「東大改革再議」（Ｌ－ＧＤ－ｃ参照)。には，「各研究所間の共同利用の機関を設

け，可能な限り学外研究者にも開放する」と述べられている。

もとより，既存の施設には，本来の設置目的があり，それをそこなわないかぎりでの開放が問

題になるわけであるが，運営上の困難や，開放にともなう弊害（悪用）を生ずる場合も予想され

ないわけではない。

さらに，研究者以外の一般社会人に，図書館などの施設を開放するという形での地域社会への

奉仕が考えられる。たとえば，地域社会の「文化・教育センター」としての大学（前述２．の②

参照）という構想も，何らかの意味で，施設の開放を前提としているものと思われる。

また，「Ⅳ教育」で述べられているように，大学および大学院または研究所の社会教育活動

が拡大されれば，それにともなう施設の利用も増加するものと考えなければならないであろう。

このように，大学の施設の開放は，社会に開かれた大学の活動にともなって，経費，人員，管

理等の面で，種☆の問題を提供する可能|生があり，さらに検討を要するものと思われる。

０

△
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Ⅳ教青

社会の急激な発展にともない，大学と社会との関係が緊密化するにつれて，大学の任務・機能

にたいして根本的な反省，検討，改革を加えることが必要であることは，これまでふてきたとお
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りであるが，このことは，特に大学における教育の側面について妥当する。ここでは，この側面

にかかわるいくつかの論点を挙げ，それらについての各種の考え方にもふれつつ，問題の所在を

明らかにすることにしたい。

1．大学教育の多様化

すでに「Ⅱ制度」でも象たように大学教育の大衆化と社会の要請への対応とに関連して,}教

育内容の多様化が主張されているが，この教育内容の多様化は，二つの側面からみる必要があ

る。すなわち，大学の大衆化にともなって学生の能力に格差が増大することからくる側面と，社

会が大学に要求し，したがって大学に入ってくる学生が要望する教育の種類が異なることからく

る側面である。

（Ｄ能力格差

これについて二つの考え方が存在する。一つは，大学は高度の学術の研究・教育を行なう所で

あるから，入学すべき学生にたいして，厳格な選抜試験を行ない，能力のある者だけを入学させ

るという考え方である。この考え方は，エリートのための大学という理念を基礎にしているばか

りでなく，それを実行する場合の難点は，選抜試験だけによって人間の能力の判定ができるとい

う前提に問題があることである。

これと対立する他の考え方は，社会に潜在する能力を活用するため，なるべく多くの者に入学

の機会をあたえ，能力の高い学生にも，能力の低い学生にも適応できるようなカリキュラムを編

成する方向に進むべきであるとするものである。この考え方を実行に移すためには，現在の入学

試験制度，大学の教育組織に大きい改革を行なわなければなるまい。大学は，研究の場であると

ともに，階級移動のうえで大きい役割を演じている点を考えると，大学教育の機会をなるべく広

くあたえることが，民主主義社会における大学の在り方とも考えられる。

②種類の多様化

知識の増大，その種類の多様化，社会に必要とされる知識，技能の多面化に関連して，大学と

してとるべき二つの立場がある。第一は，教育内容をできるだけ少数の種類の基本的知識技能に

かぎるぺきであるという考え方であって，伝統的大学観というべきものである。この立場の問題

点は，必要最少限の基本的知識技能をどのようにして決定するかということである。固定的な社

会においては，この決定も比較的に容易であろうが，今日のような流動的社会においては，どれ

が必要か，どれが基本かについての考え方の一致を求めることが因難である。

◆

◆
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第二の立場は，大学は社会へ奉仕する責任をもつのであるから，社会が要求するなるべく多く

の種類のものを大学教育内にとり入れてゆくべきであるとの考え方である。大学として社会の要

求を受け入れる場合，社会の要求するすべてのものを教育内容へ入れることはできない。教育内

容の決定にあたって，大学が自主的に行動すべきことは言うまでもないが，社会の要請にたいし

て十分傾聴することも必要であろう。

③多様化の方式

大学が以上述べた二つの意味でその教育内容を多様化してゆく場合には，次の三つの組織が考

えられる。

ａ）能力の程度，求められる知識の種類に応じて，独立別個の大学を創設し，そこで，能力別，

専門別の教育を行なう方式。これは多様性に順応するためには最も容易な方式であり，また大

学規模の適正化をはかることも割合いに因難ではない。しかし，すでに「Ⅱ制度」のところ

でふれたように，大学間の格差の助長などで問題があるし，また教育上も，専門に偏し，広い

教養をあたえることが不十分になりやすい。

ｂ）総合大学を充実強化して，総合大学内部において，能力の程度および求められる知識の種類

に応ずる教育部門を設ける方式。この方式は大学間の格差を生糸出す危険は少ないが，大学内

の部局間に差別が生れるおそれがある。また新しい内容の導入が，既存の部門の影響から，容

易でない場合もあろう。また大学としての規模が大きくなり，管理運営に問題を生じやすい。

ｃ）特別の大学や部局を設けることなく，一つの部局内で多様化をはかる方式。これは大学間，

、大学内部局間の格差を生み出す可能性は少ないが，新しい内容導入の困難性，規模の過大化の

危険が存在することは，（ｂ）の方式と同じである。

教育の多様化に当たっては，大学間の格差をどうして防止するか，規模の拡大をもたらさない

ためにはどうするかといった問題を考慮することが必要である。

④多様化への対応

大学教育の多様化に対応するためには，大学として，次の点に配慮する必要があろう。

ａ）新しい教育内容が円滑に導入されるよう，講座制，学科目制などの教育組織を改めること。

ｂ）教育の多様化を実現するため，人員，施設等の面で，思い切った充実を行なうこと。

ｃ）学生の能力，要望に応じた教育が行なわれるように，カリキュラムを豊富にすること。

ｄ）学生の履修に関して，個人別指導が行なわれるようガイダンス，カウンセリング，チュータ

ー制などの組織を確立すること。

Ａ
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2．大学教育の目的と内容

の大学教育の目的としての人格形成

大学教育の目的において，社会との関連で問題となることは，大学は，高度の基礎的知識と思

考能力をあたえることを目的とすべきか，それとも職業教育を目的とすべきかということであろ

う。伝統的な大学の理念においては，大学は，職業に直接志向した教育を行なうものではないと

の考え方が強かった。したがって大学教育の目的は，いわゆる職業人ではなく，いわゆる知識人

を養成することにありとされていた。職業教育の問題については，次項で論ずることにして，こ

こでは大学教育の目的として期待される人間形成についての諸見解をみることとする。

大学教育において，知識や技能の伝達が行なわれることについては，異論はない。しかしそれ

を超えた教育に大学がどれだけ関与すべきかについては意見が分かれている。

この点について一方では，大学は人間形成，なかんずく，徳性の栖養につとめるべきであると

いう考え方がある。たとえば経済同友会は次のように主張している。「……大学が産学協同など

を通じて，積極的に社会に奉仕する姿勢を明らかにし，また教育面においても，知識や技術の伝

達にとどまらず，精神的，道徳的覚醒を促すものになることを期待したい｡」（｢高次福祉社会の

ための高等教育制度｣，1969年７月，１３頁）また，日本経営者団体連盟の考え方もこれに属する。

「｢大学では｣，全カリキュラムを通じて，人間形成，なかんずく徳性の酒養について格段の配慮

がはかられることが必要である｡」（｢直面する大学問題に関する基本的見解」1969年２月，文教

協会編，「大学問題資料集」５８頁）

以上の考え方にたいして，大学における教育は，全人格的教育を直接の目標とすべきでないと

いう考え方があり，たとえば，東京大学改革準備調査会の報告書の考え方は次のようなものであ

る。「教官が学生の人格的成長に対して影響を与えるということは，教育機関として望ましいこ

とである。しかしながら，大学における教育は，あくまでも相互に独立の人格をもつ人間が，学

問の場を中心として接触することによってなされるのを原則とすべきであり，全人格的な育成，

指導を直接の目的としてなされることを原則とすべきではない｡」（｢東京大学改革準備調査会第

一次報告書」1969年11月，６０～61頁）

大学の教育過程において，当事者たる教官や学生が人格形成に何の影響も受けないと考えるの

は誤りであろう。しかし大学が学生の全人格形成に責任を負うと染ることも，大学教育の役割り

を過大視するおそれがあろう。この点について前記の東京大学改革準備調査会は，大学が学生の

人格形成に関与するとしても，それは学問研究を通じて，自主性，創造性，綜合的判断力，批判！

▲
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的精神，寛容の態度を培う点にあるとの考え方をとり,次のように述べている。

「大学において行なわれる教育の目的は，知的創造性と綜合的判断力を培うものでなければな

らない，すなわち，学生が批判力・判断力・創造力を高め，明断に思想を交流しうる力を養

い，また科学的な実証的精神を身につけてゆくことを目的とすべきである｡」（同上，146～147

頁）

②大学教育の内容

大学における教育について，その固定化と社会からの孤立化とが批判されているが，大学の教

育内容を社会の要請にどれだけ対応させるべきかについては，二つの対立する考え方がある。

その一つは，大学は，個人および社会の要請に応じて，教育内容を変えてゆくべきであるとい

う考え方である。たとえば中央教育審議会はその「開かれた大学」の主張のなかで，「〔新しい大

学は〕個人と社会の教育に対する要請に即応できる大学である．.….」（｢当面する大学教育の課題

に対応するための方策についての答申」1969年４月，３頁）ことを強調している。

また岡山大学の改革案でも次のように主張されている。「カリキュラムの内容が学問の進歩に

即応しなくてはならないことは言うまでもないが，社会の進歩に対応させることも必要である。

たとえば，情報化時代にふさわしいカリキュラムの開講なども考えられる｡」（｢岡山大学改革草

案」1969年８月，９頁）

広島大学においても，次のような意見が述べられている。「また，大学の大衆化，学生の多様

化に伴い，伝統的なカリキュラム内容が，学生のその後の進路と十分連関を持たなくなっている

場合がま主糸うけられる。教官の研究者としての関心や，従来の研究後継者養成の目標から組立

てられたカリキュラムが，学生のもつ現代的関心と触れ合わない場合や，いわゆる「研究第一主

義」から生ずる，大学の社会教育機関としての使命や任務に対する軽視ないし無視,あるいは教

育に対する無自覚な態度が，極端な場合には,いわゆる「教育の私物化」となって不満や批判を

招いているなどのことが指摘されている｡」（｢大学問題検討委員会準備委員会答申」1969年５月

21頁）この広島大学の見解は，カリキュラムの内容加何が，学生の勉学意欲を向上させる上にお

いても重要であるとみている。

これらの考え方と対立する第二のものとして，大学の教育を社会の要求に応ぜしめようとする

ことに慎重であれとの考え方がある。たとえば，国立大学協会は,次のような見解を発表してい

る。「大学がいたずらに閉鎖的であり，「象牙の塔」として社会から孤立してはならないことは

言うまでもないが，大学が社会的必要に応じ，社会．国家に奉仕する途は，大学がその自主的判

ｑ
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断にもとづいて「歴史の要求」に応えるべく努力する以外にはあり得ない。大学をあまり実用的

に考え，直接の社会的要求に応ぜしめようとすることはとくにそれについて制度的な途を開くこ

とはかえって大学の真の活動を麻痒せしめ，社会・国家に対しても損失を招くことになる｡」

（｢大学の管理運営に関する意見」1966年６月，18-19頁）

また日本学術会議大学問題特別委員会の考え方も，この点に関して次のように警告している。

「大学の「大衆化」に対応して学問の内容を卑俗化しようという意見があるとすれば到底容認し

がたいものといわざるを得ない｡」（｢大学問題特別委員会報告」1969年４月，１２頁）

大学が社会の要請をどれだけ教育内容に反映させるかは，大学の自主的判断によるべきである

ということについて異論はないであろう｡しかし，大学が従来の伝統に固執して，この要請に答

えることを怠るならば，学生の勉学意欲に悪い影響を与えるという見解も尊重されねばならな

い。また現代のように，急速に発展する社会においては，個交の知識自体が急速に価値を失って

ゆくことも重視されなければならない。

この点に着眼して，大阪大学では，次のような見解が表明されている。「今日の社会における

大学の使命を考えるならば現在の大学の専門教育においては，教員がその研究活動を通じて，自

己の内につくり上げた学問体系をその教育に反映させ学生に創造的精神活動を体得させることが

最も重要である……知識の切り売りのような教育は教育のあるべき姿ではなく新分野を自ら切り

開いてゆくことのできる能力を獲得させるような教育が大切であろう｡」（｢大学改革の基本方針

（その一)」1969年６月，６－７頁）

複雑に分化し，多元的な社会においては,大学の教育内容を固定的に考えることは問題である。

大学の行なう教育の中には，直接実用に結びつくものもあり，実用とは全く無関係のものもあ

る。創造力や研究力の酒養が重視される場合もある。このような多種多様の教育が多元的に展開

する場は，大学以外には存在しない。ここに大学教育の特色が見出される。

●

少

3．大学における職業教育

大学における職業教育が社会との関連において問題となるのは，二つの点においてである。第

一は，この教育のあり方にたいする一般社会，とくに各職業集団の要望ないし要求に，大学とし

てどのように対応すべきかということであり，第二は，職業教育のための大学組織をいかに考え

るかである。

の職業教育についての社会の要請

｡
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近代以前の社会においては，職業人養成は主として，各職業集団の仕事であり，大学が関与し

た職業教育は，大学教授と僧職者の養成などのかぎられたものであった。１９世紀半以降，大学

にたいする職業教育の要求が強まり，医師，弁護士，技術者，公務員，教員その他の職業人の養

成も大学の任務とされてきた。今後も職業において高度の専門的知識や櫛Eが要求されることは

明らかであって，大学の職業教育にたいする社会の要請は強化されるものと糸なければならな

いｏ

大学が職業教育に関与すべきかいなかについて，肯定する見解と否定する見解との対立がある

ことはすでに述べた通りであるが，まずはじめに，大学は職業教育を行なうべきではないとする

見解の問題点を検討して糸よう。

職業教育は大学の任務でないとするならば，それをどこで行なうかという問題が生まれる。こ

れつについては，二つの方式が考えられる。

第一は，学校体系の中に，大学とは別に，職業教育専門の教育機関，たとえば高等専門学校を

設けるやり方である。このやり方の問題点は二つある。一つは，大学の理念にかかわるもので，

この方式は，階級の区別によって進学する学校を差別する複線型学校体系の考え方に立つもので

あって，すべての者にたいして，能力に応じて学校を開放するという単線型の理念とは相反する

傾向をもちやすい，ということである。第二の問題点は，専門の職業教育機関において専門家を

養成する場合，高度の専門家養成はどこで行なうべきかということである。それは，最高の教育

研究機関である大学以外にはない。したがって，たとえ中級程度の専門家は専門教育機関で養成

したとしても，大学は専門家養成の任務を免れることはできないし，また専門教育機関が高度の

専門家を養成できる能力を備えている場合，これを大学としない理由は存在しない。

職業教育を行なう機関として，企業ないし一般社会を考えるのが，第二の方式である。従来，

わが国においては，学校卒業者を採用した企業が，専門の知識，技術を教育する例が多かった。

企業による訓練は，重要な役割を演じてきたし，今後も演ずるであろうことは疑いない。しかし

企業における訓練が大学における職業教育にとって代わるべきかというと，ここに大きい問題が

ある。すなわち，企業においては，その目的に拘束され，自由にして批判的な教育は行なわれな

い。また，従来のように，終身雇用制度が強い場合には，企業内訓練による職業教育は意味をも

っていたが，終身雇用制の崩れつつある傾向を承ると，－企業にの承通用するような技能の訓練

には問題があると象なければならない。こう考えると，今後の社会においては，公共の教育機関

が職業教育を担当すべきであるという考えが強くなると思われる。またわが国では，職業訓練に

▲
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おいて各種学校が大きい役割を演じているが，これにも，いろいろの問題がある。一般的にいっ

て，各種学校は，その程度が多種多様で，教育上問題がある。また正規の学校が社会の要請に応

じないで，その要請を各種学校へ転嫁することには，公共教育の点からみて，基本的に疑問が存

在しよう。

このような状況のもとで，大学は，その職業教育のあり方について，各種職業集団の要求をど

のような形で，また，どの程度受け入れるべきかが問題となろう。たとえば日本医師会は，医師

の養成に関して種盈の見解を明らかにしているし，また文部省は，義務教育の教員養成のあり方

について，明確な基準を提出しているが，免許など資格取得に必要とされる学科目が大学の職業

教育の内容を実質的に規定することには，問題があろう。大学の職業教育については，究極的に

は，大学自身が責任をもって自主的に決定し，望ましい職業人のあり方についての大学の考え方

を積極的に各職業集団へ浸透させていくことが，基本的前提とされるべきであろう。

②職業教育の組織

職業教育についての第二の問題は，特定の職業人を,それぞれ独立の教育機関で養成すべきか，

それとも多種の職業人を，総合大学において養成すべきかという問題がある。

前の考え方では，いわゆる「目的大学」においては，高度の専門的知識・技能の教育がより十

分に行なわれること，学生の目標が当初から定まっており，目的意識の強い職業人の教育が可能

であるということ，が根拠となっている。しかしこの二つのことは，「目的大学」を支持する根

拠として必らずしも十分ではない。高度の専門的知識・技能の教育は，「目的大学」でも，総合

大学でも行なうことができるし，また特定の職業人養成を目的とする教育機関へ入学する者が，

当初から明確な目的意識をもつとはかぎらないからである。これに加えて，「目的大学」につい

ては，「Ⅱ制度」および「Ⅳ教育」のところで多様化に関連して述べたような問題もある。

高度の職業人には，単に専門的知識・技能だけではなく，調和のとれた教養と広い視野をもつ

ことが期待されている。したがって，特にせまい専門に閉塞するような教育は，大学の職業教育

としては問題であろう。

大学の職業教育に関して，最近とくに問題となるのは，社会の進展に応じた新しい職業人の養

成にいかに対･応するかということである。たとえば，「情報化社会」は，従来の文科・理科双方

の知識や技能をそなえた新しい職業人を要求している。コンピニニター関係の担当者はその例で

ある。このような職業人は，高等専門学校や各種学校でも養成はできよう。しかし，前述のよう

に，総合的知識と創造的能力をもつ高度な職業人は，大学においてしか育成できない。ところが

△

卜

必

「

ロ

③

－９３－



従来のように文・理科間や学部間の区別が固定している大学組織のもとでは，このような職業人

の養成は困難である。

③現職教育

今日のように激しい技術革新のもとでは，職業人の再教育について社会が大学に期待するとこ

ろは大きい。大学において，現職者の再教育を行なう意義は二つある。一つは，新しい事態に適

応するような新しい知識や技能を現職者にあたえて，職業能力の向上をはかることであり，もう

一つは，職業人を狭く専門に偏した生活や方法から解放して，広い視野，新しい生活態度をもた

せることである。

大学における現職教育は社会的存在としての大学の責務でもあろう。すでに初等・中等教育に

従事する教員の再教育については,大学において具体的課題としてとり上げられている例もある。

現職教育の方式については，次の「4．大学教育の開放」を参照されたい。

▲

4．大学教育の開放

①大学開放の根拠

大学教育を一般人にも開放しなければならないという主張の根拠としては，少くとも次の四つ

のものが考えられる。一つは，教育というものは,人生の特定の時期にかぎられるべきではなく,

すべての時期をつうじて受けるべきものだという生涯教育の理念である.たとえば，日本社会党

は，大学改革に関連して，次のように述べている。「抜本的な改革の基本は，生涯教育の思想に

より，幼児より成人にいたる一貫せる学校教育体制を構想する｡」（｢大学改革試案」1969年２月，

文教協会編「大学問題資料集」６６頁）

生涯教育の理念から直接に大学開放が象ちびき出されるわけではない。しかし将来,国民の大

部分が，最低，高等学校修了程度の学歴をもつことが予想されるが,そうなると，社会教育の大

半が大学教育の水準で行なわれることとなり，大学にたいずろ社会教育の要求が生れる。

大学開放の第二の根拠は，余暇利用としての教育である。国民の学歴の向上，労働時間の短縮

による余暇時間の増大にともない，余暇の利用形態として，大学における研究や教育への参加が

考えられる。第三に，急激な技術革新のもとにおいては，既存の知識，技能の陳腐化は早い。し

たがって，一旦獲得した知識了技能も，たえず更新す.ろ必要があり，高度の知識・技能の再教育

の場として，大学が重視されるようになってくる。これらの点について日本自由民主党は，大学

開放の理由を次のように述べている｡「……これらの人々は余暇の利用を，単に娯楽の分野だけ

ａ
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でなく，精神的，知的生活の充実に向けるだろう。これらの知的欲求に応えるものは，大学であ

る。……また不断に新知識の導入を必要とする場合が多い。ここで大学は知的公共機関としての

役割を果たす時代を迎える｡」（｢大学問題に関する中間報告」1968年11月，文教協会編「大学問

題資料集」９頁）

大学開放の第四の根拠は，潜在している能力を活用するため，または教育の民主化に応ずるた

め，大学入学の機会をもたなかった者にも，大学で勉学する機会をあたえるべきだという考え方

である。この点について日本社会党は次のように述べている。「更にまた，貧富の差によって，

進学の可否がきめられたり，勤労青年の勉学意欲に門を閉ざすような現状を打破し，「国民大衆

に解放された大学」でなければならない｡」（｢中教審「中間報告」に対する社会党の態度」１９６９

年３月，文教協会編，大学問題資料集83頁）

また中央教育審議会も次のように述べている。「〔大学には〕，民主社会の発展に伴う教育民主

化の要望に応えて，広い階層に対する職業教育と市民教養，こういう新しい任務が付加された｡」

（｢大学教育の改善について」1963年）

②大学開放の方式

大学が生涯教育のための－機関として，一般成人，勤労者等に開放されるくさであるとの要請

に応ずる場合，大学がとる方式には次のものが考えられる。

ａ）一般学生のための正規の講義，教育施設を公開し，一般人の参加を認める。これは従来も，

部分的には行なわれて来たところであるが，これをもっと拡大してゆこうというのである。こ

のやり方は，一般学生と社会人とが同じ教育の場で接触することにより，世代間，社会階層間

の断絶が少なくなり，教育的にも，好ましい効果が期待できる。しかし，一般人の入学につい

ては，各種の問題があり，特に入学試験制度を根本的に改める必要がある。

､）大学に，公開講座部，夜間部，通信教育部，放送大学部，現職教育部というような，社会人

を対象とする教育を専門に担当する部局を設け，独自の見地からカリキュラムの編成，講師の

選任，単位の認定等に当り，大学内外の人員，施設を利用して教育を行なう。この方式では，

社会各層の要望に応じた教育内容，教育方法を採用できるし，また教育の場所も，大学のキャ

ンパスにかぎられることなく，大学が各職場，各地域社会へ出張して教育を行なうことも可能

である。欧米の有名な大学の公開識座はこの方式によるものが多い。この方式を実行するため

には，社会人にたいする大学教育のあり方について，組織的に研究してかかることが必要であ

る。

ひ
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ｃ）大学の正規の授業とは別に，必要に応じて公開講座などを組織して，一般人に大学の教育を

利用させる。この方式の公開講座は，従来から行なわれてきており，1967年度，開設枝155大

学，開設講座数358,受講者数112,929人に達している。このうちの大部分は私立大学におい

て開設されており，国公立大学で開設したのは，４８校にすぎない。しかし日本自由民主党など

は，この公開講座に期待をよせ次のように述べている。「〔大学の知的公共機関としての役割を

、果す〕萌芽が大学における公開講座にふられる。公開識座の編成は，また，大学側にとって各

学部の協力による全学的姿勢を必要とし，これが従来の学部の閉鎖性を開放する効果も見落し

てはならない｡」（｢大学問題に関する中間報告」1968年11月，文教協会編「大学問題資料集」

９頁）

公開講座は，さし当たり実行可能な大学開放の途である。しかし，大学の開放を，この方式で

行なう場合，大学の人員と施設に過大な負担がかかるおそれがあり，大学の開放に限界が生まれ

やすい。

ｄ）成人のための独立の大学を設置する。

これはあまり見うけられない方式であり，またこの大学は本来の大学とは違った性格のものに

なるおそれがある。

以上のいずれの方式によるにせよ，大学の開放に当たっては，専門にこれを担当する部局の設

置等，大学の人員，施設についての充分な配慮を行なう必要がある。この点について従来から夜

間部によって，大学公開を行なっている岡山大学では，こう述べている。「勤労学生のために設

けられた法文学部第二部は，創立以来三年制から五年制に昇格したに止まり，その学生のための

教育施設及び管理，述営機構はほとんど創立当時そのままといって過言ではない｡」（｢岡山大学

改革草案」1969年８月，９頁）

大学開放の方式について具体的にふれたものとして，広島大学および東京教育大学の次のよう

な構想がある。

広島大学は，「産学協同，公開講座等に関して，企画，接捗，財政など一切を取扱う綜合的な

センターの開設は考えられないであろうか｡」（｢大学問題検討委員会準ｉｉｉ委員会答申」1969年５

月，１０頁）といい，

東京教育大学は，独立の「公開大学局」を設ける案を提出しつつ，「公開大学局は，……大学

の研究，教育活動を社会に開放する業務を担当する。ここでは，

①社会に開放された研究組織・シンポジウム・研究応用組織

、

⑨

巳

⑬

－９６－



②公開講座・現職教育・通信教育

③放送大学

等大学の研究・教育の公開・大学と社会との結合を深める諸活動を行なう。（公開大学局長は，

企画調査局長，図書館長と共に学長に直属し，学長，副学長，事務局長と共に執行部を構成す

る｡)」（｢筑波における新大学のビジョン（案)」1969年７月）と述べている。

なお大学開放との関連において，学外者を加えた機関の設置が提案されていることにも注目す

べきであろう。たとえば，中央教育審議会は次のように述べている。「民主的社会における大学

は，社会に対して閉鎖的であるべきでなく，積極的にその関連する社会との連繋を深め，特に地

域社会のために寄与することが望ましい。よって必要に応じて大学に学外者を加えた機関を設け

るべきである。この機関は，公開講座等の大学の拡張，産業経済界との大学の連携，教育の向上

及び文化の発展等に関し，大学と地域社会とがその協力関係を進めるため，相互に意見を交換す

る機関とする｡」（｢大学の管理運営について」1963年１月，国立大学協会編，「大学の管理運営

に関する意見及び中間報告」附属資料，103頁）

●

▲

5．教青方法

大学における教育方法の問題点として指摘されていることは，古い型の講義中心で，非能率的

であること，しかもそれが多人数を一堂に集めて行なわれるため教師と学生との人格的接触が不

足していること，などである。

社会との関連において，教育方法を考える場合，次の諸点を併せて考慮することが必要であ

るＣ

ａ）教育方法に関する新しい理論や技術を教育の場に生かすこと。特に,情報関係諸科学の発達

は，教育方法に大きい変革をもたらすものであるから，大学はその発達に関心をはらい，それ

を教育の場に生かす態度をとることが必要であろう。

ｂ）社会の諸問題を教育の材料として利用すること。たとえば，法律学，経営学等で採用されて

いるケース・メソッドなども，他の学問分野にも応用できるかどうか検討する価値があろう。

ｃ）教育における総合的アプローチを採用すること。学問の進歩にともない，各学問分野間の連

関が密接となり，また伝統的学問分野の境界に新しい領域が発展してきた。たとえば，行動科

学というのは，学問分野を横断する新しい学問である。また社会の緊急の問題となっている事

柄は，自然科学，社会科学，人文科学の各方面の学問の協力のもとに，協同的にとり上げる必

企
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要がある。たとえば都市問題，交通事故問題は，このような問題である。こうした学問や問題

を教育の場面に生かすためには，「総合されたカリキュラム」の編成などを実験してゆくこと

も考えなければなるまい。この点について，たとえば広島大学の改革試案には，次のように述

べられている。「〔総合コースを設ける｡〕総合コースにおいては現代的motivationに即した

テーマを選ぶ。たとえばマルクス主義と実存主義,現代社会の探究,現代技術論現代都市論，

昭和史，原子力の時代……などのごときものが考えられる｡」（｢大学改革試案（第二次)」１９６９

年４月，３８頁）

。）現実の社会生活の場を教育的に活用すること。理工学の分野では，従来から工場，農場，船

上で実習を行なってきているし,教員養成では学校での実習がある。実習は,学生のmotivation

の強化の点から，大きな教育効果をもち，また受入れ側にとっても，学生のもつ新鮮な感覚，

批判的な物の見方が一般職業人に強い刺戟をあたえる効果がある。この意味で実習制度の活用

は多くの分野で考えられるべきであるが，そのためにはいろいろ解決すべき問題がある。たと

えば，実習のさいの学生の指導者をいかにして確保するか，適切な実習の場をどうして見出す

か，学生の労働にたし､する報酬をどうするかなどがそれである。

ｅ）大学の内外にわたって広く講師を活用すること。国外講師については別のところでとり上げ

るので，ここでは，国内の学外者についてを考えてみる。知識が多様化し，累積的に増大して

いくなかで，固定した教官だけが学生の教育に当たるならば，教育内容は狭く，かぎられたも

のとなる。それをさげるためには，既存の教官だ!'ﾅでは十分カバーできない分野については，

積極的に，学外の専門家，実務家を講師としてまねき，教育の充実をはかることも考えなけれ

ばならないであろう。この点について，たとえば，日本経営者団体連盟は次のように述べてい

る。「産学協同を通じて，大学と産業界，企業との人的交流を促進すること，とくに企業，官

庁等の人材の再教育の場として，大学院ないし，大学研究所が活用できるようにすることによ

って，理論と応用の両面の接触をうながすことが可能となるであろう｡」（｢直面する大学問題

に関する基本的見解」1969年２月，文教協会編，「大学問題資料集」６０頁）

また広島大学においても次のような意見が表明されている。「専門の錦上がはなはだしく，新

しい境界領域の発達のめざ蚕しい現在，限られた数の常勤教官だけでは教育面でも不充分であ

る。学生に学問的刺戟を与える点からも，研究者間の学術的交流の意味からも，学内，学外，外

国の学者を併任ないし非常勤講師として招聰することの要望は強い｡」（広島大学大学問題検討委

員会準備委員会「答申」1969年５月，３４頁）

■
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ただし，国立大学においてこのように学外講師を活用する場合には，身分・給与制度に検討を

加え，改革することが必要であろう。

6．大学教育における国際交流

大学は，単に日本の社会だけではなく，広く人類社会全体に奉仕することを基本理念とする。

この意味で，大学の国際化は，必然的にして，しかも大学にとっては最も重視すべき問題の一つ

であろう。大学教育における国際化には四つの側面が存在する。すなわち，外国人留学生の受け

入れ，外国人教師の利用，自国の学生の外国の大学での教育，外国の大学への教師の派遣であ

る。

の外国人留学生の受入れ

大学の国際化が進むにつれて，我が国の大学への外国人留学生の数が増大するものと思われ

る。これは，学術文化の交流としてそれ自体の意義をもつだけではなく，日本の大学教育にもい

ろいろの影響をあたえる。たとえば，留学生の存在により，大学の教職員，学生の国際的感覚が

養われることもあろう。外国人留学生の受入れについては四つの形が考えられる。

ａ）外国人留学生を特別扱いとせず，一般学生と全く同等に取扱う。この形が留学生受入れのあ

るべき姿であって，欧米諸国の大学では，原則としてこの方式を採用している。しかし，日本

の大学においては，これを実行するのには困難がある。それは，日本への留学生のなかには,

日本語の能力，学力の点で問題がある者があるからである。

ｂ）日本の大学での勉学に必要な日本語の能力その他の不足している者にたいして，特別教育を

施すための独立の教育施設をおき，その修了者を各大学に入学させる。この方式は，既唱一部

で実行されてはいるが，現在のところ，この教育施設に入学できる者は，特殊の留学生にかぎ

られている。このような施設はさらに拡充されることが望ましく，事情によっては，以下に述

べる．）の方式と合体することも可能であろう。

ｃ）外国人留学生を直接各大学へ入学させるが，入学のさいにも，また入学後の教育についても

特別な配慮を加える。この方式も既に一部の大学で実行中であるが，国立大学の場合，特別の

人員，予算措置を考えることが困難である。

。）独立の国際部局又は国際大学を創設し,外国人留学生の要望に応じたカリキュラムを編成し，

日本語の能力の十分でない者にたいしても，教育の機会をあたえる。このため，授業は,日本

語だけではなく，外国語（たとえば英語）でも行なう。この方式も一部私立大学において実行

●
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中であるが，国立大学では承られない。

以上の四つの形は，排他的に選択されるべきものではなく，いろいろの形が試承られるべきで

ある。いずれの場合にも，留学生の受入れにともなう特別の人員配置，財政措置を必要とする。

また単位の国際的互換性，本国での中等教育の評価等について，国際的取りきめや，情報交換が

必要となろう。

②外国人教師の利用

大学における研究・教育を充実させるため，外国より学者，専門家，教育者等を招く必要が多

くなると思われる。これらを受入れる場合，居住施設などの整備をはじめ，いろいろの点で受入

体制を整える必要がある。国立大学としてとくに問題となるのは,外国人教師の身分と待遇であ

る。また外国人教師を受入れる場合，通訳などの任にあたることのできる特別の人員の配置も必

要であろう。

③学生の外国大学における教育

国際交流の一つの形態として，外国の大学において学生を教育する必要が生じてくることも考

えられ，外国への留学生の増加も予想される。これに関して，いろいろの問題がある。とくに学

生の身分と単位の規定については検討を必要とする。現行制度のもとでは，外国の大学へ留学し

た学生は，休学ないし退学せざるをえない。また外国の大学で履修した科目は,日本の大学では，

履修単位として認定されないし，日本の大学で履修した科目も外国の大学で履修単位として認定

されない場合が多い。学生の身分保全，単位の互換性は，学生にとって重要な問題である。

さらに，国立大学としては，優秀な学生，とくに大学院学生にたいして，外国留学制度を設け

ることも検討すべき課題と思われる。

④外国の大学への教師の派遣

諸外国において，日本研究が盛んとなり，日本からの専門家の招聰が多くなって来ている。ま

た日本研究以外の分野においても，外国の大学に招かれて，研究，教育に従事する例も少なくな

い。これに関連して考慮すべきいくつかの問題が存在する。

ａ）外国への日本の学者の派遣は，国連，ユネスコなどの国際機関，フルプライトなどの外国

政府の計画，外国の学術財団，外国の大学の費用によるものが大部分で，日本政府が派遣する

のは甚だ少ない。日本の国際協力の一環として，わが国が，外国の大学の要望に応じて，教官

を派遣することも検討しなければならない。現行の在外研究員制度とならんで，在外教員制度
というようなものも必要と思われる。

史
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ｂ）外国へ派遣された教官の身分保障および送出大学の教育研究陣容の補充という問題があ

る。外国において，教育．研究に従事する学者の大きい問題は，身分の問題である。現行制度

のもとでは，一定期間以上外国にいると身分保障が失われ,帰国後ポストを発見することが容

易でない場合もある。このことが，待遇上の問題とからんで，いわゆる頭脳流出をきたすこと

も少なくない。これを防ぐためには，待遇の改善，地位の保障をはかり，安心して外国で活躍

できる態勢も考えてゆく必要がある。

他方，現行の在外研究員制度のもとにおいても，外国での研究●教育に教官を派遣した場合，

送出大学が研究．教育の面でその欠を補うことは容易でない。この点についても適切な制度的配

慮が望まれる。

⑤国際交流の組織その他の問題

わが国の国立大学においては，国際交流の組織を発達させる上において，種々の問題がある｡

この点について，たとえば広島大学では次のような見解を示している。「……研究教育のあらゆ

る面で，国際的な関係の増大は必須であると見られる。現在のように，国際交流が半ば私的な形

で行なわれている傾向は，今後積極的に改善されなければならないように思われる。人的交流を

はじめ，研究．教育に関する情報の交換施設の相互利用，大学院生の単位の相互認定など，検討

されるべき課題は少なくない｡」（｢大学問題検討委員会準備委員会答申」1969年５月，１１頁）

大学の国際交流の組織には，いわゆるシスター・ユニバーシティといわれる個女の大学間の協

定，国立大学協会などの大学の連合団体間の協定，国家間の協定があるが，国立大学としては，

制度的拘束を除去して，多元的な交流組織をつくることが考えられなければなるまい。

国際交流に関して問題となるのは，外国語教育である。従来のわが国の外国語教育は，実用性

のないことを批判されてきた。大学の外国語教育においては，実際に役立つということも必要で

ある。これとともに，外国語の種類をふやすことを考えなければならない｡英，独，仏というヨ

ーロッパ語のほか，スペイン語，ロシア語および中国語などアジア地域の言語はさし当たりぜひ

加えるべき語学であるが，これ以外にもできるだけ多数の外国語の教育が大学で行なわれること

が望ましい。この点について，たとえば岡山大学では次のように意見を述べている｡「また，国

際的交流が盛んな今日，実用外国語の要求はますます強くなっているので，既設外国語のその面

での充実が強く望まれる。更にロシア語，中国語，スペイン語等も選修として開講されることも

必要である｡」（｢岡山大学改革案」1969年８月，１２頁）

ｂ
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Ｖ結びに代えて

急激に発展しつつある社会の要請を受けとめて，大学が，その制度，研究，教育それぞれの面

において，以上承てきたような諸点について改革をすすめ，新しい，生食とした大学に脱皮して

いくためには，さらに次の諸点が検討される必要があろう。

ａ）大学についての画一的規制ないし政策の改訂。新しい大学は，学問の進展，社会の変化に

対処するため，常に創造的に自らを改革してゆかなければならない。このさい各大学は各交の

立場から，新しい考え方を探求し，新しいやり方を採用するという実験的態度をもつことが必

要である。このように，各大学の創意を生かすためには，全国画一の規制方式を改めることが

検討されなければならない。

ｂ）国立大学を規制する法令の再検討。学問と社会の進展，変化に応じて大学を改革してゆく

ためには，大学を規制する法令を，大学の立場から再検討することも考えなければならない。

この検討の対象には，教育に関するものは当然含まれるが，それだけではなく，公務員制度な

ど教職員の身分に関するもの，財政，税制など，財政に関するもの，医師，弁護士，教員その

他職業上の資格に関するもの等，大学教育に直接，間接に関係する法令すべてが含まれるべき

である。

ｃ）大学教育についての専門研究組織の確立。小学校，中学校，高等学校，社会教育について

は，大学に講座，学科目が設けられ，研究・教育態勢が一応できている。これにたいして，大

学教育については,専門的な研究組織が存在しない。大学の管理,運営,研究,教育等について

研究調査を行ない，大学の教官，研究者たるべき者にたいして，専門的教養をあたえるため，

大学教育に関する講座または研究センターを大学に設置することが考えられるべきである。

ｄ）大学に関する情報の交換と広報活動。名大学問また大学と一般社会との間に，情報の交流

をはかるため，適切な組織をつくることが要請される。

●
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Ⅳ大学における学生

合同研究部会中間報告

▲

はしがき

この部分は「大学と学生」と題されているが，大学の問題は，すべて，なんらかの程度で学生

にかかわっているともいえよう。そのために，第１から第３までの研究部会を設けた当初におい

ては，学生の問題について特別の部会を置かずに，それぞれの研究部会の中でそれに関連する学

生の問題を取りあげていくことを考えていた。しかし，検討が進むにつれて，主として学生に関

係する問題については，やはり別に取り出してまとめるのが適当だと考えられるようになってき

た。そこで，「まえがき」にも記したように，これを研究部会共通の問題として取りあげること

とし，各研究部会長および研究会から選ばれた委員をもって構成する合同会議（合同研究部会）

に，第３常置委員会に関係する委員を加えて，この報告をとりまとめることになった。そして，

このような経緯から，合同研究部会には部会長をおかず，座長をきめて全員で討議ととりまとめ

を行なうこととした。

なお，ここでは必ずしも学生に関する主要問題を網羅的に取りあげたのでないことをお断わり

しておきたい。一方では，他の３部会の報告の中にも学生に関連のある問題がそれぞれ含まれて

いるとともに，他方でわれわれのふれた以外にも学生に関する問題は少なくないのである。た

だ，現在多方面で論じられており，われわれとしても深い関心をもつ問題については，ここであ

る程度重点的に取りあげたつもりである。また，ここで触れなかった問題についても，関係の常

置委員会などで必要に応じて検討が行なわれるものと思われる。

あ

、

０

Ｉ大学における学生の立場

1．学生の地位

学生の地位については，大学によって種☆の異なる意見がある。

の学生が大学を構成する重要な地位があるものとする説は，学生の自治活動に重要な根拠と

なる憲法第21条の集会，結社ならびに思想表現の自由のほか，とくに憲法第23条において学間
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の自由が，また憲法第26条において，ひとしく教育を受ける権利が保障されることを根拠とし，

国立大学は教官集団（職員集団を伴う）と学生集団との一種の社団的組織であると解し，学生は

単なる被教育者としての地位に止まらず，教官とともに大学の運営管理に参加するものと主張す

ることになる。

集会，結社および表現の自由は，学生の集団行動について重要な前提であるが戦前は必ずしも

充分仁尊重されなかった。現在ではこれにより学生が個人として意見を発表できるの魚ならず，

集団としての意思を形成し，学生自身の学問その他生活の問題を解決できるのみならず，ひいて

は積極的に大学当局に対して要求し，主体的にその運営に参加するような結果が生ずる。もとよ

りこれらの自由についても，公共の福祉または自由に内在する限界があるが，学生の学内におけ

る地位の重要な根拠と考えることができる。

また学問の自由は，真理を認識するための研究活動の自由と，その結果を発表する自由とを含

むもので，教官たると学生たるとを問わず，ひとしく保障される。真理の認識はその結果の実用

化と異なり，性質上，政治と法律の支配できる範囲に属しないの糸ならず，政治的に中立性をも

つ学問活動は，国民の政治的批判力を高めて，民主政治の確立に欠くことのできない前提であ

る。この意味で教官と学生とは，研究能力に差はあっても，その学問研究における自主性，学問

の自由が保障されることにおいて平等でなければならない。学生の参加が，このような学問研究

･における学生の批判能力が期待されるものとすれば，学生または学生集団は教官または教官集団

とならんで，大学の運営管理につき参加を認めることが考えられる。これは大学を主として学問

研究の機関とゑる意見である。

併し大学は研究機関であると同時に学校教育法，教育基本法の適用を受ける教育機関であっ

て，教育活動に関しては教官と学生との間に職分，地位の差がある。学生には憲法上，ひとしく

教育を受ける権利が保障されるから，国家は積極的に，充分な収容力をもつ教育施設を設け，か

つ平等な利用を認め，教育の機会均等を保障するものであり，大学は特定の政党を支持し，また

はこれに反対するための政治的教育その他政治的活動をしてはならず，また国立大学は宗教的活

動をすることができない。いいかえれば，学生が経済的，政治的または宗教的関係において，大

学教育上差別されない保障が認められる。これに対して教員は，国民全体の奉仕者として，その

使命を自覚し，職責の遂行に努めなければならない（教育基本法第６条）のであり，法律に定め

る学校の教員の教育の自由は，大学教育に関して教授会が決定した方針の範囲内で認められるに

過ぎない。この意味では大学の管理権が後に述べるように，教官（職員を含む）集団に限って認

▽
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められ，学生のこれに参加する権利は大学管理機関の承認する範囲に止まることになる。

②次に学生を営造物としての大学を利用する者と承る説によれば，営造物が公法上の財団的

性格をもち,その物的,人的手段の管理権が現行法制上,大学当局にあることから,学生には社団

における社員権に比すべき,大学の運営管理についての参加権がなく，入学時における包括的な合

意によって，管理機関の定める学則その他の規則に拘束され，管理機関による懲戒処分について

も訴訟によって救済を受けることが制限されて，憲法第31条の法定手続の保障が直接適用されな

いことになる。この説においても，教育基本法第１条のいうように，将来の民主社会のよい担い

手となるための社会的訓練をする必要があるから，学生が大学の管理運営に参加することが認め

られる。学生にも集会，結社および思想表現の自由が保障されることが軽視される虞れがある。

現行法制においては，学長，学部長の選挙その他の教官の人事は，大学管理機関の権限であり

（教育公務員特例法第４条等)，学生の懲戒は学長および教官の権限に属し（学校教育法第11条）

国立大学の会計は文部大臣が管理するものとし（国立学校特別会計法)，文部大臣は歳入の徴収

と支出に関する事務を大学経理部長に，支出負担行為，契約に関する事務を大学事務局長に委任

するものとし（文部省会計事務取扱規程)，これらの予算執行職員は，法令に準拠し，かつ予算

の定めるところにしたがい，責任を負い，故意または重大な過失により支出その他の行為をして

国に損害を与えたときは，弁償の責任を問われる（予算執行職員等の責任に関する法律)。さら

に大学の施設の管理権は文部大臣にあり（国有財産法第５条)，文部大臣は，その財産管理の事

務の一部を学長に分掌させ（同第９条)，学長はさらに施設の効率的な利用および保全をはかり，

火災の防止に関する事務を学部長などに処理させることができる（文部省所管国有財産取扱規程

第６条)。殊にこれらの管理権をもつ公務員は，政治的目的のために，国の使用しまたは管理す

る施設を利用し，または利用させてはならないから（国家公務員法第102条,人事院規則１４－７)，

学生がこれらの機関の管理権の行使を法的に拘束することはできない。学生の参加は大学管理機

関が責任をとることを妨げない限度で，いわば管理機関の自主的判断の参考として意見を提出す

るに止まるものと解するほかはないから，大学は教官，職員および学生によって構成される社団

的性格あるものとはいえない。このような現行法制が，憲法上学生に認められた基本権を直接に

侵害するものではない。けだし学問の自由は不作為請求権の一種であり，また，ひとしく教育を

受ける権利は，学生が法的に不平等に取り扱われ，殊に経済的理由により教育を受けることが妨

げられるとき，国の積極的な保護を要求する社会権であるから，いずれも直接には大学に対する

参政権の保障ではない。また集会,結社および思想表現の自由は,学生が大学の管理運営に参加す
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る根拠を与えるものであるが,消極的な直接には自由権を保障するものであり，この自由について

も大学の教育目的に反してはならず，また学問が真理探究の要件として各種の世界観に対し相対

主義的な寛容の態度を必要とすることによって制限されるの糸ならず，国立大学としてその管理

運営の責任を国民全体に対して明らかにしなければならないからである。したがって，教育政策

の形成のため学生にメンバーシップ方式による参加を許すカリフォルニア大学・コロンビア大学

の方式，予算問題を扱う機構にまで学生代表を出席させるベルリン自由大学のモデル，教授の人

事，資格付与，試験，教材の選択にまで学生の参加を認めるハンブルク大学方式，大評議会，評

議会などに一定の比率で学生代表を加えるへシセン州大学法，バーデンーヴュルテンベルグ州大

学法等にならうかどうかは，上に述べた限界内において，かつ現行法制の大幅な改正をしなけれ

ば決定することができない問題である。

を

▲
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2．大学における教官と学生の関係

この関係については，多くの大学から極点の意見が発表されているが，その中で特色あるもの

を挙げて染よう。

①学問の研究，教育の場としての大学は，国の司法機関と同じように，行政権から一定の独

立性を保障されるとき，はじめて本来の機能を発揮しうるのであるが，大学の運営の主要部分が

教官団に委ねられる場合には，やがて教官の独善となり，大学の頽廃を招くことになる。したが

って大学が，創造的精神活動の場として，また独立思考と批判の府として，生き生きとした生命

を保って行く上で，学生は批判者的存在として積極的な役割を果たすものと考えられる。この意

味で学生は，大学の目的とする学問の研究と教育に貢献しうるのであり，大学における学生のこ

のような役割は積極的に評価されるべきである（東大「大学改革準備調査会第一次報告書」２８，

３６，６１，６３頁)。

の学生，院生,職員は,大学内における立場や役割は異なっており，それぞれの地位，立場に

応じた権利と責任をもっていると考えられる。今後の大学のあり方を考える場合に，そのそれぞ

れが固有の権利をもって大学の自治を形成していることは，理念として認められてよいことで

あろう。大学の自治は教授会の自治であるという従来の考え方は，もはや不適当であると考える

(東大問題資料１，「七学部代表団との確認書の解説」６７￣69頁)。

③学生は受動的に教授を受けるというよりも，むしろ自主的に教授内容を消化し，また批判

をも加え，さらに教官はその批判を受けて自己の研究を深めるといったところに，大学における

］
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研究と教育の緊張した一体性がある。戦前のわが国では，国民一般の思想，言論等の自由の保障

は不充分であったから，慣行としての大学の自治は，いきおい，講座内における教授だけの特権

的自由という色彩が強くなりがちで，大学の自治すなわち教授会の自治という考え方はその現わ

れである。戦後，時代の進展に対応して,大学の使命をよりよく果たすためには'教授以外の教職

員および学生にも，その研究教育上の役割りに応じて大学の自治に参加する途が開かれなければ

ならず，大学における学問研究と教育の自由を確保するためには，大学の自治が要求される以

上，その中には当然，学生の自治が含まれるであろう（弘前大学「大学における学生の地位と役

割」３，４頁)。大学は管理者，教官，事務系職員，学生の四集団に類別できる各構成員が,研

究，教育という共通の目的をもって自らの意思により加入している社会であるが，構成員相互の

関係は上下の関係において把えられるものでなく，全く対等な人間関係を前提とせねばならな

い。もちろん構成員各集団の間には専門的知識，職能の深浅，国家社会に対してとり得る責任の

軽重その他様食な相違はあるが，互に他の能力と聯域とを謙虚に認めつつも，真理を前にしてす

べての人間が平等であることをあらためて確認せねばならない。学生を単なる公共教育施設の利

用者，或いは単に四年間教育を受ける者としての承把えることなく，学問そのものの本質である

批判的精神を充分に備えた対等の構成員として把えねばならない（同上７，８頁)。

③大学の自治を確保するについて最終的に責任を負うのは，教官であり，制度的には，正規

の教官組織たる教授会および評議会である。例えば，大学の研究，教育に関するプログラムの決

定は高度の専門家としての，しかもとらわれない自由な立場から，時流に制約されず,学問の長

期的展望の下になされなければならない。大学自治は必然的に責任を伴うものであり，尊敬と信

頼の感情は，単に教官と学生との間の糸たらず，教官相互，教官と事務系職員,これらすべての

大学構成員の間に保たれているべきであり，このことこそ大学自治の基礎なのである。教官はそ

の研究の水準，内容において，学生に学問を教授し，その研究を指導する権限と責任を有する者

として，厳正な選考の下に選ばれ，あわせて教官人事および教授課目の決定をはじめとする研

究，教育に密接に関連する諸事項の審議決定の権限と責任をもたされている。学生が学問の教授

を受ける立場にあり，学問の研究，教育に密接に関連する諸事項について,教官と同様な権限と

責任のないことは，充分根拠のあることである。教官と学生の原則的な-違いは,差別意識からで

はなく学問の研究，教育にたずさわる教官の責任の意識においてなされるものである。この権限

を教官組織がもつことは，学問の発展を任務とする大学が，責任ある管理運営を行なうための重

要な前提条件である。学生参加の問題も，このような見地から考察すぺぎであり，きびしい研究

■
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と教育を担う教官としての責任の意識を欠く無原則的な教官と学生の同等論は，われわれのとら

ないところである（東北大学「大学自治と学生の問題に関する検討結果の報告について」２－１５

頁)。

このように学生の参加を認めながらも，教官と学生を平等に承る立場と両者を差別する立場と

があり，さらに教育目的についてこの差別を強調する立場がある。

⑤大学が研究，教育の充実，向上をその基本的使命とするかぎり，学生の積極的参加なしに

は，原則的には不可能であるが，第一に，学問研究の面においては，教授と学生とは同一レベル

に立ち，互仁切瑳琢暦する大学の理念は．堅持される。近代的人間関係を前提とした新しい，教

授と学生との研究共同体である。しかし殊に低学年次の学部学生を対象として考えると，むしろ

教育機能の面を主に考えるべきもので，研究面における究極的な責任主体は，教官一大学側にあ

るといわねばならない。第二に，教育機能の面は，その主体的責任においては教官，学生の地位

が相交錯する。講義内容に関する自由は，教官側にある。学生は，自らの知的関心，人間的な悩

象につながる講義内容を要求する当然の権利をもつ。カリキュラム編成に関する学生の発案は尊

重されなければならない。第三に，学生の自治，課外活動は，教育機能の延長とzAるべきもので

なく学生側に主体性がある（広島大学教養部「大学改革試案，第二次」24-25頁)｡

⑥家庭教育の過保護の影響，普通教育における自主的，自律的な人間形成の不充分，就学率

の上昇による学生の質的低下，就職の可能性の増大による享楽主義的，無秩序的傾向から，学生

に自己を集団の中の責任ある一員として自覚し，成員相互の自主性の尊重を基に一定の役割分担

を果たしつつ，自律的な規律ある秩序を形成する意欲に欠けている。その結果,規律,秩序を一般

に上から，または外からの押しつけと解し，消極的な逃避と無関心な傾向を示している。要する

に，自律性の低下は，責任感を伴わない誤った権利意識を生糸，既成の組織，制度集団等に対し

ては一方的に受動的な受益者としての象自己を位置づけるのであって，これは学生自らを単なる

営造物の利用者に限ることになるといえる。教官と学生とは，研究，教育の両面において指導者

と被指導者の関係にあることを相互に期待しつつ，大学に存在していると考えるべきである（山

形大学「第一委員会，第三分科会中間報告（その一)」，５－７頁)。

の大学に本来的な秩序とは，学内における研究，教育等が自主的，自律的に発展深化せしめ

られることを保障すべき秩序であり，大学の規則や諸施設の管理体制もまた，こうした秩序の一

環として理解さるべきものである。そしてこのような秩序がいかにあるべきかを究極的に決定す

べき責任は，研究，教育等について基本的に責任を負わなければならないもの，すなわち具体的
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には教授会を中心とする大学の組織およびその長になければならない。これに関連して，近代国

家成立以前の極めて特殊な大学の事例を引き,これを理想化し,現代化し大学においても教官と学

生は全く同様の責任と権利を分ちあうぺきであるとする如きは，歴史的に性格も機能も著しく異

なっている大学を敢えて同一視しようとする非現実的な主張である。現代の大学においては，学

生が教育を受ける者としての立場に伴う一定の制約を受けるのは当然であり，上のような見解に

よって学生の先験的な自治権を主張することは，極めて根拠に乏しい。けれども学生の自治意識

の昂揚は，それ自体として日本社会の未来にとっても望ましいことであり，民主的な社会の発展

のためにも高く評価されるべき意味をもっている。一般に大学教育の見地からしても，学生の生

活に関する自主自律の精神は，積極的にこれを支持育成すぺきものといえよう（国立大学協会学

生問題特別委員会「学生問題に関する所見｣)。けれども学生の数が増大し，教官と学生の接触指

導が困難となった段近の時点における各大学の意見には，上述のように幅が広く，今後本協会の

所見についても慎重に再検討すべき問題であろう。

■
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3．学生の自治と参加

の学生の自治の定義

・学生の自治は，狭義では，学生生活においても思想表現を中心とする各種の権利が保障される

ことにより，その生活行動が自主的自律的に行なわれ，大学の干渉を受けないことをも含んでい

る。広義では学生が個人として又は学生の組織により大学の管理運営に何らかの形で参illnするこ

とが認められることである。大学の自治を維持する機能と責任を分担することは，個交の学生の

責任として果たされるほか，学生集団の意思決定を通しても果たされる。ただ学生が主として教

育の対象と考えられた従来では，学生の自治は教育の手段であって，大学の運営には本質的な関

係がなくまた学生集団の意思は大学管理機関を拘束するものではなかった。

学生集団による自治については，学生団体とくに自主的団体の項を参照。学生の自治を通じて

大学の管理機関による大学の管理運営についての意思決定を拘束し，その結果，管理機関の責任

をあいまいにすることは許されないが，法制上の管理機関の自主的決定を害しない限度で学生の

意見を尊重し，大学の目的に適合するように管理運営をはかることは望ましく，かつ必要である

といわれる。学生は第一義的には，自己の学業のために入学するのであって，大学の管理運営の

任務を担うために入学するのではないが，平常時においても，学生の大学運営に関する深い関心

を維持するように努めなければならない（東京大学「大学改革準備調査会第一次報告書」６５頁参

〕
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照)。また学生集団による自治については，殊に学生間のさまざまな意見に充分に発表の機会を

与え，理性的な討議をつくした上，公正なルールにしたがって自主的に意思決定ができることを

前提とする(東京大学，同上，６４頁)。

の学生の自治の根拠

学生の自治を認める根拠についても次のような種灸の意見がある。すなわち，学問研究の場に

おいては批判者として，また高等教育の場においては学習者の立場としてであり，これによって・

参加の範囲を定むくきであり，学生が責任を負えない範囲にまで参加を認めることは,かえって

学生に重い負担を課することになり，適当といえない。例えば，評議会，教授会に参加させるに

は，直接参加方式をとらず，協議会方式その他の方式を検討すべきであり，また施設の提供者は

大学であるから，建物の保守については大学側の責任とし，運営については学生に大幅な権限を．

移換するのが適当である。学生の福祉に関する施設保守の予算要求につき，学生が意見を述べる

ことはできるが，大学の財政計画一般に関する事項には学生の参加は認めるべきでない（弘前大

学，同上，９－１１頁)。学生が教育を受ける立場にあるほか，今日では，学生を積極的に主体的

学習者としてとらえ，大学自治の一つの担い手とゑて，参加を認めるのであるが，それには学生

の社会的，法的責任能力に基づく限界があり，教官，職員と異なって，学生の本来の任務の遂行～

の上で過重な負担となることを避ける必要がある（岡山大学「大学改革草案」１９頁)。

大学を教職員および学生を櫛成員とする目的社会として把握する立場からすれば，大学社会が

民主主義の原則によって運営されるためには，構成員の総意がそれに反映されなければならず，

各構成員がその能力，個性を生かし，固有の権利を実現することができるように管理運営に参加

する必要がある（大阪大学「大学改革の基本方針，その１」９頁)。

学生の自治の根拠としての学生の権利としては，鏑一に学外における学生の行為は，￣般の市

民と同じ自由をもつべきであって，大学はこの種の行動を規制する責任を負うべきではなく，ま

たこの責任を果たすことは不可能である。けれどもこの種の行動が大学の構成員としての当該学・

生の不適格性を示すものかどうかには,関心をもつべきであろう｡第二に,学内における思想，表

現の自由その他の市民的自由は，常に最大限に尊重さるべきであり，学内でこれを規制するに

は．学内組織の本来の目的を妨げたり，他人の自由を不当に侵害したりすることがないように調

整する必要があるなど，明らかに合理的根拠がなければならない。第三に，学内政治活動につい

ては，別項参照。第四に，学生が学生自治会の一員として，学生集団の意思決定に参加する権利

と責任をもつのであり，これが大学の管理運営に有効に寄与するためには，すべての学生が，こ

方
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の責任を自覚することが必要である（東京大学，同上，71-79頁)。

③学生自治の限界

学生自治の限界として，第一に上述のように，大学の使命とする学問の自由ならびに，ひとし

く教育を受ける権利を侵害しないことを要する。例えば，不法な物理力により大学における研究

教育の自由を阻害する行為は許されず，学生は厳しい規律と責任を自覚する必要がある（岡山大

学，同上，１９頁)。また学内における示威運動，拡声機の使用，構内放送のように，学内の静認

を害する行為は，規制できる（山形大学，同上，１０頁)。

なお大学が外部の公権力による規制を受けないために，自主的にこれに代わる規制を学生の行

動に加えることは，その場合に予想される法律による規制が憲法の基本権，殊に学問の自由の保

障に反するものである場合には，予想される法律に代るべき自主規制もまた認められないが，一

般の経済生活，映画，出版，放送などにつき法律による規制を免れるために関係業者が自主規制

を加えることは多くの例があり，例えば公安を維持するための警察権の発動は，大学構内におけ

る傷害，物件の損壊のほか，講義の妨害のような教官職員の公務の執行を阻止する場合にも，大

学の要請をまたず法理上当然に予想されるから，このような場合には，学問の自由を侵かさない

限度で学生の自治活動を自主的に規制するほかはない。

こに学問の自由のほかには，いわゆる治外法権のない学内の自治活動の限界がある。

④学生参加の形式

なお学生参加の形式には，メソパーシップ方式，諮問方式，交渉方式，拒否方式があり（東京

大学，同上，66-68頁)，教官集団の意思が最終的に無視されることのないように注意する必要

がある。これまでも管理職の選挙方式を採る場合にしばしば問題となったところである（第一研

究部会報告，参照)。

℃

八

】

４学内規律と処分

大学から出されている種だの意見（広島大学同上，３１，３２頁，岡山大学同上，２２頁，大阪大学

同上17-26頁等）には，趣旨において大同小異であり，その中で比較的に詳細な東京大学の見解

を次に述ぺることにする。なお大学の処分が教育的意味をもつことは，性質上当然のことと考え

られるが，実際には，教官側が教育目的の名の下に広い裁量権をもち，具体的場合に教官の主観

的判断によって権限が濫用される虞がある。したがっていわゆる「教育的処分」という思想に対

して批判する意見がみられる。

Ｐ
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教官が全人格的接触によって学生を導き，教官と学生の相互信頼と自律によって，大学の秩序

を維持すべきものとする，従来の理念によれば，学内規律に関する規則や処分制度を厳密に規定

しなくても，具体的な事件において教官は，教育者としての責任を自覚し，真理の前に立つ離虚

さをもって，事実を認識し判断を下す筈であるから，学生の人格を無視することにならない。け

れどもこの理念は非現実的であって，これが制度化された場合には，問題が生ずる。けだしすべ

ての教官と学生とが全人格的関係に達することは困難であり，教官が常に過誤に陥ることがない

とはいえず，したがって過誤に陥る可能性をできるだけ防止するように制度を定めるべきであ

る。国立大学では，教官は営造物の管理責任者として，管理者と教育者を兼ねることになり，教

育的立場があいまいとなった（東京大学，同上，308,309頁)。従来の規則，処分制度は，学生

としての本分という表現で示されるように，漠然とした規定であって，教官が全責任をもって，

覗実の認定から規則の解釈，適用に至る一切の手続を行なうものであった。親代りに学生を保護

し補導するpaternalism的性格を帯びると，規則，処分制度は，学生の権利，自由を不当に侵

害するように解され，実際にも教官の主観的判断に陥り，慣例の無批判的踏襲となる慮れがあっ

た。したがって教官，職員，学生の権利と義務を明確にし，大学の使命を遂行するに要する秩序

を，従来よりも法律的な性格をもつ制度によって維持する必要がある（東京大学，同上，310,

312頁)。

このような規則，処分は，すべての大学構成員に重大な関係があるから，規則の制定と適用に

あたり，各構成員が参加する組織をつくる必要がある。第一に，この種の規則は，倫理現的義

務感に支えられた自律の態度に裏づけられなければならない。規則をﾀﾄ部からの規制とふられな

いためにも，学生がその制定と運用の過程に参加する要がある。第二に，規則が正しく機能する

ためには，各構成員が相互点検，相互批判の精神にしたがい，自主的に規則違反を指摘しあい，

違反者の自覚を促すことが必要で，規則の運用の過程に学生の参加を認めるべきである。第三に

規則が有効に作用しなかったとき，違反者に制裁が加えられるが，その場合，事実の認定，規則

と実体法の解釈および適用にあたる者は，原則として教官とか学生という立場を離れて，一個の

人間として行なうべきであるから，処分制度についても自律の態度を生かし，かつ人間としての

平等の権利を生かすために，学生の参加を認めるべきである（東京大学，同上，313,314頁)。

学生の権利の保障のためには，何人も何が法に触れる行為であるかを事前に知り得る状態にあ

るのでなければ，処罰されない，とする罪刑法定主義が採用されるべきである。処分は，大学関

係者が守るべき準則の遵守を確保するために必要な制裁を得ることであり，すでに定立されてぃ

Ｐ
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ろ準則にしたがい，違反行為の有無，違反の程度を決定する一種の司法的作用である。処分手続

は，学生の手続上の人権を法的に明確に保障すべきものであり，司法的性質が明らかである。な

お処分は，事実を客観的に認識し，一定の準則に照して判断する作用であるから，拒否権の行使

は政治的立場の相違によって処分を左右する虞れがあって，不適当である｡また処分に参加する

者は，いかなる集団の見解からも独立して，自己の良心にしたがい判断することに努めなければ

ならない（東京大学，同上，352-355頁)。管理組織担当者は，学内規律の維持につき行政的立

場で責任があるから，司法的性格の処分手続に参加するに適しない。したがって評議会の権限か

ら，処分制度を削るべきである。学生の参加する処分機関であっても，その結論を尊重しつつ学

長の名において処分が行なわれるかぎり，学校教育法第11条に違反せず，処分事由を個別的に列

挙して規定しても，同法の包括的規定と矛盾しない（東京大学，同上，356-358頁)。

大学の処分手続に裁判所の手続を模写することは，時間と費用を不必要にかけることになり，

さらに大学には強制力がない結果，事件の真実に迫ることが困難となる虞れがある。したがって

処分手続の対象となった者の権利を充分に保障するとともに，審理の効率を著しく害さないよう

に規則を立案しなければならない（東京大学，同上，371,372頁)。

処分事由として，第一は，大学構内での研究，教育機能を正常な状態に維持するため定められ

た「学内規律に関する規則」の重大な違反である。規則の自発的遵守が確保されないときは，懲

戒処分によって反省を促し，場合により違反者を大学から排除する退学の措置もやむを得ない。

第二は，学問の研究と教育を目的とする大学の一員として相応しくない行為である。これは違反

の場所が大学の内外いずれかを問わない（東京大学，同上，381-383頁)。

憲法第31条などの規定は沿革的には国権が濫用されることの不信を前提とし，国権の濫用に対

する制度であるから，教育機関の処分に類推することには，問題の余地がある。殊に学内の秩序

がしばしば破壊される非常事態では，陪審制度の実行が困難なことは．法廷秩序維持法を背景と

する裁判官がなお法廷の混乱を防止し難いことに徴しても明らかであろう。けれども学内規律が

自律的に遵守されることは，教育目的に適合しまた学生の参加も，学内の事態が平静に復した場

合には，実行が困難とはいえない。ただ審理機関とその手続について司法的性格をもたせ，罪刑

法定主義を採用することは，研究，教育を使命とする大学に学内規律と処分に関する責任を期待

することが適当と考えられることから象て問題があり，慎重に検討しなければならないことであ

、
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Ⅱ学生の自主的団体

大学において，学生が自主的に活動するため，種々の団体組織を結成しているが，これらの団

体に対して，大学としてどのような考え方で臨むべきかは，大学の自治，学生の地位にも関連す

る重大な問題である。この点に関して，大学の改革案をはじめ関係諸団体などの見解をまとめて

参考にしたい。 Ｐ

１．自主的団体の種類

大学内における学生の自主的団体として，一般に三つのものが重要であると考えられる｡その

第一は，課外活動の団体であって，学問,文化,スポーツ，レクリエーション，福祉厚生の面にお

ける自主的団体である。これらの諸団体の全学的連合体が学友会とかサークル連合と呼ばれてい

る。一般的ではないが，これを学生自治会と呼ぶ例もある（民社党大学法要綱昭和44.5.11)。

第二は学生の自治組織であり，第三は，学生参加の母体としての団体である。この三種の団体の

区別を域も明確に示しているのが山形大学の中間報告である。ここでは，学生団体は機能的に次

の三つに分けられている。

①自治組織。これは原則として全学生が加盟という想定のもとにつくられる，学生の承を構成

員とする組織で，会の目的，名称，迎営など完全に学生の自治にゆだねられているもので，構

成員となる学生の総意を表わし，それに基づく決定を実行する機関をもつものである。

②サークル連合。これは「特殊の目的のため〆任意のメンバーが集団を形成し，学内施設の利

用その他の面で一定の便宜が認められたサークルの連合体」である｡

③代表団体。これは，「学生参加の母体として，学生全体の意思，意向を大学側に対して正し

く反映する機関」である。（山形大学，「第一委員会，第三分科会中間報告（その一)」1969年

１０月７日，１４頁）

東京大学大学改革準備調査会第一次報告醤は，登録手続きの点より，学生団体を，（D全員加入

の第一種団体，②任意加入の登録団体としての第二種団体，③任意加入の非登録団体たる第三種

団体の三つに分けているが（東京大学「大学改革準備調査会第一次報告書」1969年10月，336,

337頁)，第一種団体が自治組織，第二種，第三種の団体がサークルの団体である。

上述の三種の団体のうち，ここでは主として，一般に学生自治会といわれている自治組織に重

点をおいて考えてみたい。

ロ
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2．自主的団体に対する基本的考え方

学生の自主的団体は大学において重要な役割を演じていることについては異論はない。しかし

学生の自主的団体をいかなるものとして考えるかについては，立場により違った考え方が出され

ており，これが学生団体に対する大学の対応の姿勢に反映している。学生団体のもつ意義につい

て，大きく次の三つの考え方がある。

の教育的見地。これによれば，学生の自主的団体活動は，学生の自主的，自律的，民主的性格

を形成し，また学園生活の内容を豊かにするという教育的見地から重視される。ここで考えられ

ているのは．学友会とかサークル連合といわれているものである。例えば民社党は次のように述

べている｡

「学生自治会は，学問，芸術，芸能，スポーツその他のクラブ活動を通じて，学生の創意工

夫により，人間形成に寄与することを目的とする｡」（民社党大学法要綱）

国立大学協会学生問題特別委員会も，学生の自治活動の意義を，学生の教育に与える効果に見

出している。

「学生が自らの学園生活を規律し，文化団体や運動部，学寮や，学生会館等についても自主

的な規制を自ら行なうことは，全体としての大学の秩序に適合する限り，股大限に認められる

べきであろう。近い将来に，社会，国家の発展の重要な担い手として社会生活に入ることを予

定されている学生が自主自律の精神を自ら練磨してゆく機会をもつことは，大学教育の理念に

もかなう要請だからであるo」（国立大学協会学生問題特別委員会「学生問題に関する所見」４

頁）

中央教育瀞議会は，とくに明確に教育的見地を打出している。

「今日の大学にさまざまな学生団体があり，学生の自主的な運営によって，文化，体育，レ

クリエーション，福祉厚生などの諸活動が行われている。これらは，学園生活の内容を豊か

なしのとし､学生の人間形成にとっても貴重な体験の場を提供する点において重要な意味をも

っている｡」（中央教育審議会「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」９

頁）

②大学自治，学生の権利からゑる立場。学生団体をぱ，大学自治の担い手，学生固有の権利の

行使とみて，学生の自治活動を教育的見地からの糸承るのは正しくないとする立場がある。東

北大学の管理検討委員会では，次のような意見が表明されている。

「学生の自治活動を，教育という名の下に狭い枠の中に押しこめてしまうべきではない。学

夕
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生はすべて精神的に自立して責任ある行動をとりうる年今に達している｡」（東北大学管理検討

委員会第三専門委員会「大学自治と学生の問題に関する検討結果の報告について」昭和43年１０

月29日，８頁）

このような立場から詮允場合に，学生の権利の根拠がどこにあるかが問題である。これについ

ては一般に二つのものが考えられている。その一つは学生の団結権，その他の権利をぱ，憲法で

保障されている市民的権利に基づくと考えるものである。もう一つは，学生の権利を，大学自治

より由来するものと象る考え方である。前者の立場をよく示すものは，大阪大学の改革委員会の

意見である。ここでは，「学生の市民的自由として，集会結社の自由が尊重されるべきである」

（大阪大学改革準臓調査委員会報告「大阪大学改革の基本方針(その１)｣昭和44年６月２３日，

1頁）として「日本国憲法で保障されている市民的権利は学園において，最大限に生かされなけ
１

れぱならない。そのためにも，また学生の固有の権利および構成員としての権利をよく実現させ

るための組織として，学生自治会は重要な役割をになうものである（大阪大学，同上，１６頁）と

述べてある。

学生の権利または学生自治を，大学自治との関連でゑているのは，香川大学大学問題研究委員

会中間報告草案である。これは，学生の自治を，教官の自治とともに，大学自治の二大支柱とみ

て，次のように述べている。

「学生は大学の使命の前に平等な樵成員であり，また主体的な自治のにない手である。学生

がその役割を正しく遂行しうるには，学生集団の自治が不可欠である。そのためには学生集団

が，教官集団からの自立性，対等性を確保することが前提となる｡」（香川大学大学問題研究委

員会「中間報告草案（その１）学生参加問題」1969年８月16日，９～10頁）

東京大学の報告書でも，学生が学生自治会の一員として，学生集団の意思決定に参加すること

は，学生の権利でもあり，また責任でもあると述べている。（東京大学「大学改革準備調査会第

一次報告書」1969年10月，６４，７４頁）

先に引用した東北大学管理検討委員会の報告も学生自治の根拠は大学自治にあるとして，次の

ように述べている。

「学生の自治は，教官が教育者としての立場から与えるものではなく，学生がゑずから保有

するところのものである。ただし学生の自治は，学生がほかならぬ大学自治の享受主体として

保有するものなのであり，それ以外のものではない。またそれは，大学のそとに対しては，大

学の自治に包摂されていることによって，はじめて，社会的に主張されかつ確保されるところ

の

｡

●
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のものである｡」（東北大学管理検討委員会第三専門委員会「大学の自治と学生の問題に関する

検討結果の報告について」５頁）

日本社会党も，次のような見解を打出している。

「学生の自治は大学自治の基礎をなすものであり，学生の集団としての団結権，交渉権など

を学生の基本権として認めねばならない｡」（日本社会党大学問題特別委員会「当面する大学問

題に対する党の方針｣）

上に述べた以外に，神戸大学。神戸商船大学などの提出している改革案等も，大学の自治のに

ない手という立場から学生の自治活動をとり上げている。

③学生参加の見地。学生の自治活動を，大学の管理・運営への学生意思の反映の仕組承，また

は学生参加の母体とみる考え方がある。民社党は教育的意義をもつ「学生自治会」の外に，学生

協議会を考え，これをもって，大学の構成要素としての学生を代表し，学生の意思決定を行なう

機関としている。（民社党大学法要綱，昭和44.5.11）

「大学をどう改革すべきか」というシンポジウムにおいても，学生参加の見地から強調されて

いる。ここにおいては，全員加入制の学生自治会を廃止し，大学の管理運営に関心をもつ学生の

つくる，自発的な各種委員会を中心にして，学生の意見を反映させようという考えが主張されて

いる。（内田忠夫，衛藤麗吉編著，「新しい大学像をもとめて」438～439頁）

、

3．加入方式と大学の公認

学生団体の加入の様態は二つに分たれる。一つは学生という身分を取得することによって，義

務的に加入させるという方式で，全員加入制といわれる。もう一つは，学生の参加は，学生の自

発的意思にもとづいて行われるという任意加入制である。

学生団体を大学が公認するという場合，二つのことが問題とされる。その一つは公認というこ

との意味である。これについては，公認をぱ，学生団体に対して，大学の施設設備等の利用につ

いての便宜供与としてだけ考えるのか，それとも，学生団体が学生の総意を代表する組織とし

て，その権利，すなわち，交渉権，抵抗楢，批判権などを大学が認めるかどうかである。公認の

問題の第二は，大学が公認するにあたって，学生団体の構成，組織，運営の仕方等について条件

を付けるべきかどうかということである。

加入方式と公認について大学のとるべき態度は，さきに述ぺた学生の自主的団体に対する基本

Ｉ
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的考え方と関連している。

学生団体の意義を教育的見地から認める立場に立つ場合，一般的に糸て，重視されるのは，学

友会とかサークル連合といわれる団体であり，学生の自治組織の評価についてはあまり積極的で

はない。教育的見地からみて，学生団体への望ましい加入方式は，学生個人の自主性を尊重する

ということから，原則として，全員加入よりも任意加入をとる。（ただし民社党の学生自治会は

全員加入である｡）また，教育的見地はたとえ全員加入の団体を認める場合にも，公認の条件な

どを厳亜にする。その場合，公認の意味は，大学の施設設倣の利用についての便宜供与に限り，

大学との交渉権，抵抗権などは認めない。また大学は，教育上の見地から，学生団体に対して，

適切な指導，助言を与えるようにする。このような考え方が典型的に示されているのが，中央教

育審議会の見解である。

「本来，学生団体の運営は，その柵成員の総意によって自治的に行われるべきものである

が，｜可時に，構成員各個人の自主性はあくまでも尊重されるべきで，集団の名において不当な

支配が行われてはならないものである。このような原則を守ることは，まず学生一般の自

覚と努力にまつべきものであるが，諸大学の現状では，それだけに期待することはむずかし

く，大学は教育指導上の責任から糸ても，次のような措置をとる必要がある｡」（中央教育審議

会「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」昭和44年４月30日，１０頁）

このように述べて，具体的措置として，大学が公認するための必要な条件を定め，職成員の葱

見が正しく反映されるよう指導を行なうことなどが示されている。

経済同友会も，学生自治会の自助加入ｌｌｉｌは真剣に再検討される必要があろうとして，次のよう

に述べている。

「自助加入制を廃止しても，それが学生の自治活動を弱めることにはならないであろう。一

般学生の自発的支持に守られた自治会，無関心層の学生に加入を説得できるだけの自治会，そ

うした自治会こそ，正しい姿であるし，強力なものとなりうるのである。また参加の内容の柔

でなく，形式，資格についても，客観的合理性ある方式を綿糸出さなければならない｡」（経済

同友会「高度福祉社会のための高等教育制度」昭和44年７月18日，１７頁）

さて，学生の自治活動が，教育的意義をもつことは否定できないであろう。しかし，ここか

ら，学生の自治活動に対する指導を強化せよと結論することには問題がある。すなわち，このこ

とがかえって，本来助長すべき学生の自立性や自主性を損う危険をもつ。したがって，学生の自

主性を伸長するためには学生の自治活動については，できるだけ，学生自身の自覚と責任にまつ

●
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ことが望ましい。

学生の団体活動を学生の固有の権利と梁る場合に，重視される団体は，学生の自治組織であ

る。この場合は，任意加入制よりも全員加入制の方が当然であるか，または望ましいとみられて

いる。例えば，日本社会党は，全員加入制は，自治会の性格として当然であると述べている。

（日本社会党大学問題特別委員会「中教審「中間報告」に対する社会党の態度」昭和44年３月１８

日)，日本学術会議が出した見解にも，全員加入制が主張されているが，その根拠は，学生団体

の分裂を避けたいという点にある。

「学生自治会の内部組織や規律は学生に任せることが自治の自治たるゆえんであるから，大

学当局が公認条件その他の形でこれに介入すべきではない。ただし学生集団の分裂の結果，学

生の自治能力が疑われていることも事実であり，学生内部の自主的民主的運営が学生自治活動

の前提でなければならないことはいうまでもない。任意加入制をとることは，かえって学生集

団の分裂を招くのみであろう。（日本学術会議「大学問題特別委員会報告」1969.4.14,26～

27頁）

学生の自治組織を学生固有の権利とふる場合には，大学はこれに対して，公認の条件その他の

点で，これに干渉すべきではなく，その運営は学生の自主性に委ねるべきであるとの見解が生れ．

てくる。日本社会党は次のように述べている。

「(中教審の中間報告には）学生団体に対して、公認の条件富を強めることによって大学当局

の規制下におこうとする意図が明白にされている。とくに自治会に対しては「大学の教育方針一

に反した」りすることのないように､条件竜をつけて認めるべきだとしているのは，実質的に

学生自治そのものを否定するものでしかない。……権力的な規制や規範は学生の自治権に対す、

ろ侵害以外のなにものでもない｡」（日本社会党，同上）

日本共産党も，自治組織を公認せよとして次のように述べている。

「大学当局は，学生，大学院生，研修医などの自治組織を公認し，交渉権を象とめ，その活

動に必要な施設などを保障し，これらを制限，圧迫する内規などを廃止し，必要な一定の規律

については，学生，院生と民主的に協議して定めるなど，大学の内外における学生，院生，教一

職員の民主的自由を保障しなければならない｡」（日本共産党「当面する大学問題の解決の方向

について」昭和坐年５月17日）

神戸大学改革準備委員会も次のように述べている。

「学生の自治活動は，本来，学生が民主主義の原則にもとづいて自らの責任において決定す－

■
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ろものであり，その意味において，大学当局はこれに介入したり，あるいは，これを規制した

りすべきものではない。これらは学内において正当な自治活動や政治活動については，大学当

局はこれを規制するような処分は行わず，外部からの調査や提案にも協力しないのを原則とす

る｡」（神戸大学改革準備委員会「神戸大学改革のための提案」昭和44年５月15日，９～10頁）

同じような考え方は，そのニュアンスに相違はあるが，大阪大学，神戸商船大学，香川大学な

どからも出されている。

学生の権利として学生の団体活動を承る場合，大学として，その民主的運営や個人の権利の保

障についてどう考えてゆくべきかが問題となろう。これについては以下の項で考察することにし の

たい◎

４自主的団体の権利

学生の自治活動を学生の権利行使として認める立場においては，公認ということは，単に大学

の施設の利用に関しての便宜の供与を意味するばかりでなく，学生の団体に対して，種交の権利

を認めることを意味する。この場合，認めるべき権利としてあげられているのは，交渉権，批判

権，参加権などである。

交渉権として，一般に考えられていることは，学生団体が学生の総意を代表して，大学当局に

対して，意見の表明を申出でた場合，大学当局は，交渉を拒否できないということである。批判

権とは，大学当局の決定に対して，学生団体が批判し，異議申立ての行動を行なう権利をもち，

その行使に対して，責任を問われることのないという権利である。この中で，とくに重要な意味

をもつのは，ストライキという手段による批判を認めるかどうかである。参加権には，大学の管

理組織へ参加する学生代表を選出する権利，学長，学部長等の選出に参加する権利，大学の管理

運営について提案する権利などが含まれている。このうち参加権については別項でとりあげてい

るので，ここではふれない｡日本共産党は，既にみた通り，学生団体に交渉権を認めよとの見解

を出している。日本社会党も次の意見をもっている。

「学生の自治は，大学自治の基礎をなすものであり，学生の集団としての団結権，交渉権な

どを学生の基本権として認めなければならない。」（日本社会党大学問題特別委員会「新らたな

る大学の創造」昭和43年11月15日）

大阪大学改革準備調査委員会報告では，大学をぱ目的社会として，大学構成員として，大学自

治に参加する権利を学生に認め，全員加入の自治組織たる学生団体には交渉権を認めるべきであ

▲
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るとしている。交渉権とは，「異質性にもとづく大学と学生の参加方式の検討，大学の決定への

異議表明の権利」を意味する。さらに，ストライキは学生の要求実現の妓終的手段であり，「学

生の大衆社会における社会権の一つである」として，ストライキに「大学に対する拘束力」を認

める態度が示されている。（大阪大学改革準備調査会報告「大阪大学改革の基本方針（その’)」

昭和必年６月23日，１５頁）

ただ，大阪大学の報告書の場合，学生団体に特別の権利を認め，学生団体の決定に大学が拘束

されるにしても，このような学生団体には，公認の条件，その活動が正当か不当かを判断する基

準を予め設定すべきであるとしている。

神戸大学改革準備委員会も交渉権と拒否権を認める見解を発表している。（神戸大学「団交

権，拒否権等に関する神戸大学改革準備委員会の基本的見解」昭和44年５月29日）

一橋大学評議会も，学生のストライキを，条件付きで学生側の抗議意思表明手段として認め，

大学側として，これに対して対抗して授業を行なったり，スト執行の責任を追及しないようにす

べきであるとの見解を発表している。（一橋大学評議会「総点検作業第１次報告｣，１６頁）

広島大学教育部改革委員会（第二次）は，「大学自治」のわく内の事項であり，かつ民主的手

続きで成立したストライキ決定である限り，これを尊重すべきであるとして，学生の抵抗権を認

めるべきであるとの見解を示している。

「すなわち，そうした場合，大学側は自主的に授業を止め，学生の提起した問題の調査，検討

をすすめ，学生との話し合いの積承あげのなかで，その解決に努力すべきである。もっとも上述

のストライキ決定の尊重にあたっては，在籍学生の過半数もしくは，３分の２の賛成，投票のや

り方など，より慎重な配慮がのぞまれる｡」（広島大学教養部改革委員会「大学改革試案（第二

次)」1969年４月23日，２６頁）

香川大学大学問題研究委員会は「学生の個人的権利は学生集団の自治によって基礎づけられ

て，初めてその侵害に抵抗しうる」と染て，学生に集団としての権利が保障されなければならな

いとしている。この権利の内容として，ストライキ権，団体交渉権が考えられている（香川大

学大学問題研究委員会「中間報告草案（その１）学生参加問題」1969年８月16日，１１頁）

上記のように，諸大学の改革案のなかには，学生団体にたいして各種の権利を認めようとする

ものが多いが，その場合には，それらの権利が具体的に何を意味するかについて，十分明らかに

しておくことが必要であろう。とくに「団体交渉権」については，用語として明瞭でない点があ

るため，交渉の責任者が不明確なままで，無秩序かつ長時間にわたって教官側を拘束して行なわ
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￣

れるいわゆる大衆団交と混同されるおそれもあるので，この必要はいっそう大きいといわなけれ

ぼならない。

5．自主的団体運営の問題

学生の自主的団体活動を，学生の権利の行使であるとふるか否かは別としても，これが大学自

治の点から重要な意味をもっているものと梁なければならない。しかしながら，往念にして，こ

れらの団体が，大学自治や個人の権利の確保に反する活動を行なう可能性をもっていることが問

題である。ここに，学生の自治組織のあり方に対する要望が生れてくる。一般に要望されている

ことは，その活動が大学の使命と矛盾すぺきでないこと，その運営が民主的に行われるべきであ

り，個念の学生の権利を不当に侵害するものであってはならないこと，暴力的手段に訴えて，そ

の要求を強要することがあってはならないこと等である。

例えば自由民主党は「学生多数の意思を代表する学生代表が民主的手続きによって選ばれ，真

に学生の意思を代表させるように配慮されるぺきである」（自由民主党「国民のための大学」昭

和43年11月29日，１５頁）と述ぺている。日本共産党も，「多数の学生の意思が正しく反映され

るよう，自治会の運営と機関構成とをいっそう民主化する必要がある」（日本共産党，同上，１８６

頁）としている。国立大学協会学生問題特別委員会は，学生自治会の運営の民主化を学生の手で

自主的に行なうべきであるが，「各大学においても，学生の健全な自治意識の昂揚と自覚ある態

度を要望し，かつそのために教職員の側においても必要な協力や話し合いの途を不断に開いてお

くべきであろう｡」（国立大学協会学生問題特別委員会，「学生問題に関する所見」昭和41年11月

６頁）と述べている。

東京大学改革準備調査会は，全員加入の自治組織は政治的に中立でなければならないとし，ま

た次のように述べている。

「自治会の組織，権限，運営方法などは，まさに学生自身によって慎重な検討をへたうえで定

められるべき問題であるが，少くともその重要な点は……成文化されているべきであろう。ま

た，団体の決定によって個人の基本的権利が著しく制約されることのないように，細心の注意が

払われるべきである｡」（東京大学「大学改革準備調査会第一次報告書」1969年10月，７４頁）個人

の権利と学生自治組織の活動との関係について，特異な立場をとっているのは，香川大学の「中

間報告草案（その１)」である。これにおいては，学生個人の権利が学生自治会によって制約さ

れることもありうるとして，次のように述べられている。

、

●

ハ

●
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「第１は…大学における研究と教育に直接関連する限度において学生個点の持つ権利や自由が

学生自治会によって制約されることのあるのは当然である。もし，そうでないとしたら学生自治

会の存在意義が著しくそこなわれるからである。

第２に…全員加入の自治会は政治的に中立でなければならない。このことは自治会がその内部

においてあらゆる学説，思想，信条に対して寛容であるぺきであるということであって，自治会

自体が政治活動を行なってはならないという意味ではない。もちろん，この場合も，前述の通り

学生個人の政治的活動の自由は，大学における研究教育に直接関連する限度において，自治会の

多数決によって制約されるものと解すべきであろう。

以上の２点については自治会が全員加入の団体であるだけに集団の意思決定によって個人の基

本的権利が著しく制約されることのないよう細心の注意が払われるべきである｡」（香川大学，同

上，１２頁）

この見解は，学生の自治組織と学生個人の権利との関係について，重要な問題を提示している

ので，慎重に検討されるべきものであろう。

さて，学生の自主的団体を教育的に考えるか，それとも学生の権利と承るかは，各大学が自主

的に判断すべき問題である｡いずれの立場をとるにしても，学生団体の民主的にして正しい運営

は，大学構成員全体の関心事でなければならない。このため，大学が，この問題を学生自身のこ

ととして，学生に委ね，放任することも問題を残すことであり，逆に，大学が干渉を強化するこ

とによって，この問題が解決されるものと考えるべきでもない。大学としては，学生団体の民主

的運営は，大学自治の根本にかかわる問題として，学生自体の自覚をうながすと共に，大学の他

の構成員全体も関心を払い，考えてゆくべき問題であろう。結局，大学の研究，教育，管理運営

等，大学のあらゆる活動において，其の民主主義が鯵透し，基本的人権が確保され，研究と教育

の自由が保障されるよう，大学全体が努力する過程において，学生団体の民主的運営も可能とな

ると思われる。

Ｌ

Ｔ

▲

Ⅲ学生の政活治動

ここに学生政治活動というのは，特定の大学の学生個人または学生集団が，当該大学の内外に

おいて行なう政治活動のことである。これらの活動がいかに行なわれるか，また大学当局がそれ

にどう対処するかは，大学の任務ないし機能とする学問の研究と教育に深いかかわりをｲ)ってい

る。ここではこの点にかんする諸大学および諸団体の見解を整理，紹介するとともに若干の問題
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点を指摘することにしたい。

１．大学外における学生の政治活動

の大学外における学生個人の政治活動

大学の外部において，学生個人が，行なう政治活動をどう理解し，どう対処するかについての

大学側の意見としてはつぎのようなものがある。

ａ）東京大学改革準備調査会は，「学生の学外における行動は，一般の市民と同じ自由をもつ

べきであり，学生であるがゆえにとくに制約される必要もなければ，逆にとくに寛大に扱わ

れる必要もないであろう。大学は学外における学生の行動を規制する責任を負うべきでない

し，また大学が現実にそのような責任を果たすことは不可能である。しかし大学は，学生の

学外での行動が，大学の構成員としての当該学生の不適格性を示Fすものか否かについては，

関心をもつべきであろう」としている（｢第一次報告書」７０頁)。

ｂ）大阪大学改革準備調査委員会は，「学生は学外において一般市民と全く同じ自由をもち，

同じ法的規制を受けるべきであって，一般市民から区別される理由はない。したがって，大

学は学生の学外における行動を規制すべきではない」と述べている（｢大学改革の基本方針

（その一)」１１頁)。

ｃ）また神戸商船大学教授会も「〔学生は〕学外においては，一般市民と同等の権利と義務を

持ち，なんら特別に扱われる必要はない」としている（｢大学改革への総括的提案」１３頁)。

学生個人の学外における政治活動が一般市民のそれと同一に扱われるぺきであるという点自体

には,とくに問題はないであろう。中央教育審議会も「個人としての学生は,一般市民と同じよう

な政治的活動の自由をもっている」としている（同第24特別委員会「学園における学生の地位に

ついての中間報告｣)。ただ，学生が大学外における政治活動の結果，逮捕・起訴された場合，大

学当局がこれにどう対処するかについては多少の問題があろう。というのは，この場合，判決確

定まで当該学生を当然に停学ないし休学にすべきであるとする－部の強硬な意見があるからであ

る。しかし，この点については，判決確定に先立って大学当局が逮捕・起訴の当否を判定するこ

とは現実に困難な場合が少くないこと,国家公務員法においても,公務員が同様の状況におかれた

場合，「……これを休職することができる」（同法第179条）としているに止まることなどを考

慮して，適切に判断すべきであろう。

の大学外における学生集団の政治活動

◆

①

●

ａ
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大学の外部において学生が集団として行なう政治活動をどう理解し，どう対処するかについて

は，大学側からは特別の意見は表明されていないように思われる。これは，学生の学外における

行動は，一般の市民と同じ自由をもつぺきであるから，学生集団の政治活動は，市民集団の政治

活動として理解し，対処すれば足りると考えているからであろう。

これにたいして，中央教育審議会は，この問題について，前記のように「個人としての学生は，

一般市民と同じような政治的活動の自由をもっている」としながらも，「しかし学生としてその

ような活動を行なう場合には，学生の地位および教育基本法の精神にかんが象，つぎのような制

約のあることを認めなければならない｣とし，その一つとして，「学園外においても，大学の公認

する団体の名において不法な手段で行なう活動は許されない」（同第24特別委員会「学園におけ

る学生の地位についての中間報告｣）としている。そしてその解説によれば，この「許されない」

というのは，「一般市民としての責任追及が法の定めるところによって行なわれるほか，大学と

してもその公認団体に対する責任追及が問題となることを意味している。すなわち，そのような

反社会的行動を行なう団体を，大学として公認しながら施設の利用その他の特典はその主憲認め

てよいかが問題になるのである」（｢文部広報」昭和43年３月13日号）としている。

しかし，この「大学として〔の〕……公認団体に対する責任追及については，学生個人が大学

外における政治活動の結果，逮捕・起訴された場合と同様，判決確定に先立って大学当局がそれ

をすることは，現実に困難な場合が少なくないことが考慮されなければならない。

ただし，このことは別に，大学外で政治活動を行なう学生集団がすべての学生の強制加入制を

たてまえとする自治組織（学生自治会）である場合には，慎重に考慮すべき問題がふくまれてい

る。というのは，そのような組織が，大学外で政治活動をすることは，その手段が不法である場

合はもちろん，そうでない場合でも，自治組織の本来の目的からみて問題があるばかりでなく，

大学の政治的中立性にたいする世人の疑惑をまねき，大学の任務・機能の遂行に不可欠の「大学

の自治」をおびやかすおそれをもっているからである｡

また，大学当局がこうした事態に対処する仕方としては，そのような組織にたいして不利益な

いし制裁を課するなどの方法とならんで，そのような組織が正しく運営されるよう協力，援助し

ていくという「学生の自主的団体」で述べたような方法もあるからである。

●

’

●

２．大学内における学生の政治活動

大学内における学生の政治活動は，一方では，大学外における学生の政治活動の場合と同様に，
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その活動を行なう主体に即して，①学生個人によるものと，②学生集団によるものとに分けうる

と同時に，他方では，その活動の内容に即して，③市民として社会や政府にたいして行なう政治

的主張．要求を内容とするものと，④大学構成員として，他の大学構成員(教官・職員等)となら

んで，社会や政府にたいして行なう主張・要求（たとえば「学問の自由｣，「大学の自治」等）を

内容とするものと，⑤同じく大学構成員としてではあるが，他の大学構成員，とくに教官ないし

教官集団にたいして行なう主張・要求を内容とするものとに分けることができるであろう。

大学内で行なわれる学生の政治活動における上記の主体と内容との組合わせの関係は複雑であ

るが，そのことを念頭においたうえで，以下では，前項と同じく，主体に即して考察することに

しよう。

（１）大学内における学生個人の政治活動

この問題を考察する場合の中心となる論点は，市民社会において本来保障されるべき（具体的

には憲法により保障されている）権利，自由が，大学の任務・機能の十分かつ円滑な遂行という

点からふて（具体的には学校教育法第８条,また国立大学の場合は人事院規則１４－７等)，どのよ

うな形で，どこまで制約をうけるかどうかということであるが，この点についての大学側の意見

にはつぎのようなものがある。

ａ）東京大学改革準備調査会は，「個為の大学構成員または任意加入の団体の学内における政

治活動は，(1)構成員のほとんどが成年者である，②各種の政治活動にふれて判断力を養うこ

とができる。③種点の政治活動を認めることによって全体としての『中立性』はかえって保

たれ，教育の中立性と矛盾しない，などの理由により，原則として自由であZ､べきだと考え

るが……構成員による他のさまざまな活動と同様，その具体的方法については，研究教育の

場としての大学の機能を維持するために，･･･…後述するようなルールに従わなければならな

いことはいうまでもない」としている（｢第一次報告醤」327頁）

ｂ）大阪大学改革準備調査委員会は「学内においても，学生の市民的自由は最大限に尊重され

るべきである。市民的自由のうちで股も問題となるのは政治活動および結社の自由であろう。

……学生の学内における政治活動は，大学の機能を害し，他人の権利を侵害しない限り，自

由であると認めるべきである」としている（｢大学改革の基本方針（その１)」１１頁）

ｃ）また神戸商船大学教授会も「〔学生は〕学内においては，教育と研究を阻害せず，大学の

他の構成員の権利と自由を侵さない限り，政治的，経済的，社会的問題について情報を得，

かつ意見を発表する自由を持つ」としている（｢大学改革への総括的提案」１３頁）

●

･

●

白
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。）香川大学問題研究委員会は「……従来,学生の市民的自由権は，学生が大学に所属すると

いう理由，ただそれだけの理由によってその行使を制限されてきた。だが大学は学生にとっ

ても真理探究の場であり，自由が真理探究の不可欠の条件であるとすれば'学生の市民的自由

権を不当に侵害することがあってはならない。このような観点から染るかぎり’学生個念人

の政治的活動の自由も大学内において認められなくてはならない」としている（｢中間報告

草案（その1）一学生参加問題」’1頁）

これらの諸見解は，大学内における学生個人の政治活動は，①大学の任務機能とする研究．教

育の遂行をさまたげない，②他人の権利を侵さないという二つの制約をうけるが，この制約に抵

触しないかぎり，原則として，大学外におけるそれと同様に，自由であるべきだという点で共通

している。しかし，「他人の権利を侵さない」という制約は，その｢権利｣を市民的権利と解すれ

ぽ,大学外における政治活動も当然受けるはずのものであるし,大学構成員としてもつ自由に研究

する権利．教育をうける権利等と解すれば，それを「侵さない」ということは「研究．教育の遂

行をさまたげない」ということに帰着するであろう。そこで，大学内において学生個人が行なう

活動が受ける制約は，「研究．教育の遂行をさまたげない」という一点にしぼられることになる。

その場合，この「研究．教育の遂行をさまたげない」という制約をどう理解するかが問題とな

る。この制約を，たとえば騒音をたてない，施設を濫用しないというような，いわば物理的な行

為に限定して考えれば，事は比較的簡単である。なぜならば，そのような制約は’ひとり政治活

動ばかりでなく，文化．体育等の諸活動にも課されて然るべきものであり’また，さまたげる程

度についても客観的な判定をくだすことが可能だからである。

しかし，この制約は，研究．教育の遂行に望ましい環境を維持するというような,いわば精神

的状況にまで拡大されて考えられることがしばしばある。中央教育審議会が,「個人としての学

生は，一般市民と同じような政治的活動の自由をもっている」としながらも，その制約条件とし

て，「学園の施設を乱用し，大学の教育と研究の正常な実施を妨害する活動は許されない」とい

う条件とならんで，「……学問の教授と研究に必要な自由で寛容な知的ふんい気を乱し，個人の

思想および良心の自由に有形無形の圧迫を与えるような活動は許されない」という条件をあげて

いるのは，その一例である。

この場合には，さまたげる程度について客観的な判定がくだしにくいことや，教育基本法第８

条や人事院規則１４－７の解釈やそれらにたいする態度とからんで，複雑な問題が生じてくること

になる。

●

'
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東京大学改革準備調査会は，この「研究・教育の遂行をさまたげない」という制約を，大学内

における学生個人の政治活動の「限界」の問題として考察し，同調査会で「二様の考え方が述べ

られた」ことを記している。その記すところによれば,二つの考え方は,教育基本法第８条２項に

いう政治教育・政治活動の禁止は，教育活動の主体としての学校の活動についてのもので，教官

ないし学生個人についてのものではないという点については完全に一致しながらも，科学に必要

な「事実の客観性｣，「論理の整合性」と,人文･社会科学的認識方法からくる「科学の党派性」と

の関連についての理解の相違から，「限界」については，つぎのような異なった見解に分れたと

いうことである。すなわち－は，「もっぱら特定の政党または政治団体の宣伝を事とするような

党派的政治活動は》学内活動としては認められない」とし,そこから人事院規則についても，「大

学が独自の立場で主体的に」かつ｢できるだけ限定的に解釈して運用すべき」ではあるが,一応こ

れを認める態度をとっているのにたいして,他は，「大学の個念の構成員または任意加入団体の学

内における政治活動について，その政治活動が特定党派の主張にもとづくからといって，ただち

に大学にふさわしくない活動として排されるべきではないと思われる」とし，そこから，人事院

規則については，「大学内の個交の構成員または任意加入団体の政治活動については，思想と言

論の自由を保障する意味からいって，……適用を除外する措置がとられることが要望される」と

しているのである。（｢第一次報告書」327-332頁）

たしかに，大学内において学生個人が行なう政治活動について，「研究・教育の遂行をさまた

げない」という制約をどのように理解し，その「限界」をどこに引くかは，理論的にも実際的に

もむずかしい問題をふくんでいる。しかしこの問題は，以上みてきたのとはやや異なった角度か

ら，いいかえれば,大学内において学生個人が行なう政治活動と,学生集団とくに強制加入制をと

る学生団体が行なう政治活動との区別を明確にし，両者がそれぞれあるべき正しい姿で行なわれ

るようにし，全体として大学の任務・機能がいわば生だと遂行されるようにするためには，どう

すればよいかという角度からふることも重要であろう。

の大学内における学生集団の政治活動

大学内において行なわれる学生集団の政治活動を考察するにあたっては，その学生集団が任意

加入制のものであるか，強制加入制のものであるかを区別することが必要である。

Ａ・大学内における任意加入制学生集団の政治活動

大学内において任意加入制をとる学生集団が行なう政治活動は，学生個人が行なう政治活動に

準じて考えることができよう。東京大学改革準備調査会なども，すでに前項（２－(1)）で引用し

◆
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た文章にも見られるように，学生個人と任意加入制をとる学生集団を同列において論じている。

その意味で，２－ので「大学内における学生個人の政治活動」について述べたことは,ここで

問題とする「大学内における任意加入制学生集団の政治活動」についても，ほぼそのまま妥当す

ると染てよい。ただ，政治活動の場は学内であるにしても,その主体は集団であるから，この集

団と大学との関係の如何に応じて，集団行動にかんする地方条例の適用等について微妙な問題が

生じうることに注意する必要があろう。

なお，学生が個人あるいは任意加入制の集団として行なう政治活動は，原則として市民のそれ

と同様に扱われ，大学がこれに加える制約は，「研究・教育の遂行をさまたげない」という見地

から染て，最小限にとどめられるべきだとしても，そのことは，ただちにかつ当然に，大学がこ

れらの個人や集団に一定の便宜をあたえなければならないということではない｡この点には，大

学の政治的中立という問題や，とくに国立大学の場合は，人事院規則１４－７との関連において，

検討すべき問題がふくまれている。

Ｂ・大学内における強制加入制学生集団の政治活動

ここにいう強制加入制学生集団とは，「学生の自主的団体」のところで述べたように，一般に

学生自治会とよばれている学生の自治組織のことであるが，この学生自治会が学内で行なう政

治活動を考察する場合には，この節のはじめに述べた政治活動の内容による区別に留意すること

がとくに必要となる。その理由は二つある。一つは，大学内で学生個人や任意加入制の学生集

団が行なう政治活動も，一般市民としてのいわば純粋政治的な主張.,要求とならんで，学生とし

ての，教育．研究に直接関連したいわば「特殊大学的」な主張．要求を内容とすることがありう

るし，あってもさしつかえないが，後者を内容とする政治活動が効果的に行なわれるのは学生自

治会による場合であり，学生自治会の存在理由も主としてその点にあると思われるからである．

他は，全学生の強制加入制をとる学生自治会が純粋政治的な主張・要求を内容とする政治活動を

行なうことには，①その本来の目的と強制加入という点からくる制約のほかに，②それが，教官

の場合の教授会等にあたる，一種の公的機関とも』;くられることと関連して，大学の政治的中立性

という点からくる制約が加わると思われるからである。そこで三つの場合を分けて諸大学の見解

にふれつつ，問題点を指摘することにしよう。

まず第一に，学生自治会が純粋政治的な主張・要求を内容とする政治活動を行なう場合である

が，これについては，東京大学改革準備調査会のつぎのような見解がある。「大学は政治的に中

立でなければならない。大学の公的な機関，あるいは大学において行なわれる公的な行事，講義

｡
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等が，大学とは直接関係のない政治的立場によって利用されてはならない。そしてこのことは，

大学のすべての公的な機関のみならず，すべての学生の強制加入をたてまえとする学生自治会な

どにもあてはまる。学生自治会が，学生の利害に直接関係のない問題について政治的意思表示や

行動を決議し，ある特定の政治的信条にもとづいてその構成員を拘束しようとすることは，大学

の政治的中立性に反する」（｢第一次報告書」72-73頁)。

この見解は，学生自治会が一種の公的機関であり，その政治活動には大学の政治的中立性とい

う点からくる制約が加わるということを指摘しているかぎりでは正しいが，「大学とは直接関係

のない政治的立場」「学生の利害に直接関係のない問題について〔の〕意思表示」等を広狹どの

ように考えるか（たとえば憲法擁護ないし憲法改正反対という主張はこれにふくまれるかいな

か）については，なお問題を残すものといえよう。

第二に，学生自治会が，学生としてのいわば「特殊大学的な」主張ｂ要求を内容とする政治活

動を行なう場合であるが，これについてはつぎのような見解が承られる。

ａ）東京大学改革準備調査会は，「……学生は，その機能の違いから教官とは役割を異にして

いるが，大学の自治を維持する機能と責任を分担すべき存在である。このような新しい見地

に立つ大学の制度のもとでは，このような学生の責任は，個念の学生として果たされるほか，

学生集団の意思決定をとおしても果たされなければならない。……大学がその機能を発揮し

うるかどうかについては，学生集団の自治能力が重要な意味をもっていることは，はっきり

認識されなければならない。……学生自治会が今後いかなる役割を担うべきかは，大学の意

思決定と執行の機構の改革とかかわりあいをもつ大きな問題であり，今後さらに詳しい検討

がなされるべきである」と述べている。（｢第一次報告書」63-64頁）

ｂ）大阪大学改革準備調査会は，より端的に，「それぞれの学部で学生が自主的に結成し，そ

の学部の学生全員を包含する……ような自治組織が結成された場合には，任意加入の学生団

体と区別された特別の権利をそれに認めるべきである。この特権は,学生参加のための機関

となる権利と，いわゆる交渉権とに大別される」と述べている。（｢大学改革の基本方針（そ

の１）」１２頁）

ｃ）このほか，次節に掲げるような交渉不調のさいに「ストライキ」を認める見解は，その前

提として交渉権，拒否権を認めることをふくむものと承てよいと思われるが，それには，一

橋大学評議会，神戸大学改革準備委員会，香川大学大学問題研究委員会等がある。

このように，大学側の見解には，学生自治会が行なう「特殊大学的な」主張・要求を内容とす

｡
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ろ政治活動を積極的に受けとめ，進んではそれを「大学の自治」の一環として位置づけていこう

とする傾向が多く染られる。

他方，これと異なる見解も存し，たとえば，中央教育審議会は，「学生自治会については……

全学生の自動加入制をとるのものを認めようとする場合には，……その活動の領域については大

学の教育方針に反したり，学生個人の基本的な自由を拘束したりすることのないよう明らかな条

件をつけるものとする」（｢学園における学生の地位について中間報告｣）といっている。この見

解で問題となることは，「大学の教育方針」という言葉がなにを意味しているかということであ

ろう。もしそれが，教育基本法にいう教育の目的・方針（第１，２条）あるいは学校教育法にい

う大学の目的（第52条）を意味するのであればともかく，大学当局がそのときどきにとる具体的

方針を意味するのであれば，それは，学生自治会の政治活動の否認につながるであろう。なぜな

らば，この政治活動は，すでに染たように，大学当局のこのような具体的方針にたし､する主張．

要求を内容とすることが多いからである。

しかし，学生自治会の政治活動が肯定され，それが「大学の自治」の一環として位置づけられ

るためには，学生自治会が，強制加入制団体であることが十分自覚され，大学構成員にふさわし

い仕方で，「民主的」に運営されることが，前提されなければならない。この点について，たと

えば〆東京大学改革準備調査会は，「学生は，学生自治会の一員として，学生集団の意思決定に

参加する権利をもっている。この権利が，政治的信条その他の理由で，不当に奪われることがな

いようにすることは，学生自治会の義務でもあり，その正当性を主張するための基礎的条件でも

あろう。他方，学生が大学を櫛成する一員として学生集団の意思決定に参加する責任を負うこと

はいうまでもない。学生層が，大学の管理運営に有効な寄与をなしうるには，このような責任が

すべての学生によって自覚されることが必要である……。また，脱退の許されない強制加入の団

体であるだけに，団体の決定によって個人の基本的権利が著しく制約されることのないように，

細心の注意が払われるべきである。このことは単に心がまえの問題に留まるべきでなく，適切な

制度上の保障が必要である」と述べている。（｢第一次報告劃７４頁)。そして，学生自治会の政

治活動にたいして同調査会と相似た態度をとっている前記の諸大学の改革問題審議機関もまた，

それぞれ似たような見解をとっている。

ただ，学生自治会は，団体としての意思を決定する必要があることが多い反面，すべての問題

について学生全員の意見が一致するとはかぎらないのが現状である。そこで,問題によっては,論

議を十分につくしたうえで，多数決によらざるをえないことも多かろう。その意味で，香川大学

、
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大学１Ｍ]題研究委員会が，「大学における研究と教育に直接関する限度において学生個とのもつ権

利や自由が学生自治会によって制約されることのあるのは当然である。もし，そうでないとした

ら学生自治会の存在意義が著しくそこなわれるであろう」（｢中間報告草案」（その１）－学生参

加問題一｣）としているのは，注目されてよい。しかし，この場合，「大学における研究と教育

に直接関連する限度」をどの程度まで広く考えるかが問題である。そしてその問題は，学生自治

会において，大学当局にたいする主張・要求を貫徹する手段としての「ストライキ」が議題とな

る場合，鋭い形で表面化するであろう｡

ﾛ

■

3．学生のストライキ

ここにいうストライキとは，学生が，大学内における政治活動の最終形態ないし最後手段とし

て，学生自治会の多数の決議により全学生に有形無形の拘束を加えて，－部または全部の授業を

集団的に放棄することである。したがって学生自治会の決議が全学生により全員一致でなされた

場合や，授業を放棄する学生が決議に賛成した学生にかぎられる場合は，単なる授業放棄にとど

まり，ストライキではないということになる。いいかえれば，ストライキと単なる授業放棄との

相違は，受講しようとす学生または授業しようとする教官にたいして，なんらかの方法による阻

止行動が行なわれるかどうかにかかわるといってよい。もちろん，勤労者の行なう同盟罷業とは

性格を異にするので，阻止行動をともなう一斉授業放棄とよぶのがもっとも適切であろう。

このようなストライキにたいする大学当局の態度は，３つの型に区別することができる。

１）鍬一は，ストライキを「認め」ないとするものである。すなわち,ストライキは,研究と教育

を任務とする大学の自己否定的行為であり，あってはならないことであるうえに，学生が受講

し，教官が授業するのは，それぞれのいわば基本的権利ないし基本的義務であるから，この権

利ないし義務を多数決によって制約し，いわんやその制約を力によって強制することはゆるさ

れないことである。したがって，①学生大会においてストライキを決議することはもちろん，

②学生自治会の執行部がそれを提案したり，③学生からの提案を学生大会の議長がとりあげる

ことも処分に該当する行為である，という態度である。このような考え方は，東京大学では，

「矢内原三原則」とよばれ，今次の紛争前まで生きていたようであるが，他の諸大学において

も，ほぼ似たような態度がとられていたものと思われる。

このような態度は，ストライキの性格自体については正しい見方をふく象ながらも，それを

防止しようとするあまり，学生がそれを決議することはもとより，決議以前に論議することを

①
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屯禁止し,その「責任者」を処分しようとするところに，一般的には「言論の自由」（態法第

２１条）との関連において，「特殊大学的」には「学生の自治」との関連において，問題がある

といわなければなるまい。そこで今次の紛争をへて，このような考え方ないし態度は，廃棄な

いし再検討されつつあるのが現状である。

もっとも，中央教育霧議会は，今日でもつぎのように述べている。「全員加入制の学生自治

会が授業放棄を決議することは，それ自体公認の条件に反するものであるが，どのような団体

もその決議を理由に学生の授業への出席を妨害したり，授業の実施を妨げたりすることは，学

生の授業を受ける権利を侵し，学園の秩序を乱すものとしてその責任が追求されなければなら

ない」（｢学園における学生の地位について中間報告｣）と。

2）第２は，一定の条件のもとにストライキを「認め」ようとするものである。諸大学の改革審

議機関のなかには，このような見解ないし態度をとるものが比較的多く，たとえばつぎのよう

なものがある。

ａ）大阪大学改革準備調査委員会は，「ストライキを大学社会における社会権の一つとして認

めるという視点」にたちつつも，「館一にストライキ権の濫用によって個炎の学生の基本的

権利の侵害が生じないようにするために，第二にストライキに大学に対する拘束力を認めよ

うとする以上,ストライキの形態および手続については,定められた条件を糸たすことを要求

することが必要である」とし，その条件の一例として，「①ストライキは，全員加入の自治

組織と大学との交渉の最終的手段であること，②ストライキは，全員加入の自治組織が存在

する場合仁の糸認められ，その組織に属する学生全員の少くとも６割以上の賛成に基づくこ

と，③ストライキは，1週間以内の有期限であって，その期間の更新には第２項に定める手

続が必要であること，④ストライキは，個交の学生の正規の授業以外の手段による自主的学

習を妨げないこと」をあげ「バリケード・ストは，その手段の違法性のために認められな

い」旨をつけ加えている。また，大学がストライキを認め，「ストライキが全学生に対して

拘束力をもつ以上，ストライキ終了後は可能な範囲で補習授業を行なうべきである」として

いる（｢大学改革の基本方針その１」１５頁）

ｂ）一橋大学評議会は，「結論的には，学生のストライキは，学生側の抗議意思表明の手段す

なわち学生の権利として位置づけ，これを「認める」ことが妥当であるといえるのではなか

ろうか。なお，ここで大学側が学生のストライキを「認める」とは，大学側としては，これ

に対抗して授業を行なったり，スト執行の責任を追及したりしないことを意味する」として，

■
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「大学において学生のストライキが「認められる」ための必要条件として，つぎのような要

旨のことをあげている。すなわち，①大学の構成員共通の場で，ストライキの必要等につい

て討論される機会のあること，②ストライキが学生集団の総意として，たとえば学生大会の

決議のごとき形で合意される必要があること，ただ学生大会のあり方，学生集団の総意のた

しかめ方，少数意見の扱い方等は……当然学生自治の問題として，学生自身によって検討さ

るべきこと，③バリケードは遠法であり，「認めえない」こと，がそれである（｢総点検作

業第１次報告」15-17頁）

ｃ）神戸大学改革準iii委員会は，「学生の一時的な授業放棄を意味するいわゆる「ストライ

キ」は学生集団が染ずからの意思に反する大学管理機関の意思決定，およびその実施にたい

する異議申立ての－方式として，すなわち前記交渉権の実質的な裏付けとして認められるべ

きであろう。この場合，大学当局は処分その他による規制は行なわず，また同時にその授業

放棄にもとづく学生自身の実質上の不利益を償うようなこと（補講，追試験等）はしないの

を原則とする」と述べている（｢神戸大学改革のための提案」その４)。

ストライキにたいする諸大学のこのような態度は，ストライキにたし､する従来の態度にふく

まれていた，さきに承たような問題点の反省から出てきたものであろうが，そこにはまた新た

につぎのような問題点がふくまれることになるように思われる。すなわち，原理的には，①大

学の自己否定1こつながるストライキを，大学当局があらかじめ「認め」ておくことは，たてま

えとして矛盾ではないかどうか，②大学当局が，一方ではストライキをも「認め」るほど学生

の権利ないし自治を大幅に認めながら，他方ではストライキの論議ないし決議の仕方について
と，ｂやく

学生に注文をつけることのあいだに撞着I土ないかどうか，また具体的には，③ストライキを

「認め」た場合，「終了後…補習授業を行なう」（大阪大学）にせよ，「補習・追試験はしな

い」（神戸大学）にせよ，ストライキが長期にわたるときにはどうするのか，④ストライキの

執行自体の責任追及はしないにしても，r1r任の阻却される事由は必ずしもストライキの「違法

性」が阻却される事由と同じではないから，ストライキにともなう暴力行為等にどう対処する

のか報がそれである。

３）第三は，ストライキは原理的には「認め」られないが，現実には生じうることもありうる非

常事態とみて,個念のストライキに,いわばケース・バイ・ケースに対処していこうとするもの

である。このような見解・態度をとるものに東京大学改革準臓調査会があり，つぎのように述

べている。「大学が『政治的中立』を志向する以上，全員加入制の自治会が政治的目的をもつ

矛
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ストライキ決議をして全学生を拘束しようとすることに対し，否定的判断をもつことは当然で

ある。しかしながら，そのことからただちに，ストライキ決議自体に対し禁止と処分との制度

的措置をもって臨むことは，第一に，ストライキの目的の如何にかかわりなく，学生自治に対

する干渉となり，第二に，大学当局自体に対する抗議の性格をもつストライキについては，さ

らに抗議対象である大学当局がこれを政治的に抑圧する機能を果たすおそれがある，という欠

陥を制度そのものに内在させる結果となると考えられる。以上の立場からすると，大学または

学部の公式の機関は，学生のストライキ決議およびその発動までの過程に干渉すぺきでないこ

とになる。しかし他方において，教官側は研究・教育を遂行する権利および義務をもつことか

らいって，発生したストライキに対し，……主体的に判断し対処すべきであろう」と（｢第一

次報告書」369-397頁)。

これは，原理的立場と現実的事態とをいわば折衷した見解ないし態度ともいうべきものである。

しかし，折衷的であるがゆえに，具体的場合には種交の問題が生じることはさけがたいであろう。

以上では，ストライキを大学内における学生の政治活動の最終形態ないし最後手段として考察

したが，一旦ストライキが発生した場合には，大学当局と学生，およびストライキに賛成する学

生と反対する学生とのあいだに鋭い緊張関係が生じ，大学の任務機能の遂行がさまたげられるだ

けではない。研究・教育の中断，入学試験や就職への影響等を通じて，社会にたいしても迷惑な

いし損害をかけることが，考慮されなければならない。このことは，経費の大部分が国民または

地方民の負担によってまかなわれている国・公立大学については，これらの経費負担者にたいす

る責任を問われるということでもある。この両様の意味において望ましくないストライキという

非常事態の発生をさけるためには，大学内における学生の政治活動について，それがストライキ

という最終形態ないし最後手段にまで至らないような，また至らしめないような，心がまえとそ

れを実現するにたる方策とを，学生・大学当局双方が，ともにもち，ともに工夫することが必要

であろう。

なお，ここで，ストライキに対応して比IWii的に，ロックアウトとよ(雷れるものについてふれて

おこう。これは，大学側が，全部または－部の学生について，一定の条件のもとに，一定期間，

大学構内への立入りを規制する措置をさすもので，経営者による工場閉鎖とは性格を異にするこ

とはいうまでもないが，教育を受けるという学生のいわぼ基本的な権利を制約するものであると

いう点で，一種の非常措置である。したがって，ストライキの場合と同様，その当否をあらかじ

め論議してもあまり意味はない。ただ，現実の問題としては，大学の機能が麻蝉するのを防ぐた

℃

、
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めや，多数の学生の教育を受ける権利自体を保障するために，やむをえずロックアウトが行なわ

れることもありえよう。この場合には，それがやむをえないかどうかが具体的に問題となるので

あって，大学側には，そのことを立証する用意がなげれぽならないであろう。

Ⅳ学生の課外活動

課外活動が大学教育の中においてどのような位置を占めるかに関しては意見の分れる点もある

が，大学が人間を育成するところである以上，課外活動が果たす教育上の意義はきわめて大きい

ものがあるといわざるをえない。ここでは，諸大学の改革案にゑられる課外活動に関しての譜問

題を中心として，それについての色含な考え方を述べ，健全な課外活動の振興によって大学教育

の充実をはかるための考え方の資料にしたいと思う。

Ｐ

口

１．課外活動の人間形成上の意義

広島大学の「大学問題検討委員会準備委員会答申」には，学園生活における課外活勁の必要性

が指摘され．また神戸商船大学の「大学改革への総括的提案」の中には，体育・文化サークル施

設の充実・整備がとりあげられている。さらに，大学問題会議は，課外活動の必要性とプログラ

ムの樹立を提唱（｢大学教育改革のための提案Ｊ２０条）している。

しかしながら，課外活動の持っている教育上の意義に関しては明確に把握されているとはいい

がたい。課外活動の教育上の意義として従来あげられているのは，学生の人間形成上の効果と自

主自律の精神の錬磨である。

（１）「課程外諸活動において，学生の人間形成上の効果を期待し，これを推進するための学生

の厚生補導の充実の必要が強調される｡」（中央教育審議会「大学教育の改善について｣）

（２）「文化団体や運動部において，自主自律の精神を自ら錬磨してゆくことは，大学教育の理

念にもかなう要請である｡」「課外活動，福利厚生のための施設等の充実も，大学教育の健全

な発展のために強く望まれる｡」（国立大学協会学生問題特別委員会「学生問題に関する所

見｣）

③「文化・体育などの課外活動は，学生の人間形成上重要な意義を有する｡」（中央教育審議

会「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」答申案）

④「学生自治会は，学問，芸術，芸能，スポーツその他のクラブ活動を通じ，学生自身の創

意工夫により人間形成に寄与することを目的とする｡」（民社党「大学法要綱｣）

｡

｡
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⑤「大学における学生の人間形成は，大学が準備した教育課程を履修する学習活動のほか

に，学生の自主的な課外活動によっても促進される。」（東京教育大学「筑波における:新大

学のビジョン案｣）

これらの意見は，いずれも課外活動が学生の人間形成と自主自律の精神の錬磨に重要な貢献を

なすものであることを認めている。しかしながら，この課外活動が大学教育において占めるべき

地位もしくは役割については，さらに掘りさげた明確な理解が必要ではなかろうか。

そもそも，大学は個点の学生の人間形成に関して，どこまで責任を負うべきなのであろうか。

この点については意見が二つに分れる。第一の意見は，教育基本法，学校教育法の精神にかんが

染て，大学は学生の全人格的な育成の責任を負うべきであるとする。もし大学がその責任をはた

さないとするならば，それは大学教育の放棄であり，教育責任からの逃避であるとする。第二の

意見は，高度の学問研究の機関であり，多数の学生を教育する高等教育機関としての性格をもつ

大学に全人格的教育の機能を併せ期待することは無理な注文であるとする。

第一の意見は，大学教育の究極の目標を示すものであって，その責任からの逃避は許されない

であろう。要は，大学における諸女の教育機能が，学生の全人格的育成の目標に向って，その機

能を効果的に発揮できるかどうか，その限界はどこにあるかということであろう。

大学が高度の学問研究機関であり，学問研究の成果を通して教育が行なわれるところである以

上，大学における人間形成は，まず第一に正課教育によって行なわれるべきものである。

「大学における人間教育は，何よりもまず，学問的知性教育を通して行なわれるところに特色

がある。基礎的な学問の修得も，諸科学の綜合的理解も，決して単に専門的な学問研究や知的職

業にとって必要な前提ないし手段にすぎないものではなく，より根本的には，学問による人間形

成という意味をもっている｡」（愛媛大学「大学問題研究会中間報告｣)。

しかしながら，「大学における教育は，あくまでも相互に独立の人格をもつ人間が，学問の場

を中心として接触することによってなされるのを原則とすべきであり，全人格的な育成，指導を

直接の目的としてなされることを原則とすべきではない｡」（東京大学「大学改革準備調査会第１

次報告書「大学における学生の役割と権利｣)。この見解は，正課教育の現実的な限界を示してい

る。正課教育の場においても教師が学生に人格的影響を与えることはきわめて好ましいことでは

あるが，全人格的な育成，指導を正課教育の直接の任務とすることは困難である。

このように，直接的かつ積極的な人間形成の役割を正課教育に期待することが困難であるとす

るならば，課外活動の役割はおのずから明らかになるであろう。やがて社会人となって社会をに

０
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なうべき学生のために，知・情・意の調和のとれた，健康な自主自律の精神に満ちた人間形成の

場を与えることこそ，課外活動の主要な目標であろう。すなわち，課外活動を行なうことによっ

て学生の心身を錬磨し，情操を陶冶し，正課教育では得られない才能・資質の開発・伸長をはか

ることができる。さらに，自主的自律的なサークル活動にその一員として参加することによっ

て，社会的連帯の中に生きる個人としての所属感・充実感を感得することができる。また，他の

サークルや他の大学との接触を通じて，集団間の連帯の訓練をも積むことができる。これらは，

マス化し，大衆化した大学の中に人間的な連帯感を育成し，ますますマンモス化してゆく近代社

会の中で，人間を喪失することなく，積極的かつ平和的に生きる指導的人材を養成するための，

貴重な訓練であると考えられる。

もちろん，課外活動の詮が学生の人間形成の唯一の方法ではない。学生の人間形成に関して

は，正課教育，課外活動のほかにも学生相談，学生会館，学寮などの各種の場が存在する。また

｢(学生の）人間形成を効果的に行なうには，正課と正課以外の教育とを相互に関連させた綜合的

な計画を立案・実施することが必要である……」（国立教育研究所「大学における人間形成に関

する意見調査（その－，その二)｣）とする意見にも大いに傾聴すべきものがある。

、

｡

ノ

２．課外活動の領域と施設の現状

課外活動を正課外のすぺての学生の諸活動というように広義に解釈するならば，学生の自治会

活動，政治活動，学寮生活，アルパイトなどもその中に含まれることになる。これらの活動が,

それぞれ学生の人間形成にかなりの影響を与えることは否定できない。しかしながら，積極的効

果的な人間形成上の観点から，大学が指導と援助の対象として考慮しようとする場合には，体育

サークル活動と文化サークル活動（音楽，美術，芸能，学術研究，社会奉仕活動などを含む）と

に限定されるのではなかろうか。

課外のこれらのサークル活動が，学生によっていかに求められているかは,学生の参加状況を

見れば明瞭である。すなわち，国立大学（４年制の場合）の全学生の60％以上の者がサークル活

動を行なっているのである。

このような意義と価値のある課外活動に対して，国としても，その施設の充実と活動の強化の

ために，施設．設備の基準を設定して，その振興をはかっている（｢国立大学における厚生補導

に関する基準的な施設．設備｣，昭和40年２月大学学術局学生課)。その結果，学生会館,文化系

サークル共用施設，体育施設，屋外運動場，合宿研修施設などの諸施設，設備がかなり整備され

の

①
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るにいたった。しかしながら，学生数の急増や諸外国の例に照して．これらの施設はまだ甚し〈

不充分である。このために本協会は，昭和44年10月11日付の文部大臣あて「昭和45年度予算に関

する要望書」の中において，「課外活動に関する施設,設備等に要する経費の増額」を要請した。

現状において特に困るのはこの文部省の基準の中に，サークル部室の設置が取り入れられてい

ないことであって，これが今なお課外活動の健全な発展のための重要な障碍になっている。老朽

施設の転用やバラックの仮設などによって，多くの大学がそれでもサークル部室を作りつつある

現実は，これの必要性を明示するものであろう。部室は文化系・体育系両サークルに共に必要な

のであるが，部室がないことによってその活動に特にいちぢるしい支障を生じているのは文化系

サークルであるから，とりあえず第３常置委員会は「文化系サークル部室の新営に関する基準試

案」を作成した。

本件に関する改善が早急に実現されることを切望して止まない。

９

３．課外活動サークルの組織と運営

サークル活動は，学生の自主的自律的な活動である。そのサークル活動が，もっとも円滑にか

つ効果的に行なわれるためには，大学全体の指導体制の充実と積極的な予算援助が必要となって

くるが，ここでは，サークルはどのような組織を構成するのがよいか，またその運営はどうある

べきかについて考えて染たい（体育活動については．大学基準協会の「課外における体育活動の

管理」が参考になる)。

サークルの組織構成の形態は，各大学のそれぞれの歴史と伝統によってきわめて多様であっ

て，共通の線をひくことは困難である。しかしながら，一応つぎの３つの型にまとめられるので

はなかろうか。

（第１の型）体育サークル，文化サークルがそれぞれ独立の連合体を組織する場合

（第２の型）体育サークル，文化サークルが一体となって全学サークル連合を組織する場合

（第３の型）体育サークル，文化サークルの各組織が学生自治組織（いわゆる自治会）の中に

吸収される場合

これらの三つの型の中からどれを選ぶかは各大学のそれぞれの事情によることであって．一概

には決めがたいが，課外活動の本来の目的から考えると，第１または第２の型が望ましいように

思われる。

つぎに．サークルの運営について特に問題になるのは．(1)全員加入か任意加入か、の顧問教官

公

●
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を近くべきかいなか，③チニックオフ制をとるべきかいなかの諸点である。

民社党の「大学法要綱」によれば，「学生自治会を文化会と体育会に分け，学生はすべて右二

つの何らかの部に所属しなくてはならない｡」として，全員加入を主張している。これに対して，

山形大学では，改革にあたっての基本的方向として，つぎのように説明している「(学生の自主

性．自律性の尊重)。従来の考え方には，学生団体の運営を，大学の教育目標の一環と考え，正

課に準ずるものと象なす考え方があり．そこから(1)全員加盟制、②顧問教官制，③チェックオフ

制（大学事務機関による会費の一括徴収）という方式がとられていた。これに対して，学生の自

主住尊重の観点からは，の任意加盟，②顧問教官についてはサークル所属の学生の任意事項と

する．③チェックオフ制の廃止という方向も考えられる｡」（山形大学第一委員会第三分科会中間

報告（その一))。また，神戸商船大学では，はっきりと，「クラブ活動，サークル活動などの学

生諸団体の結成および運営については．完全に学生の自主的判断に委ねるものとする｡」と明言

している（神戸商船大学「大学改革への総括的提案｣)。

△

４．今後の提案

以上，学生の課外活動についての主要な問題点を指摘し，それに関しての考え方を述べてきた

が．今後課外活動の一層の発展と充実をはかるために，つぎのような試案を提示して参考に供す

ることにしたい。

（１）大学における体育活動を振興するため大学に体育センター（または体育研究所）を設置す

る。

体育センターにおいては,正課体育と課外体育を一括管理し,また体育関係施設を集中管理

する｡このセンターは学長直属の独立機関とし,体育教官はすべてこのセンターに所属する。

②大学における文化活動を振興するため大学に音楽サークルセンターと文化サークルセンタ

ーを設置する。

これは既述した「文化系サークル部室の新営に関する基準試案」の中に述べてある構想で

あるが，各サークルの機能によって文化系サークルを二分し，音楽サークルセンター（演劇

を含む）と文化サークルセンターを別盈に独立して設置する。

③大学のサークル施設が不備の場合には、学外の社会教育施設である体育館，公民館，公会

堂などの使用について便宜が与えられるよう老噸する。

（２１）近隣の大学が共同で使用する施設（体育，文化といを設置する。

●

●
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Ｖ学生部のありかた

大学における学生部のありかたは，戦後に細|;Ⅲ大学が発足した際大きく変化したが，その活動

をいっそう有効ならしめるためには，たえず改善進歩をはかってゆかねばならない。特に昨今の

激しい情勢の変化にかんがみ，学生部のになうべき真の任務を再考し，諸大学から提案されつつ

ある改革案を引用しつつ，その問題点を検討してみたいと思う。心

1．新制大学における学生部のありかた

戦後旧制から新制に切替えられた大学の学生部は,民主的な人間形成を目的として新生するこ

とになった。その任務について，中央教育審議会の答申は，つぎのように述べている。「学生部

は，学長の監督のもとに，たえず厚生補導に関し専門的技術的調査研究を行ない，それに基づい

て全学的な厚生補導に関し企画立案し，この面における大学の計画の推進機関としての権能を果

たすとともに，所定の方針に基づいて厚生補導の業務の執行にあたり，また学部，分校等におけ

るこれらの業務について総括，調整する任務を行なうものである｡」（｢大学教育の改善について」

昭和38年１月，中央教育審議会）

このように，新しい学生部の任務の中心は学生の厚生補導業務であるが，この厚生補導の内容

について上記の答申はつぎのように説明している。「学生の厚生補導の中心的機能は，人間形成

を目的として行なわれる課程外の教育活動および大学教育に対する適応を図り，修学効果を高め

るための活動にある。したがって，学生の厚生補導は，大学教育のうちに独自な分野を有するも

のとして理解されなければならない｡」（｢大学教育の改善について｣，中央教育審議会）この厚生

補導の業務については，色々の批判も加えられており，各大学の事情によって若干の異なった取

り扱いもふられるが，大筋は変わっていないように思われる。すなわち,学生の課外活動の指導

援助，学生に対する各種の相談業務．学生に対する厚生援護業務の三つの領域が厚生補導の中心

業務として考えられる。

この答申を受けて，文部省は全国の国立大学に学生の厚生補導を担当する独立の部局を設置す

ることになったのである。「(事務局及び厚生補導に関する部）第28条国立大学に，庶務，会

計及び施設等に関する事務を処理させるため事務局を，及び学生の厚生補導に関する事務を処理

させるため厚生補導に関する部を園く゜」（国立学校設置法施行規則，文部省令第11号，昭和39年

､４月）

Ｕ
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学生部の責任と権限については，つぎのような見解が表明されている。

中央教育審議会は，「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」（答申案）の．

中において，「学生部は学生生活全般にわたり，全学的7hﾐ統一方針のもとに役割と責任を果た

す」ものであることを，また国立大学協会第３常置委員会は，「学生問題に関する所見」の中に

おいて．「学生部は大学組織の一部であって，学長の統轄のもとに大学の方針にしたがって職務

を行なう機関である｡」ことを指摘している。

さらに，学徒厚生群議会は，この点に関してつぎのように説明している。「(学生部は)。対象

的に分化された執行機関（学部・分校等）の機能を，大学全体の立場から統合．調整するため，

その専門に属する事項の処理について，学長を補佐してそれらに指示を与える責任と権限を保有

すべきである｡」（学徒厚生審議会答申「大学における学生の厚生補導に関する組織およびその

運営の改善について｣，昭和33年）

なお，同答申には，学生部に専門職員を置くことについて，その職級，職務，資格要件，選考

基準,職制などに関し詳細な意見が述べられている。また，その専門職員を､従来の教官でも事務

官でもない特別の職種とするか，あるいは，従来の教官をもってあてるかについても，，慎重な検．

討が加えられている。

新制大学における学生部は，以上に述べたような任務，業務，責任と権限などをもって，今日

まで活動してきたのである。各大学の規模，性格，組織上の問題などによって，必ずしも効果的

な活動が期待できなかった大学も存在するが，ほとんどの大学においてはその所期の目的に向か

って着実な努力が続けられてきた。しかし最近の激動する大学聯構を反映して，さらに改革せん

とする案が諸大学から現われつつあり，それらには学生部の今後のありかたのための貴璽な方向

を示唆するものが多いが，中には誤解に基づくものや，当面の学生対策のために大本を見失った

のではないかと疑われるものもないではない。以下それらを紹介して参考に供したいと思う。

「

■

●

2．諸大学改革案にみられる学生部のありかた

（１）東京教育大学の筑波新大学構想案

この案は東京教育大学が筑波の新天地に，従来の歴史や伝統にとらわれず，全く新しい構想の．

もとに．理想的な大学を建設しようとするものとして特に注目される。学生部に関して「筑波に

おける新大学のピジヨソー|案に述べられた新構想は，大体つぎのようなものである。

学長のもとに，三副学長をおき，その一人が厚生補導を担当する。その機構を図示するとつぎ

◆
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のようになる。

療所長

職斡旋部長

(学生アルベイト彰含tP1

導部長

(学生クラブ活動,芸術会館,臨海山間施設等）

生部長

(住居施設，体育・休養施設，大学クラブ等）

生相談所長

(学生相談所）

学長

●

誼ｕ菫f－ｺ又

＞

○学寮委員会

副学長は教官の中から学長によって任命され，その下に，３部長，２所長を置き，それぞれ上

記の業務を担当する。一般の教官を管理運営の責務から解放して研究と教育に専念させるため，

学生の厚生補導面の指導はそのために特別に訓練された専門職員に依存する。すなわち，学生相

談のカウンセラー，精神衛生のセラピスト，課外活動のリーダー，学生会館や学寮の管理者など

はいずれも専門の知識と経験をもった専門職員とする。これらの専門職員は大学に設けられた養

成コースによって養成され，その身分，待遇も専門職員にふさわしいものとする。また，この職

員には教官と同様の任用期限がつけられ，一定の年限ごとに審査される。

これを要するに，この新構想における学生部は，従来の新制大学における学生部のありかたを

大幅に変更するものであって．学生部長を昇格させて副学長とし，大学における厚生補導業務を

中央に集中管理し，厚生補導関係職員の専門化を図っている。これによって厚生補導業務の全学

的な運営が円滑になることが期待できる。しかしながら，教官を管理・運営の責務から解放する

ために．学生の厚生補導面の指導をすべて学生部の専門職員にまかせる方針については若干の危

倶をもつ意見もある。

この問題に関連して，先に国立大学協会第３常置委員会は．「学生の指導は，学長をはじめと

して，全学の教職員が一体となってこれに当たらなければならない。全学の教職員はすべてそれ

ぞれの立場において学生指導の責任を負うものである。なかでも特に‘教官の責任は重大であ

る。学問・研究と学生教育の直接の責任者は教官だからである。教官のすべてが，学生指導の問

◆

●
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題を真剣に考え，学生指導の在り方について全学的な意志統一をはかり，積極的に学生指導に当

たらなければならない｡」（国立大学協会第３常置委員会「最近の学生運動に関する意見｣）と。

見解を表明している。

②岡山大学の改革案

岡山大学では，学生部のありかたに関しては，つぎのような基本的な方向の承が示されてい

る。「全学および各学部における執行機関ならびに学生部などの権限を明確にし，その機能が十

分に発揮できるようにその組織を整備することが必要であろう｡」（岡山大学「改革草案，x岡

山大学改革の基本的方向｣)。しかし学生部に関する具体的な改革案はまだ示されていない。

岡山大学では厚生補導委員会が，単なる審議機関ではなく，執行機関として学生問題の処理に

当たっているようであるが，最近の経験からそれ自体の改組に関して次のような新機構を提案し

ている。

１）新機構の任務

学生の厚生をはかることを主な目的として学生生活（自治活動を含む）に関する援助，指＆

導を行なう。

２）新機樵の構成

《）評議会の内に学生生活に関する委員会を設ける。

本委員会を評議会学生生活委員会（仮称）と称し，次の委員をもって構成する。

各学部，教養部の評議員各１名および学生部長計８名

炉）別に前記８名を含む全学的諮問機関を設ける。

本機関を全学学生生活委員会（仮称）と称し，次の委員をもって構成する。

Ａ上記Ⅱ)の８名

Ｂ各学部（法文学部にあっては第一部および第二部）および教養部教官各１名計８名＝

Ｃ各学部（法文学部にあっては第一部および第二部）学生各２名計14名

以上合計２０名

、各学部および教養部に同様の委員会を設ける。

本委員会を学部（法文学部にあっては第一部および第二部）または教養部学生生活委員会・

（仮称）と称し，次の委員をもって構成する。

Ａ各学部または教養部教官若干名

Ｂ各学部または教養部学生若干名

⑫

■

●

⑨
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Ａ・Ｂ両委員はほぼ同数とする。

（岡山大学「改革草案，Ⅱ厚生補導委員会改組案｣）

学生部との関係については充分明かでないが，ここで特に注目されるのは，新機構の任務とし

て,「学生の厚生をはかることを主な目的として」おり，また，諮問機関としての全学および学

部学生生活委員会に学生参加の構想を取り入れたことである。

③広島大学の改革案

広島大学にあっては，学長が学生に対して，学生部の抜本的改組を考慮することを公約し，そ

れに基づいて大学改革委員会において「学生部改組に関する覚書」が作成された。

この覚書において，学生部改組の原則12項目があげられているが．そのうちの主なるものはつ

ぎの10項目である。

１）教育行政が一般行政からの相対的独立を確保すべきであるとする見地から，さしあたり学

生部を事務局とは別系統に設置しておくという趣旨は重要である。将来は，学生部を学長に

直属させるべきであると考える。

Ｚ）前項の趣旨により，学生部長には教官をもってあてるべきである。

３）教務関係の業務は，今後拡充強化しうるよう準備がなされるべきである。

４）将来は，学生相談部門の業務が中軸として展開せられるべきであろうから，当面，学生課

,厚生課の改編・充実が必要である。

５）学生運動あるいは学生の行動に閲する．取締り的発想に立った調査は行なうべきでない。

６）学生からの苦情を受付け,学生の自治組織との連絡を行なう窓口としての機能は存置され

整倣されるべきである。

７）保健管理センターの充実を急ぎ,これに関連する業務は，学生部とは別組織として確立す

ることが望ましい。

３）大学の巨大化に伴う学内の秩序維持のための機関は，学生部とは別個に考慮されるべきで

ある。

９）将来の学生部は．カウンセリング・センター，カリキュラム．センターとして璽要な任務

を担うべきことを考慮して，教育行政専門家あるいは専門的カウンセラーとして位腫づけら

れるスタッフの養成・確保が考慮されるべきである。

１０）以上の改革に伴い、現在の学生委員会・厚生委員会．教務委員会のあり方およびそれらの

委員会と学生部．学生部長との関係は再検討される必要がある。なお，諸部局特に教菱部の

●

，

●
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厚生補導体制と学生部との関係についても検討が加えられるべきである。

さらに，改組後の新学生部の機構試案としてつぎの２種類が示されている。

(モデルＡ）

鍬…-'二:議偽 ４

一大学会館係

一課外活動係

一就職相談係

一進路相談係

一学生生活相談係

一カリキュラム係

一入試係

一総務係

函一函］
■

学生相談課一一

L教務課一

(モデルＢ） 「

正ごUw:薦
(｢広島大学当面の改革に関する建議」第一次） ｡

以上が．学生部改組の原則と構想の具体案であるが．これらに関して，つぎのことが考えられ Ｐ

Z)℃

１）従来から学生部は事務局とは別の独立組織であり,学長に直属している。

２）学生部長には教官がよいと一概に決めてよいかどうかは，かなり研究を要する問題であ

る。要は．資任をもって学生問題の処理に当たる適任者を得るにはどうすればよいかという

ことである。.Ⅱ
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３）教務関係の業務を学生部の仕事として拡充すべきかどうかは,~それぞれの大学の事情によ

ることで，一律には決定しがたい。

４）学生運動あるいは学生の行動に関し、取締り的発想に立った学生の行動調査ないしは思想

調査は，新制大学以後の学生部では無縁のはずである。

５）学生部では,学生個人の生活上・修学上の相談には応ずろが，学生団体に対する指導．助

言は行なわないとしているが，それではたして大学の教育上の責任が全うされるといえるだ

ろうか。

６）保健管理センターは．どの大学においても学長直属の独立機関である。

７）学内の秩序維持は一般に，従来学生部の所管事項ではなかったのであり，今後とも学生部

の業務とはならないであろう。

８）学生部で学生の苦情を一手に引受けても，その能力で処理ができるかどうか疑わしい。

⑩九州大学の改革案

九州大学の場合は，他大学の場合とはいささか趣を異にし，「大学制度委員会中間報告」の中

で，学生部のありかたについて，つぎのように述べている。

「学生部は，学長に直属し，学生の厚生補導に関して全学的調整をはかり，学生へのサービス

をおこなう機関である」が．全学的な意思集約機関として全学運営協議会が設置されるにともな

い，「この協議会の運営を円滑ならしめるために事務局を設け，事務局長には教官をあてる（こ

の協議会事務局には．現在の学生部学生課を移管して，これにあてるのが適当であろう｡)」ま

た，「福利・厚生等の学生に対するサービス業務は，全学運営協議会等により，事務局での業務

に対するチェックがおこなわれるかぎり，これを一般事務機構の中に位置づけて．たとえば「福

利・厚生部」の名称の下におこなわれることが適当であろう。」

この考えかたは,まさに学生部の解体であり，機能縮小案ということができる。学生部の中の

~福利・厚生業務を事務局に移管し学生課を全学運営協議会の事務局とするこの案には，つぎの

ような幾多の疑問点がある。

１）このような学生部の分裂解体は，学生の厚生補導の弱体化を招くものではなかろうか。

２）福利・厚生業務と学生課を分離した場合，その間の緊密な連絡が失われ，業務の運営に支

障をきたすのではなかろうか。

３）学生相談業務は他の機関で実施するとしても，学生の課外活動に対する指導・援助はどこ

で囑行なうのだろうか｡

■

、

'
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４）福利・厚生等の学生に対するサービス業務を事務局に移管することは，学生に対する教育

的見地からの弾力性ある対応を困難にするのてはなかろうか。

５）学生部長がなくなった場合，だれが学長を補佐して全学の厚生補導業務の連絡調整を担当

するのだろうか。九州|大学では．研究・教育から切り離された管理の強化をはかる方向に傾

きやすいとして．副学長制に反対し，学生問題等についても学長に助言し、学長を舗佐す笏

教官のスタッフ制を提案しているが，権限も責任も持たないプレーンスタッフが，果たして

困難な学生問題の適切な処理に対応できるであろうか。

この案に対しては，その後，学内から次のような反対の意見が表明されるにいたった。「学生一

部解体論には反対が多い｡」（経済学部制度委員会)，「全学運営協議会の④項（学生課を協議会事

務局にあてること）は削除すべきである｡」（学生部参与会)，「全学運営協議会の提案について

は，次のような理由により賛成しがたい。……学生に対するサービス機能を福利・厚生部として

事務局内に設置することは，一応は理解できるにしても，厚生補導に対する根本的な理解に裏打

ちされているとは考えられない｡」（事務局および学生部職員有志）（詳細は，九州大学「大学制

度委員会中間報告に対する意見」参照）

⑤東京工業大学の改革案

東京工業大学では，学生の厚生補導業務は教務部で担当しているが，大学改革の一環として．

学生の苦情処理，生活相談の業務を担当する独立の学生室を設置した。これは，いわば学生相談

所といった性格のものであるが，単なる相談機関ではなく，学内における諸機関の執行を監視

し，督促する権限を与えられている。

「新しい組織が動き出すまで，学生の意向を本学の意志決定に反映させる明確単一な窓口とし

て学生室を新設する。

学生室は学長直轄の機関とし（事務的には教務部に付置)，委員は委員長，副委員長，委員を

もって構成し専従事務員をもつ。

学生室委員の任務は，学生の希望，苦情，要求，相談などのいっさいを受付け，学生の立場に

なって学生の意志を代弁し作業することにある。

学生室は学内の意志決定および執行機関等（学長，評議会，教授会，施設委員会．教育委員会

研究委員会，図書館委員会，大学院委員会，大学院専攻会議．学科会議，教務部，事務局，各個

教官等）と等距離にあり，学生からの要求をこれらの機関に連絡あるいは審議を依頼し，その結

果を学生に回漕する。さらに執行すべき当該機関に執行を依頼するとともに，その執行を監視し

④

、

ｑＬ

Ｐ

－１５０－



督促することができるようにする｡」（｢東京工大クロニクル｣，ＸＵＮＥ１３－２）

この新構想は，学生部（教務部）自体の改革ではないが，学生の厚生補導業務の拡充の￣万策

ということができよう。この機関がどのような成果をあげうるかは注目に値する。

3．問題点の整理

以上に指摘した問題点を盤理‐j-るとつぎのようになる。

(1)九州大学は別として，他の大学の場合はいずれも厚生補導に関する中央機関としての学生

部の機能および組織を拡充しようとするもののようである。特に，東京教育大学の新構想に

おいては，厚生補導担当の副学長を置き，業務の全学的処理を円滑ならしめようとしてい

る。

(2)学生部が今後特に重点をおいて担当すべき業務として，学生相談（カウンセリング)，課

外サークル活動の援助・振興，厚生福利活動があげられている。これは各大学共通の事項で

ある。なお従釆使)1]されている厚生補導という名称の適否についても検討の余地がある。教

務，カリキュラムについては，大学によってその所管や取り扱い方が異なる。

③ほとんどの大学が，学生部に専門職員を置くことを提案している。すなわち，カウンセラ

ー，課外活動のリーダーなどの専門職員を置くことによって，厚生補導業務の専門化，効率

化を図ろうとしている。しかし，それらの学生部の専門職員に厚生補導のすべてをまかせよ

うとすることには若干の問題があろう。このことは，学生部の機能はどうあるべきかという

問題とからめて検討される必要がある。

④学生部の改革は，大学における他の辮議機関，執行機関等との緊密な連絡のもとに行なわ

れなければならないが，特に厚生#,i導に関する委員会等との関係に留意し，両者が一体とな

って有効適切に活動できるように配慮する必要がある。

(5)学生部の所管する業務のうち，直接学生生活に関係ある事項に関しては，適切な方法で学

生の意見の反映をはかる必要があろう。

(6)改革案の中には，学生部の業務のに''心を学生に対する厚生・福利におき､助言活動を敬遠

する傾きも染られ，これは学園紛争の影響と見られる点もあるが，このような傾向について

は再考を要する。

■

,

、

●

－１５１－



参考文献調

(ili）この中間報告に引用した文献およびこれiこ

関連する文献を参考までに褐記した。

●

（１）各国立大学の改革案等

○弘前大学大学における学生の地位と役割（中間報告）（Ｓ､44.7）

○東北大学管理運営検討委員会「評議会と教授会との関係に関する問題の検討結果の報告につ

いて」（Ｓ､43.5）

○東北大学管理運営検討委員会「大学の自治と職員および学生に関する問題の検討結果の報告

について」（Ｓ43.11）

○東北大学管理運営検討委員会第３専門委員会「大学自治と学生の問題に関する報告」（1968.

10）

○山形大学第一委員会第３分科会中間報告（その１）（1969.10）

○群馬大学「大学問題検討準備委員会覚書」（その１）（1969.7）

○群馬大学「大学問題検討準備委員会覚書」（その２）（1969.12）

○東京大学「七学部代表団との確認書」（Ｓ､44.1）

○東京大学「確認書の審議を終えて」（Ｓ・必.2）

○東京大学「大学問題シンポジウム報告書」（ｓ､44.9）

○東京大学「大学改革準備調査会第一次報告書」（Ｓ・必.10）

○東京教育大学ＭＰ委員会「筑波における新大学のビジョン」案（Ｓ､44.7）

○東京教育大学「筑波新大学基本計画に関する各種委員会報告」（第一次）（Ｓ､44.12）

○東京工業大学クロニクル「学内改革案」（その１）（Ｓ､44.6）

○東京工業大学クロニクル「改革調査特別委員会の報告」（Ｓ44.8）

○一橋大学評議会「総点検作業第１次報告」（1969.9）

○一橋大学評議会「昭和43.9.20前期スト実結成から昭和“､5.15後学評会合再要求にいたるク

ロノロジー」（Ｓ,４４．９）

○静岡大学「大学問題検討小委員会報告（そのⅡ）Ｂ案（Ｓ､44.10）

○滋賀大学教育学部改革に関する討議資料（第一次報告）（1969.9）

，
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○京都大学大学問題検討委員会の「教養課程の改善について」の答申について（

（1970.1）

○大阪大学「大学改革の基本方針」（その１）（Ｓ､44.6）

○大阪大学「大学改準の基本方針」（その２）（Ｓ､44.10）

○神戸大学改革準伽委員会「神戸大学改革のための提案」（Ｓ､44.5）

○「団交権，拒否権等に関する神戸大学改革準備委員会の垂木的見解」（Ｓ､44.の

○神戸大学改革準備委員会「学長選考規程の改革について」提案（Ｓ､44.6）

○神戸大学改革準備委員会「大学財政について」（第１部）提案（Ｓ､44.10）

○神戸大学改革準備委員会の「教学問題について（第’部)」の提案（Ｓ､44.,,）

○神戸大学改革準術委員会の「教学113題について（第２部)」の提案（Ｓ,45.1）

(京大広報）

ヴ

÷

○ﾈ|'戸大学改革準WIi委員会「教官組織の改革について」の提案（Ｓ,45.1）

○神戸商船大学教授会「大学改革への総括的提案」（Ｓ､44.6）

○鳥取大学制度改革準備調査会報告密（1969.11）

○岡山大学改革草案（Ｓ､44.8）

○広島大学大学問題検討委員会準鮒委員会溶申（Ｓ,“､5）

○広島大学教養部改革委員会「大学改革試案」（第二次）（1969.4）

○広島大学当面の改革に関する建議一第一次一（1969.9）

○旗島大学カリキュラム改並に関する中間報告（第一部）（1970.1）

○香川大学「大学問題研究委員会中IRU報告草案」（その１）（1969.8）

○愛媛大学「大学問題研究会中間報告」（1969.11）

○九州大学「大学制度委員会中間報告」（Ｓ44.,0）

○九州大学大学制度委員会「中間報衙に対i~る意見」（Ｓ44.11）

○鹿児島大学「学内制度改革委員会の基本方針」（第一次）（ｓ､必.,o）

○鹿児島大学「一般教育のあり方について（メモ)」（Ｓ､44.,,）

○鹿児島大学「大学の管理迎営問題について（メモ)」（Ｓ､44.12）

（２）国立大学協会

○国立大学協会「国立学校特別会計制度についての意見」（Ｓ､39.1）

○国立大学協会「大学の管理運営に関する中間報告」（Ｓ､37.9）

‘○国立大学協会「大学の管理運営に関する意見」（Ｓ､41.6）

｡
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’○国立大学協会学生間|壇特別委員会「学生問題に関する所見」（Ｓ41.11）

○国立大学協会第３常置委貝会「最近の学生運動に関する意見」（Ｓ､43.2）

Ｃ国立大学協会「教養課程に関する特別委員会中間報告」（案）（ｓ,43.8）

○国立大学協会「昭和45年度予算に関する要望書」（Ｓ４`1.10）

○国立大学協会第１常置委員会「大学院制度の改善について」（第一次中間報告）（Ｓ44.,,）

○国立大学協会教養課程に関する特別委員会「大学における一般教育と教墾課程の改善につい

て」（Ｓ44.11）

○国立大学協会露３常置委員会「文化系サークル部室の新菖に関する基準試案」（Ｓ45.2）

（３）公私立大学・外国大学

○大阪府立大学改革草案（Ｓ､44.12）

○芝浦工業大学全学生諸君へ（1969.1）

○上智大学大学通信（Ｓ､44.3）

○立命館大学「大学改rilfのための討議資料」（その１）（1969.4）

○立命館大学「大学改革のための討議資料」（その２）（1969.8）

○竜谷大学改革のための試案（Ｓ44.9）

○明治大学「大学改革準備委員会中|町報告」（1969.10）

○中央大学「大学改革についての基本姿勢」（Ｓ､44.10）

○慶応義塾大学「医学部改革案」「医学部改革案における諸規程集．組織図．運営図」「医学

部改革委員会議事要録集」（1969.10）

○日本私立大学連盟「大学制度研究委員会大学の管理運営に関する報告の件」（Ｓ､44.5）

○カリフォルニヤ大学編：EducationatBerkley（1966）

○VorlesungsverzeichnisundProgrammderTechnischenUniversitHtBerlin（Winter-

semesterl966/67,Sommersemesterl967）

（４）学術・教育諸会議

（日本学術会議）

○日本学術会議「大学問題特別委員会報告」（Ｓ44.4）

○日本学術会議大学問題特別委員会「大学問題についての中間報告草案」（Ｓ､45.1）

（中央教育審議会）

○中央教育審議会答申「大学教育の改善について」（Ｓ､38.1）
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○中央教育審議会第24特別委員会「学園における学生の地位について」の中間報告草案（Ｓ・

型.３）

○同上の解説（文部広報第483号）（Ｓ､43.3）

○中央教育審議会「当面する大学教育の課題に対応するための方策について」（Ｓ､44.5）

○中央教育審議会第26特別委員会「高等教育の改革に関する基本構想試案（中間報告）（Ｓ、

４５．１）

（学術審議会）

○学術審議会「大学における学術研究体制の整備についての基本的考え方」（中間報告）（Ｓ、

４４．６）

（学徒厚生審議会）

○学徒厚生審議会答申「大学における学生の厚生補導に関する組織およびその運営の改善iこつ

いて」（Ｓ､33.5）

（大学基準協会）

○大学基準協会「大学における保健体育のあり方」（Ｓ､34.3）

（５）文部省・所轄機関等

○大学法試案要綱（1948.11）

○国立大学運営法案（Ｓ､37.12）

○文部省大学学術局学生課「国立大学における厚生補導に関する基準的な施設．設備」（Ｓ、

４０．２）

○大学の運営に関する臨時措置法（Ｓ､44.8）

○国立教育研究所「大学における人間形成に関する意見調査」（その－）（Ｓ､40.7）

○国立教育研究所「大学における人間形成に関する意見調査」（その二）（Ｓ､42.3）

○国立教育研究所「わが国の高等教育の問題状況一「学長の意見」－調査から－（Ｓ､44.6）

（６）政党および経済団体

○自由民主党政務綱査会．文教制度調査会「大学問題に関する中間報告」（Ｓ､43.11）

Ｃ自民党文教制度調査会「国民のための大学」（ｓ､43.11）

○日本社会党大学問題特別委員会「新らたなる大学の創造」（Ｓ､43.11）

○日本社会党「社会党大学改革試案」（Ｓ､44.2）

○日本社会党「中教審『中間報告』に対する社会党の態度」（Ｓ､44.3）
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○日本社会党大学問題特別委員会「当面する大学問題に対する党の方針」（

○民社党「大学法要綱」（Ｓ､44.5）

○公明党「大学紛争解決のための方策」（Ｓ､44.5）

○共産党「当面する大学問題の解決方向について」（Ｓ,44.5）

○日本経営者団体連盟「直面する大学問題に関する基本的見解」（Ｓ,44.2）

○経済同友会「高次福祉社会のための高等教育制度」（Ｓ､44.7）

○日本経営者団体連盟「産学関係に関する産業界の基本認識および提言」（

（７）その他

○民主教育協会「一般教育における綜合コース」（Ｓ,39.2）

○小塚新一郎「西欧における教育事情調査（報告１)」（Ｓ､42.5）

○民主教育協会「ＩＤＥ大学教育国際資料７」（Ｓ､43.4）

○民主教育協会大学問題会議「大学教育改革のための提案20条」（1969.2）

(Ｓ､44.5）

●

(Ｓ､44.12）

▽

○内田忠夫ほか８教授「東大改革再議」（1969.2）

○内田忠夫,衛藤麓吉編著「新しい大学像をもとめて」（Ｓ､44.6）
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資料

○大学における一般教育と教養課程の改善

について（国立大学協会教菱課程に関す

る特別委員会）
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教養課程の改善について
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教養課程に関する特別委員会

（昭和坐年１１月）
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大学における－般教育と教義課程の改善について

まえかき

国立大学協会は，昭和42年６月に設腫された「教養課程に関する特別委員会」を含めて,過去

３回にわたって特別委員会を設置して，標記のことについて検討を行ってきたが,その間に大学

をめぐる諸情勢は激変して，今や大学制度全般についての改革が諸方面において真剣に問われる

ようになった。

一般教育，あるいは教養課程についても，その根本にまで遡って検討する必要にせまられてい

るので，本特別委員会としても，さきに実施した２回のアンケートの結果を基礎に，更に，最近

大学をはじめ諸方面から提案されている大学制度改革案を参考として審議を進め，ここに「一般

教育の改善」についての見解をとりまとめた。その際，一般教育が，従来の如く画一的．形式的

に流れることなく，それぞれの大学，あるいは学部・学科が各女その特色を充分仁生かし,また’

大学によってはその特殊事情に即応した方策がとり得るよう配慮した。

勿論，一般教育がその効果を充分仁発揮しうるためには，大学に共通の問題として，予算の増

額，教員定数の増加，施設．設備の拡充．整備が必要であることはいうまでもない。一方，一般

教育の効果的な実施の点で，他の大学にはない困難な問題をもつ大学もあると推測されるので，

国立大学協会として，それらの個別的な問題に対しても，適切な措置を識ずろ必要があると思わ

れる。

▽

も

1．大学における教護教育の意義

一般教育が，わが国の大学においても実施せられるようになってから，既に20年を経過してい

る。その間，さまざまな工夫や努力が積象重ねられてきたにも拘らず，未だ充分に定着したとは

いいがたい。むしろ段近では，一般教育は高校段階におろすべきである，とする意見や，大衆化

された大学では，教員と学生との人格的ふれあいを通しての人間教育はもはや不可能だ，とする

見方さえある。

しかしながら，大学に一般教育が極かれたことは，教育課程の面から見て，新制大学の最も著

しい特色であり，また欧米諸国Q大学においても，一般教育が重視されてきた経緯にかんがみ，
今一度この問題腱ついて充分に検討する必要があると思われる。

これまで大学は，いわゆる「研究と教授」をその使命としてきたが,ここにいう教授とは単に

゛
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専門的事項にかかわる教育の柔ならず，人格の陶冶，人間教育の意味をも含んでいたことは，近

代的大学の創設に大きな力となったウイルヘルム・フォン・フンポルト，フィヒテ・シュライニ

ルマッハーらの言葉からも明らかに窺えるのである。しかるに，その後の推移は，学問の急速な

る進歩とともに，研究分野は著しく細分化され，教育の面でも,狭い専門的事項の教授に終始す

るような結果となった｡このような状況のもとに，大学教育が「単なる知識，技術の伝達に終り，

過度の専門化が本来の人間教育を阻害しているが如き現状を是正する」ために，また「人格およ

び意志の陶冶がゆるがせにされ，専門以外の事柄には無知であるというのでは，大学教育はその

本来の意義を失う」という反省から，一般教育への熱心な運動が起ったのである｡さきに国立大

学協会が公表した「大学における一般教育について」（昭和37年３月）の中でも次の如く述べら

れている。～「19世紀半ば以降,大学が次第に専門的に分化された組織をもち,その教育内容も

極めて特殊化された専門分野の知識●技能に主点をおくようになった｡日本の大学はちょうどそ

のような世界的な歴史的情勢の中に誕生し，かつ近代産業国家としての日本の建設時代を通じて

成長してきたのであった。それがために，大学の職業教育機関としての色彩が，ことさらに強め
られたのは，避けがたいところであった｡

大学における教育内容の極度の専門分化にともなって，各専門家相互の間，あるいは専門家と

非専門家との間の隙は深まり，互に他を理解することが困難となった｡そのような事情は総合的

な文化の発展，健全な社会の建設を阻むものであるとの観点から，ヨーロッパあるいはアメリカ

の諸大学においては，リベラル●＝デュケーションの伝統を想起しつつ，大学教育の在り方を反

省し，改革しようとする試承が，とくに第一次世界戦争以後いろいろな形で現われてきた。一般

教育の運動はその代表的なものであった。……大学における一般教育の目標は，すべての学生に

対し，その専門の如何にかかわりなく，人生と学問体系における自分の専門の正しい地位を理解

させるとともに,将来彼らが社会人として行動するときに必要と考えられる教養を与えることで

ある，といわれる｡それは特定の知識●技術を意味するものではなく，人生と学問体系との関連

において深く，専門を理解し把握するための，また複雑な社会の中において適正な批判力と判断

力をもって行動するための，知性・智恵ともいうべきものである｡一般教育と専門教育とは，互
に相補的関係に立つ｡」

一般教育が大学教育の一環として，改めて重要視されるようになったのには，以上のような理

由があった。また，そこに示されている一般教育の目的・目標は,今日においてもなお妥当する

も、のといえるであろう｡それ故，大学における￣般教育に問題があるとすれば,それは主として

ざ
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これまで実施されてきた一般教育の内容・方法に，あるいは課程の編成や教員組織に関わりがあ

るものと思われるのである。次に，これらの諸点について，少し詳しく触れて象ることにする｡

2．教養課程と専門教育課程

わが国の大学では，前期（２か年）を教養課程として一般教育の期間とし，後期（２か年）を

専門教育に当てることが，何時の間仁か原則となってしまっている。さきに触れた国立大学協会

の見解（｢大学における一般教育について｣）においても，教養教育と専門教育とを二つの課程に

分って考えていることが窺われるのである｡しかしながら，この両者を前期，後期に峻別するこ

とが，果して適当であったのであろうか。また，わが国に一般教育が導入された当初から，この

ような計画があったのであろうか。甚だ疑問である。先頃出版せられた「大学教育」（海後宗臣，

寺崎昌男共著，４４年５月）によれば，戦後の教育制度の改革に際して，一般教育について初めて

明確に言及している第一次米国教育使節団報告書では，次の如く勧告している。

「職業的及び技術的教案の中に，実行できる限り普通教育的科目を，もっと自由に取り入れる

べきである｡」また，占領軍当局の一般教育論のうちには，「元来，一般教育と専門教育の間に

は本質的差異は存しない。両者の区分は科目の観方又は研究方法によってきまるものである」と

いう見解が示されている。

教養教育と専門教育とを制度的に区別したことは，むしろわが国に独自の理由によるものでは

なかろうか。勿論，ヨーロッパの大学にもこの種の例がなかったわけではない。即ち，１３世紀以

来数世紀にわたって，ヨーロッパの大学は，神学部，法学部，医学部，学芸学部（Artistenfa-

kult2it）の４学部から成っていたが，神，法，医の３学部は「上級学部」として，学芸学部の課

程を修了していなくては進学を許されなかったのである。学芸学部は将に今日の「教養部」の如

く，一般陶冶の機関であり，専門教育課程へ進むための予備課程でもあったのである。それ故，

パウルゼン（哲学者，教育学者，1846～1908）は，学芸学部を「大学に組象込まれた高等学校」

（"DasderUniversitatinkorporierteObergymnasium,，）と呼んでいるが，真に適切な表現

であるといわれている。この学芸学部が「哲学部」と改まり予科的性格を脱して専門の学部とな

ったのは，近代に入ってからのことである。

わが国の旧制高校（あるいは大学予科）も，高等学校令（大正７年公布）によれば，「つとめ

て専門化をさけ……教授内容は常に他学科との全体的統一を失うことなぎを肝要とす」定められ

ていて，大学教育の基礎として広く一般教養をあたえ，人間形成のための教育を施すことをその

ひ

▽

鰊

勺
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使命としてきた。その点で新制大学の教養課程と極めて類似している。（海後・寺崎，「大学教

育」～388頁以下参照）その上に，新制大学の発足当初，一般教育の中心は，新たに大学に粗朶

入れられた旧制高等学校であった。これらの事情から，時に，一般教育は専門教育よりも程度の

低いものとされ，本来の大学教育ではないといった観念から，全学的な理解や協力が得られなか

ったとも考えられるのである。教義課程と専門教育課程とを制度上画然と区分することは，本来，

必ずしも必要ではなかった。両者を峻別することによって，上述の如き好ましくない傾向をかえ

って助長するぽかりではなく，大学における教養教育の方向を誤らしめる恐れもあるのである。

それ故に，一般教育，あるいは教養課程の改革に当っては，先ず，教養教育と専門教育との課

程上の区分をやめて，４か年の学部課程を通じて教養教育～広い視野と深い識見とを養う人間的

完成への教育～と専門教育，あるいは専門的分野に傾斜した教育とを，適宜，並行的に実施する

方法を考究すべきであろう。或は，それぞれの趣旨が充分に生かされている場合には，大学教育

を一本として「教養教育」・「専門教育」といった別☆の名称を特に用いる必要がなくなるとも

考えられる。

勿論，大学の事情によっては，当面，両者を区分し，いわゆる横割り方式をとることも認めら

れる必要があろう。

設

ケ

3．授業科目等について

教養教育であっても，大学において行なわれるかぎり．学問，もしくは学問上の専門分野から

全く離れた授業は考えられないであろう。従って，専門教育とは全く関係のない，教護教育に独

自の授業科目を見出すことも困難である｡これまでは，教菱課程と専門教育課程とが峻別せられ

ていた関係もあって，一般教育に独自の授業科目といったようなものがあるかのように考えられ

ていたが，現行の大学設置基準第20条第２項に．一般教育の授業科目として掲げられている諸科

目にしても，それらはいずれも学問の専門分野に属するものである｡基準に示されているそれぞ

れの単一科目が，そのままの形で一般教育の授業科目となるのではなく，科目の形式で示されて

いるそれぞれの専門分野について，教養教育の目的にかなったような授業計画をたてるよう，本

来は幅広く考えられていたのである｡さきにも触れた如く，新制度採用当時のアメリカ側の当局

者も，一般教育科目と専門教育科目との間に本質的な差異は認めず，両者の別は科目の見方,あ

るいは扱い方の如何によるものとしている｡それ故，教養教育の授業科目と専門教育の授業科目

とを画然と区別して考えるのは，適当とはいわれぬであろう。上上

●，

、
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数年前に開設されたイギリスのサセックスの大学は，カリキュラム編成に衆知をあつめ，新しい

大学教育を目指して努力を続けているが，ここには教養教育に相当するものはあるが，それは専

門教育と分離された形で行なわれてはいない。例えば，経済学第一と呼ばれる講義があるとすれ

ば，これを経済専攻の学生がとれば専門の単位となるが，他の専攻分野の学生がとれば教養の単

位となる。いわば，日本式の教養の学生と専門の学生とが机を並べて同じ講義を聞き０それぞれ

に必要な単位として認定される制度である。この方法については，講義の内容はかなり高い水準

のものであることが予想され，他の専攻分野の学生にとって負担となるのではないかとの懸念も

生ずるが，これに対してサセックス大学の当局は，いやしくも大学生である限り，自ら選んで修

めようとする科目に，ついて行けないような心配はないという見解を示している。（｢大学資料｣，

第29号参照）これまで，一般教育は専門教育よりも程度が低いものと考えられがちであったが，

これらの点についても一考を要するであろう。

また，ドイツの諸大学においては，全ての学部が，その学部の学生のための授業の外に，全学

の学生のための講義・演習（VOrlesungenfdirH6rerallerFakul頃ten）を多数開設して教養教

育に協力している。

或は，国立大学協会の運営協議会のもとに設置されている大学問題第２研究部会では，研究課

題の一つとして，学部課程のカリキュラム編成についても検討を加えつつあるが，そこには次の

如き一例が示されている。～授業は「たとえばＡ，Ｂ，Ｃ，の三段階とし，

Ａ当該専攻分野の初等的，かつ基本的な問題をえらび，できるだけひろい視野からとらえる

ことを主眼とし，学問の歴史的発展，方法的側面ならびにその社会的意義などの解説を通じ

て学問への展望を与える入門的なしの

Ｂ専攻分野のやや分化した領域における基本問題の組織的解説

Ｃさらに分化した領域のやや高度の内容，あるいは境界領域にかんするもの

にわけられる。ひとつの学問領域への学習をめざす学生が，それと関連する他の専門領域に対す

る理解をふかめ，あるいは専攻する学問とヒューマニティとのかかわりをさらに掘りさげてはあ

くするなどの目的に他の専攻にぞくするＡ科目を活用できるような配慮がのぞましい。また学習

がひとつの専攻領域にかたよりすぎて，境界領域の自由な学習をさまたげることのないよう，主

専攻，副専攻の制度を活用する。すなわち学生は所要単位の主力をひとつの専攻におく場合にも，

他の専攻を副専攻にえらび，たとえば単位のうち主専攻50％副専攻30％，自由単位20％のような

構成によって単位を取得するものとするなどの方法が検討されるぺきであろう｡」．

℃

征

③

､
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ここには教養教育と，従来基礎専門教育と呼ばれていたものの輪廓及び結びつき方の一例が示

されているといえるであろう。

また，後段の主専攻，副専攻の所要単位の％は，後述（5．教養教育と専門教育）の教養教育

と専門教育との単位の割合いに関する諸提案と相通ずろものがある。

要するに，入門ないし概説的な授業にせよ，特定のテーマによる講義・演習にせよ，また総合

コースにせよ，本来の教養教育の目的に添いうるよう，それぞれに工夫をこらすことこそ，もっ

とも肝要であろう。

なお，これまで一般教育，あるいは教養課程の一部として実施されてきた「基礎専門科目」の

教育は，もしも教養と専門とを分けて考えるとすれば，むしろ専門教育の一部として実施するの

が適当であると思われる。

それにしても現行の大学設置基準が，一般教育の授業科目を省令で定めているのは適当ではな

い。この点については，さきにあげた「大学における一般教育について」の２～３頁及び９頁以

下において指摘している通りである。それ故，われわれは文部当局に対して，大学設置基準の運

かなる改訂を要望すべきであると考える。

で

▲･
ヘニ

教養教育の「授業実施方法」については，専門教育との間に特に差異はないであろう。ただ，

これまでの教養課程では，教員定数の不足等のため実施が困難であった小人数の「演習・ゼミナ

ール」に今後は重点を置くべきであり，特に入学初期に充分にガイダンスを実施する必要がある

と思われる。勿論，多人数の学生を対象とする授業も，適宜実施する必要があろうが，あらかじ

め施設・設備の整備，助手等の人員の配置に充分留意されなければならない。

、
１－

これまで，しばしば論議されてきた一般教育の「実施時期」～縦割り・横割りの問題と「留年

学生」の問題も，教養課程と専門教育課程との制度上の区分を廃することによって，一応は解決

されることとなろう。

ただ，大学によっては学部が各地に分散している等の事情から，横割り方式によらざるを得な

い場合もあると思われるが，まえがきにも記したように，それぞれに特殊な事情は当然認められ

なければならぬであろう。

’

最後に，これまで高等学校教育との重複，あるいは「くりかえし」がしばしば問題とされてき
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た。それ故，重複または「くりかえし」の鈴それがある科目は，この際高等学校におろすか，既

に高等学校において履修されているものとしてこれをはずし，大学の一般教育は「大学における

教養教育」として真にふさわしい形をとることが必要であると思われる。

もともと教養教育，或は人間的完成への教育は，人間一生の問題であって，大学における教養

教育は，いわゆる生涯教育の一環を担うものと考えなければならない。そして大学生を含めて成

人の教育は，当然「自己教育」でなければならぬが故に，大学の教養教育は先ず，学生の向学心

に働きかけ，知的創造力を培うものでなければならぬであろう。

勺

９

4．教員組織について

一般教育担当教員の問題については，検討すぺき多くのものが残されている。わが国に財おいて

は，一般教育のために専任教員を置くように大学設置基準で定められているが，戦後の新教育制

度の原型をなすアメリカの大学では，必ずしも，一般教育に専任教員を置く制度はとっていない

のである。特にハーバード大学等のいわゆる名門枚にあっては，一般教育担当の教員，専門教

育担当の教員，大学院担当の教員等の区別がないのが普通である。また，ヨーロッパの大学に

あっては，教養教育のために特に専任の教員は置いていない。大学教員は，本来，それぞれの

専門分野における優れた研究業績と教育上の経験に基づいて，教員としての資格を認められてい

るのであるから，特に一般・専門の間に区別や格差を設けない方が，むしろ当然であるといえよ

う。

わが国 ，必ずしも明確な根拠に基づくものではな投教育に専任教員制が弱

<，特殊の事情によるものであることが，数為の資料によって窺われるのである。専任教員制

は，一般教育の実施にあたって責任の所在を明確にする等の利点があるとも考えられるが，教育

間の格差や感情的対立を生じたり，全学的な理解や協力の妨げとなる等の消極面も少なくないの

でこの際，慎重なる検討が望まれるのである。

しかし，専任教員制は，過去20年間に一部定着しているところもあり，また大学によっては専

門分野の関係上，教養教育を担当する教員の組織を必要とするもの（例えば芸術大学，あるいは

実学を中心とする単科大学等）もあるので，原則として，「大学の全教員が教養教育と専門教育

の両者に対して責任をもち，授業を担当するものとして，教員の間に一切の差別は認めない」も

のとするが，同時に何等かの経過措憧，もしくは特例を設ける必要があると思われる。例えば～

？
や
③

大学によって，
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ａ主として教義教育を担当する教員グループと，主として専門教育を担当する教員グループの

両者を置き，随時，両グループの間の人事交流をはかる。

大学院を置く大学にあっては，両グループに属する有資格の教員は同じように研究科の授業を

担当する｡

ｂ芸術大学，あるいは実学を中心とする単科大学にあっては，附置研究所あるいは研究施設

（例えば，比較文化研究所，総合文化研究所の如き）を設け，教員は研究所に籍を置き専門研

究に従事するとともに，各学部の教養教育を担当する。

可

P

なお，外国語および保健・体育については，小委員会を設けて検討する計画であったが，諸般

の事情から，未だ実施にいたっていない。

ただ，これまでの審議に当って，次の如き意見が述べられていた。～

例えば，外国語については大学直轄の「外国語センター」を設け，学部の教育とは別個に外国

語教育を行なう。また，学部の授業に影響されない時間帯（例えば，１６時～18時乃至20時）を選

んで，出来得るかぎり集中的に授業を行なうような方法，あるいは夏期休暇等を利用して集中的

に授業する方法等を考えてはどうかというような意見が出されている。

，体育については「体育は，課外活動でやっている大学もあるようで，一般教育からはずしては

どうか。運動をやったことのない者には体育を，やったことのある者はクラブ活動でよいではな

いか。虚弱な者と健康なものと２段階に分けてやらせるとか，保健管理と密接に組んで実施する

ことも必要であろう｡」また「大学教育の立場から，体育は廃止すべしという意見もあるが，大

学が都市に集中し学生が不健康な生活を余儀なくされている事，わが国では社会体育が未発達で

市民としての健康管理が不充分である事を考えると，大学の体育は強化すべきであるという意見

もでてくる。今日大学で行なわれている体育は，これを基準通り実施することは教員定数の不足

から全く不可能である。それ故，教官の指導の下に学生が自主的にスポーツ，体育，或は体育祭，

球技大会等を行ない，これを単位時間にくり入れている大学もある。この方法にも問題点がある

ので，体育については更に慎重な検討を要する」という意見がある。

Ｙ

－ｑＪ

､４．
§

5．教養教育と専門教育

新制大学発足以来，一般教育と専門教育との関係は，常に重要な課題となっていた。特に発足

当初には，新たに導入された一般教育が，戦前の大学教育にはなかったような内容をもっていた
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ために，大学人からも社会からもその意義や重要性が理解せられず，また，その組織や運営が画

一的・形式的であったこともわざわいして，一般教育は所期の効果をあげ得なかった。しかし，

根本的には新制大学が４か年の間に一般教育と専門教育の双方を，いわば半々の形で行なわなけ

ればならなかったこと，旧制の大学が３か年間に専ら専門の教育を実施したのに比して，一般教

育の導入が専門教育の年限短縮，もしくは水準の低下として映ったことが，全学的な協力を阻み，

社会的批判をまねくにいたった主な原因である。

それ故,さきに提案した如く，教養課程と専門教育課程との制度上の区分を廃することによっ

て，両者の対立関係は相補的関係に変化して行くものと思われる。勿論，教養教育と専門教育と

に割り当てられる単位数の比率の問題はなを残るであろうが，現行の規定の如く，卒業の要件と

なる一般教育の単位数を36単位（外国語，保健．体育を除き）としなければならない明確なる根

拠は見当らないのである。それ故，両者の比率については，「大学設置基準改善要綱」を参考と

して，凡そ次の如く考えることができるであろう。～

ａそれぞれの専門分野（学部・学科）の特色を生かすことを考え，画一的な規定は設けない。

ｂ教養教育の最低単位数を20～24単位（｢改善要綱」では24単位）とすれば，外国語，保健．

体育の単位を合わせても，ほぼ１か年を教養教育に，３か年（104～108単位）を専門教育に充

当することができる。

ｃ専門の分野によって教養教育に重点をおく場合には，教養教育にほぼ２か年を，また専門教

育にも同じくほぼ２か年を充当することが可能であるし，場合によっては４か年を通じて，一

周教護教育に傾斜した方法も考えうるであろう。

、

｡

「改善要綱」の線に沿って，４か年に取得すべき単位数の上限を140単位（１か年35単位）と

すれば，教養教育と専門教育の単位数の比率は，次の数字の範囲内で，専門分野の必要に応じて，

学部あるいは学科毎に，適宜定めることができる。（教養教育の単位数には，外国語８単位，保

健・体育４単位，計10単位を加算）

教養教育専門教育

１

１㎡

ヤ
ゥ

(計）140単位1083２

●

6座－－７－（計）140単位

●
●
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6．教養部，あるいは教養課程委員会について

「大学設置基準改善要綱」のＸの１の②および③は，一般教育実施上の責任体制と管理方式を

確立するため，教養部，もしくは教養課程委員会を設けるよう勧告している。教養部については，

既にこれを設置している大学も相当の数にのぼっているが，さきに提案したように，教養課程と

専門教育課程との制度上の区分の廃止，あるいは専任教員制に代わる全学出動方式の採用によっ

て，教養教育実施上の責任や企画・立案の仕事は，先ず教授会等の機関が負うぺきこととなろう。

また，必要に応じて「一般教養委員会」等を設置すれば，運営上にも差支えはないものと思わ

れる。ただ，現に教養部を設腫している大学にあっては，それぞれの大学の事情に応じて，教養

部が上述の任務に当たることも考えられるであろうし，あるいは，教養教育について学部間の連

絡・調整の機関としての役割りを果たすこともあり得るであろう。

Ｊ「

ノー

Ｖ
切

口

最後に，国立大学協会は，その大学運営協議会に「大学問題研究部会」を設けて，大学制度の

改革について研究を続けている。その結果，学部教育に大きな変化が生ずるような場合には，教

養教育の在り方も当然影響をうけるであろう。しかし現段階においては，教養教育に関する本特

別委員会の見解と，研究部会の方針との間には，大きな隔りはないもののようである。

以上

７Ｌ安掛，唾毬冴靭
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